
        
            
                
            
        

    
音楽を元気にしよう！

　音楽でビジネスを志すすべての人に、この本を捧げます。

　音楽ビジネスが、根本から変わり始めています。既存の良い部分をパーツとしては活かしながら、音楽ビジネスを再構築するためには、新しい人材が必要です。

　音楽業界に転・就職をしたい人も、自分で音楽事務所やレーベルを始めようとしている人も、はたまたITサービスを立ち上げている人も、音楽を活性化させようという意欲のある人は、僕にとって同士です。一緒に新たな音楽ビジネスを作っていくための、ヒントを見つけてもらうために、そして音楽に夢を持ってもらうために、この本を書きました。

　単に音楽が好きな人、芸能界に関心がある人にも楽しく読めるように配慮しました。僕にとっては思い入れが強いテーマだけに、多弁になって、複雑になることを避けるため、39個のトピックを立てて、図表やイラストを多用し、分かりやすく解説をするという形にしています。目に付いたところから、気軽に読めるようになっているはずです。


　キーワードは“ニューミドルマン”

　ニューミドルマンというのは、巻末に対談させていただいた田坂広志さんが提唱された、情報革命後のビジネスのキーになる概念です。僕は、音楽ビジネスに引きつけて使わせてもらっています。

　僕が使う“ニューミドルマン”という言葉には、2つの側面があります。まず、音楽に携わる職業は大きく1つと捉え直した方が良いのではないかということ。レコード会社のA&Rも、事務所のマネージャーも、コンサートプロモーターも、音楽ライターも、あらゆる職種の垣根が溶けている現状です。従来のスキルを武器にしながら、時代に合った感覚を身に付けなければこれからの音楽ビジネスはできないと考えています。

　もう1つは、ネットメディアなどの一部で喧伝される“アーティストとユーザーが直接結びつき『中抜き』されるので、スタッフは要らなくなる”という言説へのアンチテーゼです。従来型の職業ではなくなりますが、アーティストや楽曲とユーザーを結びつけるポジションに、プロフェッショナルの仕事は必要です。ニューミドルマンの活躍が期待される由縁です。

　時代の変わり目にはチャンスが眠っています。従来型のノウハウの価値が下がり、再構築する必要が生じるので、新規参入者にチャンスがあるのです。

　時代のカギを握るニューミドルマンは、あなたです。

　本書は、2015年以降に、音楽にまつわるビジネスに携わろうとするすべての人を対象にしています。音楽が好きで、音楽業界で働きたい人。コンテンツに関するITサービスで起業を目指している人、音楽レーベルや事務所として起業したい人、そして、高い意識を持ってセルフマネージメントしようとしている音楽家などに有益な内容になっています。

　僕は現役の音楽プロデューサーです。大学を中退して、アーティストマネージメントの会社を作って、経営してきました。2011年から著作活動をするようになった動機は、環境が変わって、音楽業界が、異業種と連携しなければいけない時代に、共通言語が少ないと感じたからです。

　音楽業界は居心地の良い“村”のような存在で、外部に説明する必要はありませんでした。理屈っぽく自分たちのことを語るのを恥ずかしさと、「言っても分からないだろう」という傲慢さと卑屈さの混じった気持ちだったと思います。

　音楽業界で仕事を始めた頃、「音楽業界は豆腐業界と同じくらいの規模しか無いんだよ」と自虐気味に語る先輩たちがたくさんいました。そもそもどういう数字の比較で、その後数十年経って、互いの業界がどう変遷したのか検証はできていませんが、社会の中で存在感の小さい業界だというニュアンスがあったように思います。

　時代は変わりました。国が旗を振って“クールジャパン”を語り、コンテンツ輸出と観光資源としての音楽の活用が国策となっています。

　 デジタル化とソーシャルメディアの普及で、音楽を取り巻く環境も大きく変化しています。僕が本書で掲げているニューミドルマンというコンセプトは、時代の変化に対応して音楽をビジネスする人たちのことです。新しい世代に、日本の音楽を発展させてほしいという強い期待を持っています。

　本書の内容には、2015年から僕が始めた“ニューミドルマン養成講座”での成果が反映されています。たくさんの若者たちの音楽ビジネスに対する夢と熱意に触発されて書いた本でもあります。


　音楽ビジネスには夢がある

　皆さんは、音楽に対してどういうイメージを持っていますか？　2000年代以降、日本の音楽や、音楽業界に対しては、あまりポジティブなイメージではないようで残念に思っています。

　そもそも音楽は魅力的な存在です、人を感動させ、泣かせ、元気づけ、1つの楽曲との出会いが人生を左右することもあります。無くても生きていくのに全く困りませんが、人生を豊かにしてくれるのが音楽です。

　また無名のバンドが、才能と運と努力によって、スターダムにのし上がり、名声と富を手にすることができる世界でもあります。著作権徴収分配を始めとしたビジネスの骨組みが充実しているので、ヒット曲を出せば、大金持ちになれるという構図は今でも変わりはありません。


　音楽業界には潜り込め

　音楽業界は、学歴が関係ありません。学閥や地域閥などもありません。

　コンサートプロモーターのチケットもぎりのバイトから始めようと、一流大学を卒業して、大手レコード会社に就職しようと、そのことの損得はほとんどありません。その人のセンスと意欲とネットワークで、評価されるのが音楽業界です。音楽業界で仕事をしていると当然の感覚なのですが、他の業種と比較すると、とても珍しいことかもしれません。ダイナミズムが感じられて、僕が音楽業界を好きな理由の1つです。

　また、こんな大きな特徴があります。音楽業界で働いている人には、すごく音楽が好きな人が多いということです。

　稼いでいくための仕事と人生を豊かにする趣味は、全く分けたいという価値観の人もいるでしょうが、多くの人は「好きなことを仕事にできたら」と思っているのではないでしょうか？

　音楽業界にいるのは、まさに、好きなことを仕事にしている人たちです。なので、音楽業界は潜り込むところです。音楽が好きでたまらない人が、音楽にまつわる仕事をしようと集まってきているのが音楽業界なのです。

　実際、僕も潜り込みました。気が付いたら入っていたという方が近いかもしれません。イベントなどで自己紹介をする時に「東京に生れ、大学にほとんど行かず、音楽業界にフェードインをして、現在に至ります」と言っていますが、事実です。

　そんな素敵な世界なのに、新しい才能がなかなか出てこないし、音楽業界からは暗い話しか聞こえてこないのはなぜか？　という疑問があることでしょう。


　夜明けの前が一番暗い

　音楽業界に暗い話が多いように見えるのは、構造が変わる過渡期だからです。従来のメインプレイヤーだった、レコード産業が変化に対応できずに地盤沈下していることが大きな原因です。音楽業界の暗いニュースというのは、よく読んでみるとレコード業界の暗い話で、コンサートビジネスやIT活用のサービスには面白い話がたくさんあります。

　僕は、“夜明けの前が一番暗い”と前向きに捉えるようにしています。そして明るい未来のために必要なのが、“ニューミドルマン”なのです。

　デジタルに囲まれている環境を理解し、ソーシャルメディアや新しいテクノロジーを活用して、音楽ビジネスを“再定義”し、音楽にまつわる生態系を“再構築”すれば、明るい未来がやって来ると、僕は心の底から信じています。

音楽プロデューサー／コンテンツビジネス・エバンジェリスト

山口哲一
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		2010年代にミュージックビジネスを志す時に、前提として知っておくべき、環境認識のポイントが3つあります。

		まず、楽曲がデジタル化、クラウド化したことで楽曲の流通の仕方が抜本的に変化していること。そして、既存の音楽業界がその変化に対応できていないこと。

		2つ目は、ソーシャルメディが普及したことで、従来から重要だったクチコミのパワーが驚異的に増大し、ユーザー主導の情報世界になっていること。

		最後に、日本市場の成熟とグローバル化の進行が起きていく中で、日本の音楽には世界で稼ぐチャンスが広がっていることと、日本市場だけの収益では限界も見えていること。

		この3点を的確に把握することが、成功のために必要です。
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　CDなどのパッケージからデジタル配信になったことが大きな変化だと捉えている人も多いかもしれませんが、最も本質的な変化は、そこではありません。“コンテンツのクラウド化”こそが、100年以上にわたる音楽ビジネスを大きく変えるポイントです。

　“所有から利用へ”というのは、インターネットの発達に伴うあらゆる産業に影響を与える大きな変化ですが、音楽ビジネスへのインパクトはことさら強く大きいものです。なぜなら、音楽ビジネスの根幹にあるのが“著作権”だからです。著作権は、英語では“COPY RIGHT”です。著作権という概念自体が“複製する”という前提を持っているのです。

　“マスター音源を作成して、そこから複製したモノを売る”というのが、これまでの音楽ビジネスの基本でした。複製の仕方を工夫するのがレコードビジネスです。レコードからCD、そしてダウンロード型音楽配信と形態は変わっても、“マスターから複製した商品を売る”という構造は変わりませんでした。

　ところが、コンテンツのクラウド化は、これを根底から覆しています。インターネット上に楽曲を置き、ユーザーがいつでもどこからでも聴けるようにするサービス。自分のスマホやPCなどにダウンロードする必要が無く、ストリーミングで聴くサービスが、中心になってきています。

　クラウド上にアクセスして聴く、この“アクセス権”をコントロールするというのが、クラウド型ストリーミングサービスのビジネスモデルです。ここには、マスターからの複製という考え方が存在しません。サブスクリプションとかフリーミアムとかいう課金方法以前に、そもそもユーザーに提供するビジネスの根本が変わっていることを捉えましょう。

　気を付けたいのは、すべてのサービス、商品がアクセス権型だけになるわけではないということです。コレクションする喜びは、音楽ファンにとって重要です。アルバムという単位を大切にしているアーティストが多いですから、彼らが精魂込めた作品を受け止める方法としては、ジャケットがあり、歌詞カードやミュージシャンクレジットも掲載されたパッケージであることは、ユーザーにとっても価値があります。

　一方で、楽曲を聴くだけなら、ストリーミングが便利です。SNSなどで、ユーザーと共有することも簡単にできます。音楽をきっかけにユーザー同士がコミュニケーションすることで、音楽がユーザーに対して身近になっていきます。

　ユーザーは、パッケージとストリーミングで求める欲望の方向が違います。ダウンロードやレンタルCD店は無くなっていくでしょうが、パッケージとストリーミングは音楽ビジネスの両輪となっていくことが予測されます。

　問題は、これまでの著作権に関する法律やビジネスルール、業界慣習は、すべて“複製”を前提にして組み立てられているということです。

　本来はアクセス権と複製権を組み合わせた“ハイブリッド型”のルールが作られるべきですが、一度出来上がった仕組みを作り直すのは、新たに作ることの何倍ものエネルギーを必要とします。新勢力の壊そうという動きには、既存勢力が全力で反対しますので、フリーズします。

　結果として複製権時代の決まりごとを“読み替えて”、アクセス権にも当てはめる、そんな“木に竹を接ぐ”ようなルールが作られていくことになっています。僕らはそんな矛盾を抱えた迷宮のようなところで、音楽ビジネスをやらざるを得ない、そんな時代にいるのです。
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　Facebook、Twitterに代表されるソーシャルメディア。最近はLINEの存在感が大きくなってきました。以前は、情報伝達が一方向のマスメディアに頼るしか無かった音楽を広める方法に、人を媒介とするソーシャルメディアを活用するという新しく効果的な方法ができました。

　実は僕自身が、書籍を出版したり人前で話したりするようになったのも、ソーシャルメディアの勃興が理由です。マネージメントやプロデュースの仕事を裏方と考えていた僕は、2009年まで、一切の露出をしていませんでした。ブログを書かないのはもちろん、自社の所属アーティストのメイキング映像みたいなものにも、一切映らないということをポリシーにしていました。ところが、アーティストを売り出すためにソーシャルメディアを徹底活用しようと思うと、自分が直接やらないと正確な理解ができません。また、人が情報のハブになって拡散してく時代に、自分がやらないのは「損すぎる」と思い、20年来の方針を180度転換しました。

　ソーシャルメディアは、その拡散力の強さと共に、“可視化”が大きな特徴です。アーティストやプロデューサーがメッセージをユーザーに直接出せるようになったことも大きな変化ですが、それ以上に、ユーザーの声を目の当たりにできるようになったのが革命的な変化なのです。

　飲食店のアルバイトの悪ふざけが原因で、お店が閉店に追いこまれたり、リベンジポルノと呼ばれる、昔の恋人が別れた腹いせに過去の際どい写真を公開したりと、ソーシャルメディアは負の効果が出た時のエネルギーも大きいですから、使い方は気を付けないといけません。自分が想定した人にだけ伝えることは難しく、誰からでも見られてしまうというのが、ソーシャルメディアです。

　一方で、人と人がゆるやかにつながって、拡散力を持つソーシャルメディアは、アーティストや楽曲を広めていくことと親和性が高いツールでもあります。ソーシャルメディアを上手に活用し、何をやるときも、ソーシャルメディア上でのユーザーとのコミュニケーションを意識していくことが、これからの時代には必要です。

　ユーザーの音楽体験自体も、ソーシャルメディアと切り離して考えられなくなっています。以前からCDの貸し借りや、気に入った音楽をコピーして友人に渡すという行為は行なわれていましたが、ソーシャルメディアの普及で、即時に手軽にできるようになり、しかも可視化された状態になるので、第三者にも波及します。音楽がコミュニケーションを誘発し、そのユーザーコミュニケーションで楽曲が広まっていく、そんな時代になっているのです。

　ニューミドルマンは、高いソーシャルメディアリテラシーを持って、戦略を構築し、アーティストにコミュニケーションプランを提示する役割を担います。そして、ここでも、キーワードは“ハイブリッド型”です。一時期よりは衰えた側面もありますが、地上波テレビをはじめとしたマスメディアのパワーはまだまだ侮れません。従来のマスメディアを否定するのではなく、上手に活用しましょう。

　ポイントは、ソーシャルメディアがマスメディアに取って代わると考えるのではなく、従来型のマスメディアと、ソーシャルメディアを上手に組み合わせる、“ハイブリッド”型のプロデュースワークが必要になるということ。アーティストのタイプや作品の特性などによってメディア戦略は違ってきますが、適切な作戦を考えましょう。
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　以前は、日本の音楽プロデューサーという仕事は、ドメスティックな職業でした。海外のアーティストやエンジニアとレコーディングをするために海外に行くことや、海外の作品をライセンス契約などで仕入れることはあっても、ターゲットとする市場自体は日本国内だけを見ていれば成立していました。“ギョーカイ”とカタカナで書きたくなる閉じた世界で、誰を知っているか、そのコミュニティの中で信頼を得ているかというコネクション、人脈が最重要でした。

　僕も音楽業界で育った人間ですので、その良さもよく知っているつもりです。音楽好きが多くて、新しい挑戦をする人に価値を見出し、バックアップしようとするという、日本の音楽業界のカルチャーを誇りに思っています。

　しかし、環境の変化に合わせて、変わらなければ生き残っていけません。これからのニューミドルマン型のプロデューサーは、海外市場を視野に入れて、アーティストの活動プランを立てなければならない時代だということです。

　日本の人口は既に減り始めています。少子高齢化という現状は、簡単には変わりません。単純に言って、20歳の人口はこれから20年間減り続けることが確定していますし、仮に政府が出生率向上や移民政策などを講じても、日本語文化圏の対象人口が増えることは少なくもあと数十年間はありません。このことを肝に銘じるべきです。

　一方、アニメやマンガ、ゲームやコスメなどが牽引してくれて、日本のポップカルチャーのファンが海外に存在するようになっています。潜在的な層も含めれば、J-POPの海外市場には大きな期待が持てます。アジアを始めとした、これから経済が発展し、人口が増える国でJカルチャーファンはたくさんいます。

　日本人が知らない間に、世界中のさまざまな国で日本のポップカルチャーをテーマにしたイベントが行なわれるようになりました。規模はさまざまですが、ゆうに100は超える数です。最近になって、フランス・パリのJAPAN EXPOやアメリカ・ロサンゼルスのAnimeExpoなどが日本でも注目されてきていますが、いずれも日本からの働きかけはなく、現地のJカルチャーファン主導の企画です。コスプレ大会が中心だったり、日本人は不思議に感じる内容もありますが、J-POPに対して、ポジティブに関心を持つユーザーが、相当な数で存在しているのは紛れもない事実です。

　インターネットが発達し、YouTubeなどの動画共有サイトができたことで情報の伝達は地球上どこにいても即時に可能になりました。iTunes StoreやAmazonは世界中の誰にでも、コンテンツの販売が可能な環境を提供しています。デジタルコンテンツでも商品でも、クレジットカードで決済すれば、手に入れることは簡単です。LLC（格安航空会社）が発達し、飛行機での移動コストも大幅に下がりました。ビジネスを行なう環境が大きく変わり、国ごとの市場の障壁は溶け始めています。

　守っていては未来が無い。攻めるチャンスは広がっている。この環境を正しく認識しましょう。

　音楽ビジネスにかかわる人が、国内市場だけを意識していれば済む時代は終わっているのです。

　従来のノウハウは陳腐化している

　この章では、クラウド化、ソーシャルメディア普及、グローバル化というキーワードを掲げました。これら3つの事象が相互に関係し、影響し合いながら、音楽ビジネスの環境を根底から大きく変えているのが2015年現在の状況なのです。

　レコードビジネスを生態系の幹にして、国内市場だけを対象にした従来型の音楽業界とは、全く異なった状況に変化をしています。この3つの大きな状況変化に対して、レコード会社を中心とした従来のノウハウは、既に陳腐化しています。ニューミドルマンとして、時代に合った新たな音楽ビジネスの仕組みの再構築に取り組み、成功する方法を考えていくことが必要なのです。

　この営みは、従来の“音楽ビジネス”という領域自体を疑い、音楽ビジネスを再定義して、その生態系の再構築に取り組むことにもつながります。

　僕が、“ニューミドルマン養成講座”で最初に語る、講座の目的をここに掲げておきます。


		◉ニューミドルマン養成講座の目的

		時代の変化に合った（できれば先取りした）

		新時代の音楽ビジネス（という領域自体を疑いつつ）を再構築する方法を考え、実践していくこと。



本書も、全く同じテーマで書いています。
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		この章では、俯瞰した視点で、音楽ビジネスを捉えます。マクロ的で、グローバルな視点、企業の経営戦略のような考え方を持っていることが、ニューミドルマンには必要です。すぐに直接的には役に立たないかもしれませんが、“一般教養”みたいなものと考えてください。グローバル化やデジタル化は、従来のカテゴリーの壁を溶かしています。遠い他国での事象に大きな影響を受けてしまうこともある時代です。

		そのために、2人の友人の力を借りました。ボストン・コンサルティングのスタービジネスコンサルタントとして活躍した後に、経営者としてアニメ会社ゴンゾを株式公開した石川真一郎さんと、金融系シンクタンク日本総合研究所で大活躍中の若き論客、東博暢さんと鼎談という形を採っています。

		楽しく読みながら、頭を柔らかくしてください。一見、関係無いようなニュースが、自分のビジネスにかかわっていることが分かるようになるはずです。
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山口　従来の音楽ビジネスは、音楽業界という“村”の中に居て、村の掟を守っていれば仕事ができていました。でも、これから音楽ビジネスをやっていくためには、マクロで戦略的な視野が必要だと思っています。

日本の音楽業界は景気の悪い話ばかり聞こえてきますが、欧米では音楽サービスがものすごい時価総額で評価されています。PANDORAにしてもSpotifyにしても、まだ収益的には赤字の会社なのに、数千億円という価値を見出して、投資家が巨額の投資をしています。結果、その資金がレコード会社、アーティストへの支払にも回されている。面白い現象だと思ってはいるのですが、まず、時価総額の話から始めましょう。

石川　一言で言うとこれは、音楽だから高い時価総額が付いているわけではないんですよ。音楽として見ちゃうと市場規模はそんなにでかくないから、数千億円という時価総額は付きません。そうではなくて、プラットフォームビジネスとして、世界の約7割を占める良質な市場である英語圏で、プラットフォームのどこかのレイヤーを取ることができる。そのことへの評価です。

　プラットフォームというのは、ナンバーワンが圧倒的にすべてを取るという構造を持っています。ですから、音楽でナンバーワンになる可能性があると、その分野自体が儲かるかどうかは分からなくても、どこかに買収されるということも含めて、高額の価値が付くというのが投資市場的な考え方です。

　それがなぜ1兆円とか、音楽の市場を考えてもおかしな規模になるかというと、もう1つ理由があります。1つの分野でプラットフォームを押さえてしまうと、他の分野も押さえやすくなるからです。音楽でプラットフォームを押さえられるということは、次に映像の世界に行けるかもしれない。あとは文化で言えば、ドラマにしてもアイドルにしてもアニメにしても、音楽が持っている影響力は非常に大きいと思います。その波及効果まで考えて、そこを押さえたことへの可能性に対して値段が付く、ということです。

山口　音楽ビジネスに対する捉え方が広がりますね。例えば、ユーザーごとにカスタマイズされたレコメンドが評価されているインターネットラジオのPANDORAの時価総額は、3.8ビリオンです（ビリオン＝10億なので、 38億ドル）。

東　時価総額って不思議なものですよね。Wall Street JournalのThe BillionDollar Startup Clubを見ると（2015年 8月現在）、Uberの時価総額が50ビリオンで、タクシー業界の産業規模を超えるという現象が起きている。要は、その業界の総規模を超える時価総額が付いているわけで、それだけの期待値があるわけです。同じく、Pintersetが11ビリオン（110億ドル）で、Dropboxも10ビリオン（100億ドル）。基本的には、プラットフォームを誰が取るのかということで、もしかしたら Uberが将来的にはシェアリングのプラットフォームを拡大して、AirB&Bの領域を浸食することも出てくるかもしれない。とりあえず一個の産業を核にしてプラットフォームを作り、ユーザー数が一定数十分に集まり、それなりにふくれあがった時価総額が付くと、次を開拓するということですね。金融業界から見ると、ちょっとバブルの要素もあるかなと思えますが、バブっている間に行けるところまで行こうと、そういう勢いは持っている。そんな感覚でしょうか？
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　音楽であることの有効性

石川　過去を見ても、iTunesとiPodで復活したAppleは、倒産しかかったところから時価総額が7,000億ドルにまでなったわけですからね。だから、プラットフォームを押さえるということの価値は大きいんです。Googleもプラットフォームを押さえて、「バブルでは？」と言われながら3,880億ドルの時価総額ですからね。その価値があると、みんな思っているんですよ。僕もあると思いますし。次は、もっと産業規模の大きい次世代自動車のプラットフォームを押さえるかもしれない、というのがポイントですね。

東　音楽の産業の変遷は面白いですよね。プラットフォームというのは、そもそもネットワークが発達しないと成立しません。だから、昔はデバイスとコンテンツが直接結びついていました。レコードという録音技術を元に、流通も含めてフィジカルで完結していたわけです。そこに通信技術が発達して、携帯電話でも、通信規格は4G LTEが一般的になりましたよね？　それがどんどん進んで、2020年には5Gになるという時代ですから、ネットワークが発達することによって、プラットフォーム事業者のコンテンツに対する影響力が強くなりました。今までの音楽産業の担い手は、家電などのハードメーカーでしたが、情報通信技術が発達したことによって時代に乗り遅れたプレイヤーになったわけです。コンテンツ側としては、例えば通信事業者や新たに台頭し急成長している事業者と組む方が、本当は合理的です。喩えるなら、タニマチを変えていくような感じでしょうか？　音楽業界、コンテンツ産業界はそれが上手とは言えないかもしれないですね。

山口　プラットフォーム事業者にとって、勝つために音楽サービスをやることに理由はありますか？

石川　あります。データ量が一番軽いんですよ（笑）。Appleの復活がiPodからというのは、そういう理由です。Appleがプラットフォームを取ったというのは、音楽をまず押さえて、次にディズニーとピクサーが一緒になって、スティーブ・ジョブズが筆頭株主になって動画も使えるようになって……という順番での展開なんですよ。そういう意味では音楽は、いわゆるプラットフォームを押さえる上では、最も軽いエンターテインメントのコンテンツだということです。

山口　音楽がデジタル化された時に、プラットフォーマーにとってはデータが軽くて、多くの人が使うから、重要だったと。

石川　ちなみに、その前は、文字（テキスト）だったんです。Yahoo!ニュースなどですね。インフォメーションの時代の勝者はYahoo!でした。その次の時代のエンターテインメントの勝者がAppleになったというのは、インフォメーションの世界からエンターテインメントの世界に時代が進化していった時に、次のプラットフォーマーが生まれてきたという見方をするのが一番正しいんです。

　次のプラットフォーマーは？

山口　投資家たちは、Appleの次に来るのはPANDORAかもしれないしSpotifyかもしれないと期待しているのですか？

石川　そうではないと思います。Appleに買収されるか、あるいはAppleのライバルが買うだろうから、7,000億ドル価値の会社なら、数百億ドルくらいまでの買収資金は出すだろう、というような計算です。AppleとGoogleのどっちが買うかというチキンレースをやるだろうから、100億ドルの価値が付くのは不思議ではない、と考えるのが投資家です。

東　アメリカの企業は、上位レイヤーから入るのが上手ですよね。Appleの場合は、iPodというデバイスから始めました。権利関係が分かりやすい音楽を、最初に押さえたわけですね。これは石川さんがおっしゃるように、データが軽かったこともあります。でもSpotifyが伸びていると言っても、音楽体験のサービスであって、一番お金が儲かる課金とか認証のプラットフォームをやれているわけではない。

　それから、最近、シリコンバレーで耳にするのは、ベンチャーが新しいサービス開発をする時のゴールがどこも、GoogleやAppleに売ることになっているのは良くない、という話です。あとはプラットフォームも大切だけど、物がかかわる、実体経済の方が産業規模は大きいですし……。だから、Googleは最近、ロボットとか自動車とかをやり始めていますよね。これが上手くいくかどうかは、分かりませんが。
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山口　お2人の話を聞いていると、BEATSのケースは、経営戦略の教科書のような美しい成功例なんですね？　

　BEATSはドクター・ドレーというヒップホップのプロデューサーが作った会社で、最初は高級ヘッドフォンメーカーでした。ヒップホップを聴くのに気持ちいい、ファッション性の高い高級ヘッドフォンが、すごく売れたんですよね。そして彼らは、次にBEATS MUSICという音楽サービスを始めるんです。ヘッドフォンがIoT的にデバイスになって、ミュージシャン主導でサービスをやるなんて面白いなと思っていたら、スマホアプリの音楽サービスだったのですが、キュレーションが良いということで、開始3ヶ月くらいでAppleに30億ドルで売ってしまった。しかも幹部はAppleの役員になったわけです。

　2015年の6月から始まったApple Musicは、BEATS MUSICのスタッフが中心になって作っているんですよ。これはAppleにとっても上手なやり方だし、彼らにとっても、ものすごいサクセスストーリー。メイクマネーした上で自分が腕をふるう場も得たという、そういうことなんですよね。

　Appleの戦略、Googleの戦略

石川　BEATSがAppleと相性が良いのは、まさにさっき東さんが言ったようにハードの企業だからなんですよ。Appleの入り口はハード。で、Googleはサービスなんです。そうすると恐らくPANDORAとかSpotifyは、Googleの方が相性は良い。それに対してBEATSとかPONOとか、ああいう企業はAppleと無茶苦茶相性が良い。

　ソニーが作った戦略を、一番究極まで持っていったのがAppleだと言われていますけど、販売チャネル戦略も両社は違うじゃないですか？　ソニーは全部自前で作ろうとして失敗していますけど、Appleはデザインというか商品企画のプロデュースに徹して、台湾でEMSのホンハイと組んで安く作らせるというやり方で成功している。開発技術も全部外に出して、Appleはブランドとしてまとめることしかしない。デザインしかやらないよ、というところを突き詰めているやり方ですよね。Apple Storeがあって、Appleというブランドで、プラットフォームを押さえてはいるんだけど、ある意味ではハードを自分で作っていないハードメーカーという言い方もできると思います。そういうAppleにとっては、BEATSみたいな会社と提携するか取り込むかというのは、自然の戦略なんですよね。

　一方で、Googleは逆にSamsung等のAppleの対抗馬になるであろうあらゆるメーカー、将来は価値が落ちちゃうかもしれない人たちを組み合わせて、自分はブランドだけを持っているというやり方です。

東　そういう意味では、GoogleはOSを解放して、Android対応デバイスを各ハードメーカーが作っているというのは分かりやすい。それで、Appleに対抗するグループを一気に作ろうという戦略ですよね。

石川　Google Glassを止めたのも、これで説明が付くわけですよ。Google Glassのプラットフォームしか、もうやりませんよ、と。だから、Google Glass自体はオープンプラットフォームとして開放するから、ハードメーカーさんが作ってくださいということでしょう。それでAppleは、Apple Watchをやるし、近い将来はApple Glassもきっとやるのでしょう。あるいは、作っている会社を買収するわけです。だから両社は立ち位置の違う戦いで、Microsoft対Appleで起きていたことが、いまはGoogle対Appleで起きているとも言えますね。

山口　なるほど。ハードをつくる企業とサービスをつくる企業が競い合うことで、インターネットの世界は成長していっているんですね。
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山口　Facebookについてはどう捉えれば良いですか？　彼らは、どういうポジションにいるんでしょう？

石川　Facebookは、彼ら自身が一番悩んでいると思います。

東　Facebookは、AppleタイプとGoogleタイプ、そのどちらでもないですよね。Facebookのスタートは、単なる1アプリなんです。ただ、一気にユーザー数が増えたので、巨大化してプラットフォームになりましたね。

山口　Facebookは新しいイノベーションを成し遂げましたよね？　ソーシャルメディアと言われるコミュニケーションプラットフォームは、彼らが最初に作ったわけではないけれど、グローバル規模でユーザーとのコミュニケーションに関するイノベーションを起こして、ソーシャルネットワークサービスの勝者になったわけですよね？　それなのになぜ悩んでいるんですか？

石川　単純に言うと、Facebookのポジショニングは“ユーザー”だと思ったら良いと思う。つまりプラットフォーマーというよりは、抱えているユーザー自体が価値なんですよ。ユーザー自体が、ずっとFacebookに対するロイヤルティが高くて、その人たちが市場においてパワーを持ち続ける世の中が続くのであれば、彼らは勝てます。Appleは、ユーザーを押さえているわけじゃないですよね？　売った相手が誰かを気にしていないから、アフターサービスも悪い（笑）。Appleの商品が壊れても何ヶ月も直さない。でも、そんなことやっても売れるわけですよ。ソニーも昔はそうでしたよね。

　それに対してGoogleは、B to Bなんですよね。基本的には広告主が、最大のクライアントだし、パートナーはビジネスアライアンスだということ。Samsungとかは、消費者を相手にしているところですよね？　それに対してFacebookはユーザー。ただ問題は、Facebookが抱えているユーザーが消費者じゃないんですよね。

　Facebookが抱えているのは消費者ではない

山口　どういう意味ですか？　消費者ではなくユーザーというのは。

石川　アニメをやっているとよく分かるんですけど、同じ人でも、いくつも人格があるんです。Facebookは、消費者である時の人格ではなくて、コミュニケーションをしている時の人格を押さえているんですよ。つまりFacebookのユーザーの行動パターンは、消費者じゃない。だから何かを売るとしても、購買行動ではなくて、ゲームとかでポイントを買って人に投げ銭したりとか、ソーシャルゲームに近いような行動パターンになります。ガンホーとか、昔で言えばセカンドライフに近い感覚。そうするとFacebookはもしかしたら、進むところは金融かもしれないですね。要するに一番お金が動くところは、突き詰めると軍事か金融なので。最後はAMEXとかVISAとかが、Facebookと一緒になってくるのかもしれない。

東　僕のホームグランドはまさに金融業界なので、その辺はチェックしています。やっぱりシリコンバレーでも、新しくモバイルバンキングのテクノロジーが進んでいます。Fin Tech（Finance＋Technology）と言われて、セキュリティとセットなんですが、これはロンドンやイスラエルなどでも研究されています。その中で消費者同士のお金のやり取りという、話題のビットコインを始めとした新しいお金の再発明という発想も出ているんですけれど、どちらかというと取り引きの再発明に近い話になっています。そうなると、ユーザー行動情報を持っているFacebookは、人工知能などと組み合せて、大きなビジネスチャンスがあるかもしれません。

山口　さまざまな可能性があるんですね。FacebookはSpotifyと関係が深い今の状態が、音楽については続きそうな気がしました。
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山口　オンデマンドで月額課金型の音楽ストリーミングサービスが伸びていて、音楽流通はここが主戦場になりそうです。Spotify型のモデルが、プラットフォームとなる。そこに決済も生じるだろうし、事業価値があるところだと思います。ただ、このサービスは楽曲の品揃えは一緒になるので、差異化が難しいんですよ。ポイントは、レコメンデーションとかディスカバリーだと言われていますが、そこで圧倒的な差を付けるというのは難しくて、価格競争も権利者がいるから限界がある。結局、AppleもSpotifyも7割くらいは権利者に返しているから差異化が難しいので、規模の拡大に向かわざるを得ない。中国はインターネットアクセスそのものに制限があるから別だとしても、大まかにいうと世の中に2〜3社しかストリーミングサービスは残らないはずですが、石川さんはどう思いますか？

石川　この種のビジネスに関して判断が難しい理由は、電話会社と同じです。電話会社も、経済性で見たら世界で2社くらいになった方が良いに決っているんですよ。でも、なっていない。これは、国の法律とか政治の力などの影響を受けてしまうからです。では音楽のサービスが、スケーラビリティの問題で全世界で1つになるかというと、英語圏は1つか2つになるでしょう。それ以外の言語圏……例えば韓国において、韓国語のものがメインだったとしたら、Spotifyがナンバーワンになるには、よっぽど上手くやらない限り難しいでしょう。日本はもっと難しくて、日本で洋楽が聴かれなくなっているということも考えていくと、Spotifyは苦戦をすると思う。むしろAppleだけは、ハードを持っていて、日本でも普及しているから、No.2として日本には存在し続けるのかなと思います。その意味で、ガラパゴスである日本語文化圏が、映画も含めてますます英語文化圏と離れてしまっているという現状があって、人口がたかが1億2千万人で、しかも減っているというのは、非常に我々には不利な条件とも言えます。

東　日本だけで生き残るものを作る方向に日本が行ってしまったら、将来は無いですよね。

山口　その国のドメスティックなコンテンツの強さは、すごく影響がありますよね。そういう意味ではJ-POPはドメスティックにおいてはすごく強いから、海外のパワーバランスとは関係無く、AWAが勝つかもしれないということですよね。

石川　最後は、ジャニーズ事務所が作ったプラットフォームが勝っているかもしれない（笑）。

東　SNSに関しては、言語圏で言えばまだインドも中国もあるしということで、各国で2〜3社は残るでしょう。そのくらいが、良いバランスだと言われていますね。通信キャリアでも、「1国に3つもキャリアが要るの？」という考え方もあって、でも1つだけになるのは良くないから、じゃあ2つかということになりますよね。ソフトバンクがアメリカに行っているというのも、国内で3キャリアの競争をやっていても仕方が無いので、海外のサービスとつなぐことで差別化していこうということですよね。もう、国内で勝負をしている段階でもないという判断を彼らはしているんだと思います。

　Amazonにとっての音楽サービス

山口　Appleはハード、Googleはサービス、Facebookはユーザーというのは分かりました。その視点だと、Amazonはどういう会社になるのですか？

石川　Amazonは、ひとことで言うとeコマースのプラットフォームですよね。 彼らが押さえているのは、物流なんですよ。そういう意味で、Amazonの最大のライバルはやっぱり楽天です。お店を持っていて、物流の仕組みと倉庫を持っていて、大量の多様な商品を流す仕組みとセットで、ネットの上で成り立たせているという、非常に特殊なポジションを取っていますよね。ただ、物流が絡んでくるというのは、物理的なコストがかかるエリアになります。情報だけで済む他のエリアと比べると、最後はスケーラブルだと言っても、物理的な場所とかガソリンとか、そういうものがすべてかかわってくるんですね。特にローカルな、それぞれの国での特性というのが出てくる分野です。

山口　そう考えたら、Amazonは音楽サービスをやるモチベーションは無いということになりますね？

石川　彼らのビジネスモデルでは、メリットは薄いですね。音楽市場の規模は、あまりにも小さすぎますから。

東　元を返せば、本屋から物流にシフトしに行った会社なので、音楽サービスをやってもイメージは合うけれど、「そこって大きくなるの？」という違和感はありますよね。

石川　まあ、他社に取られたくないからやっておく……というのは、あるかもしれない。

山口　なるほど。では、音楽には興味ないし、電子書籍もKindleはやっているけれど、物流が本筋。eコマースと物流が、Amazonの本丸だということですね。

東　EC、物流、金融決済ですね。

石川　でも、一番の差別化要因は物流だと思う。むしろ、DHLに近いでしょう。DHLはB to Cじゃないですけどね。

　日本市場しか見ていないことの危険性

山口　Samsungはどうですか？　あそこは、音楽サービスをやるんでしょうか？　

東　そろそろ悩み時じゃないですか？　日本企業を追いかけるキャッチアップ型の製造業としてスタートして、2015年のCESの展示会を見て来ましたが、Samsungもそろそろ、大企業病みたいなものが始まった気がしました。例えば、性能追随をしだしたりとか……。

石川　単純な言い方をしちゃうと、日本の家電メーカーがGEなどのアメリカのメーカーをやっつけたのと同じことを、Samsungはやったんです。ただ今回は、先進国の中でも特に所得が低い人たち、あとは途上国……要は一気にグローバル化したところで、そういうことをしたわけですね。ヨーロッパにはそういうことができる体力のあるメーカーが残っていなかったので、Samsungだけが安く作って、根こそぎ押さえて勝った。次に白物家電の分野で、中国のメーカーが全く同じモデルでやっています。これは、単純に言えば日本メーカーがバカなんだけど、そんなことを言ったらGEも同じ意味でバカということになります。

山口　成功者が陥るジレンマなのかもしれませんね。

石川　日本の製造業は、日本市場しか見ていなかったわけです。これは、日経新聞が悪いと思う。日経新聞では、国内に本社がある会社のシェア競争とかが載っていて、亀山工場をやっているシャープをほめていたわけです。でも、日本でのシェアなんて伸びる市場ではないから価値は低い。それなのに“国内シェア7割”とか“亀山で高級化”なんてほめていて、それは逆だろう、と（笑）。だから、日経新聞が日本の家電メーカーをつぶしたようなもんですよ。

東　メーカーの経営陣は日経新聞を読むだけじゃなく、Wall Street Journalも読むべきですよね。日経新聞が提示する数字だけを追っていると、惑わされてしまいますから。

山口　話を戻しますと、音楽サービスはドメスティックコンテンツのシェアが大きいという側面と、言葉の問題と法律の問題があるから、幸か不幸か守られる側面がある、ということですね。

石川　世界のプラットフォームの趨勢が見えてきて、ここまで遅れてしまっている今の時点では、マクロで見れば、日本のレコード会社が鎖国してでも一生懸命守ろうとしているのは、むしろ正しいのかもしれないですね（笑）。まあ、そんな深い分析は無くて、レコード会社の経営者はただの保身でやっているんだと思うけど（笑）。

山口　僕はそんなこと言えませんが（笑）、もっと音楽の力を信じて、攻める方向に舵をとっていただきたいですね。
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山口　今後日本は、文化度の高さを活かして稼ぐという意味で、フランスやイタリアみたいな国になる必要があると思います。観光も主要産業にしつつ……。

石川　はい。だからクールジャパン戦略というのを国がやっていて、日本という切り口で、どういう風に世界の中でニッチを見つけていくのかを考えています。文化度で言うと、英語圏の次に最も文化度が高い言語圏が、日本語圏なんですよ。

山口　クールジャパンの定義の話も、ここでしておきたいと思います。エンターテインメントの覇者は、アメリカのハリウッドじゃないですか？　そのハリウッド的なものが、イメージで言うと世界でシェアの6割くらいを持っているとして、残り4割の中で、日本が1位になれる可能性がある。下手すると、半分以上取れる可能性があるというのが、クールジャパンの定義じゃないかと僕は思います。世界の20％を取れたらすごい、ということですね。要はハリウッド型のルールで世界のエンタメは回っているけれど、そうじゃないルールで戦える可能性が、さまざまな歴史の偶然や必然で、今の日本のコンテンツ産業にあるんじゃないかと実感していて、それをやるのがクールジャパン政策。この考え方については、どう思われますか？

石川　僕がゴンゾを上場した10年前、萌え銘柄ブームだったころは、まさにクールジャパンの走りです。あの時だったら、クールジャパンは山口さんがおっしゃった定義そのままです。ところが、世界の市場がアメリカ中心ではなくなってしまった。今は経済新興国が中心です。だから、ハリウッドが自らハリウッドルールを壊している。ハリウッドのやり方ではなくて、中国ともやるし、ブラジルともやるし、これからの成長市場でどう戦うかを考えています。もう、ハリウッドを輸出しようとは思っていないんです。そこでは“アメリカ”という考えではなくて、ディズニーであり、ワーナーであり、それぞれ個々の企業、個人やエージェントが、いかに新興国のローカルルールとミックスしながら、そこでも1番を獲っていくか……。そういうことを考え始めています。

山口　それは主には映画の話ですか？

石川　映画はそうだし、少なくともTVドラマもそうですよ。例えばNETFLIXが力を持って、オジリナルコンテンツを作り始めていますよね？　日本にも進出しますが、グローバルの配信権だけで全制作費の8割を出すというような提案をしてくるわけですよ。そうするとコンテンツプロデュース側は、これを利用できる。例えばNETFLIXにゴンゾのコンテンツを、８割プリセールスでインターネット権だけ渡しても良い。彼らは、グローバルで通用する可能性があれば資金を出します。それで、NETFLIXが日本で勝ってくれても全く問題無い。ゴンゾはコンテンツを出す立場だから、日本で勝つのがHuluじゃなくても別に良いわけです。

山口　分かります。音楽でも、そういう動きができないかなと思います。

石川　ただ、日本全体として我々が考えなければいけないのは、インフラを全部NETFLIXにやらせるのはマズイだろう、ということです。これは、国家のセキュリティにかかわる問題です。だから中国はやらないじゃないですか？　NETFLIX側も明確で、「中国だけは入りません」と言っていますね。中国は国の明確な戦略として、アメリカのメディアにシェアは1％も渡さない。Googleも追い出したし、メディアは全部追い出しますという戦略を採っているわけですから。でもこれは、国の文化を守るという国家戦略としては正しいんですよ。

山口　中国はやり方が下手過ぎますけれど、アメリカに対抗しようとする姿勢は見習うべきところがありますね。フランスと中国のメディア文化政策は、僕も注目しています。インフラをアメリカ系グローバル企業に押さえられるのは国の危機だという意識を、この2国からは感じます。

石川　でもクリエイターサイドで考えると、日本でNETFLIXが成功するのをサポートする方が、日テレと組んだHuluを成功させるより絶対得だし、良い作品を作れそうだなと思う。日本でダメなやつらと一緒に沈没するくらいだったら……ということで、悩ましい話です（笑）。

　観光資源としての音楽

山口　日本政府のクールジャパンの政策と現状について、東さんはどう思いますか？ 

東　クールジャパンって、政治的な背景があって、地方創生をからませようとしていますよね？　実際、クールジャパン機構もそういうネタを探しています。都心部だけに観光客が集まっていても、仕方が無いということですね。ただ、人口がこれだけ減っている中で、地方は、ファシリティ（施設・設備）に関しても更新ができません。空きビルばっかりになりそうという時代に、観光客にどんどん来てもらわないといけない。

山口　有効な打開策は何かあるのでしょうか？

東　地方には実は、空いている町家や古い設備がたくさんあって、これは文化資産としても価値があるものなんですね。ですから、こういった遊休スペースに仲介を立ててシェアリングして、観光客に泊まってもらうというような試みが始まっています。

山口　新しいものより、古いものの方が良いですもんね。

東　新しいものを建てるのではなく、せいぜいリノベ−ションにお金をかければ良いんですよ。そして泊まってもらった時に、日本のものを消費してくれればいいな、ということですね。だからある意味ではショーケースで、ショーケースを日本に置いておくわけです。文化度を保ったままショーケースを置けば、観光客が来る。そして、そこでは日本の物が売れる。しかも自国に帰ったら、すぐまた日本に来るのは大変だから、eコマースで買ってもらえる。こういうバリューチェーンが作れれば、有益ですね。いかに、人間の消費行動をクールジャパンにつなげるのかということでしょう。

山口　おっしゃるように、これからの日本では外国人の観光というのはとても重要ですよね？

東　すさまじく大事です。しかも唯一、インバウンドだけは財務省も含めて、すべての省庁で足並みがそろうんですよ。外貨が日本に落ちるというのは、それだけ好影響が広範に出るので素晴らしいことなんです。縦割り行政で面倒というのは国内予算に関してなので、観光に関してはみんなが協力できますし。それにこれだけ借金を抱えている国として、収入があるというのはとても重要な戦略です。観光庁を立ち上げる時に、全省庁から人を集めたことでもこれは分かります。

山口　インバウンドに関しては、音楽がやれることもまだまだ多いと思うんです。特に英語で情報を入手できないなど、日本のコンサートの外国人への不親切さは、ものすごいですからね。これをまともにするだけで、ずいぶん変わるので本当にやった方が良いと思います。

東　今までクールジャパンは、海外で放送枠を押さえようとか、ラーメン店の一風堂もどんどん海外に店舗を出してというように、アウトバウンドが基本でした。“日本のものを置いてください”ということですね。でもそろそろ、インバウンドを重視するべき時期なんだと思います。日本に来て消費してもらう方が、圧倒的にお金は落ちますから。宿泊して、物を買って、ご飯を食べて……そこにライブや音楽フェスを絡めることも、できるじゃないですか？　そういう事業者連合を作るべきですね。

山口　日本にライブやフェスを見に来て、そのついでに観光もしてもらう。これは、とても良い流れになりますね。

東　観光庁では“イントラバウンド”という言い方をしていますが、国内を周遊してもらいましょうということを考えています。最初がアウトバウンド、次がインバウンド、その次はイントラバウンドで、日本の地方をいろいろ回ってください、ということです。実際、京都は文化成熟度の高い欧米人をターゲットにしていますが、それが奈良とか大阪にも滲み出してきて、欧米人の観光客が増えてきているという現状があります。そういうステージの時に、クールジャパンとしてどういう政策を打てるのか、どういう投資をできるのかが重要です。しかも2020年にはオリンピックもありますから、音楽産業はそこに向けて、どういうショーケースを出せるのか？　あるいは、音楽×◯◯の◯◯には何が入っているのか？　既にPlugAirというガジェットがありますけど、極端なことを言えば音楽はデジタル化した瞬間にビット化するわけですから、ビットコインやFin Techなんかとの組み合わせだって考えられるわけです。コンセプトが拡張されれば、いろんなものが音楽にくっついてくる可能性があるんだろうなと思っています。
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山口　東さん注目のPlugAirは、僕も応援している日本人の若者たちによるベンチャーBEATROBOが開発したスマホ向けガジェット＆サービスです。これから、日本で音楽系のビジネスなりサービスなりをやろうとしている人たちは、どういう視座を持つべきだと思いますか。

東　まず、“業界”という考え方を取り払った方が良いでしょう。これだけネットワークが発達してくると、業界の垣根・境界というものが無くなってきているので、音楽を使って他のビジネスとどうくっつけるかを考えないといけない。テクノロジーと音楽は親和性が高いので、IoTのガジェット系とくっつけるとか、いろんな発想ができると思います。音楽業界の中の人たち……ある意味では村に居た人たちが、他の村の人たちと交流しないといけないんですよ。

石川　ストレートに言うと、レコード協会とかいろんな業界団体が、それぞれの面子を気にして覇権争いをしているというのは、どこから見ても単なるバカですよ。日本連合で、世界に出て行かなければならない時なのに……。音楽業界を見ていると、村の中の話ばかりですね。

東　でも若い人は、とっととやっちゃいますよ。業界団体とかには興味が無いでしょう？

[image: chap02_010]

石川　でもその人たちが、楽曲の許諾という音楽サービスが立ち上がる上での決定権を握っているのが問題なんですよ。例えば、日本で一番ファンを持っているジャニーズ事務所だけを見ても、日本全体を考えて活動しているわけではない。日本で圧倒的に1位だったら、日本を世界に出すために先頭を切って、海外向けにJ-POPを売るサービスをやる人達に出資するくらいの勢いでやった方が良いわけです。その方が事業としても伸びしろがあるし、日本経済も活性化する。日本でナンバーワンであることをキープするなんて意味が無いって、考えてほしいなと思います。

東　日本の国全体や金融業から見てみたら、音楽業界全体が中小零細企業なわけです。一代目は、国内を相手にしてとても儲かっていた。二代目でも、マーケットは減ってきたけど、まだ保つよねという状態。そして三代目になって、国内の人口もこのままだと江戸後期くらいにまで減っていくということが見えてきて、マーケット消滅の危機にある。そんな時に、一歩を踏み出す勇気がありますか？　という問題です。踏み出した人は残りますし、そのまま消滅するところも出てくるでしょう。しかるべき人たちへの、事業承継のタイミングが来ているんだと思います。

石川　中小企業という視点で言うと、日本の音楽レーベルは、ほとんどがインディーズなんですね。そうじゃないのが3社あって、これはソニー、ユニバーサル、ワーナーなわけじゃないですか？　ということは構図としては、日本の全インディーズ連合対3社グローバル連合がいて、その利害は絶対に一致しないから、どう戦うのか、ということになるはずです。でもSMEJだけは実はローカルなインディーズだとしたら、インディーズ連合で日本のシェア7〜8割までいくから、日本の文化を世界に出して行く際に戦える。でも、そういう視座では考えていないですよね？

　グローバルネットワークの必要性

山口　まあレコード産業はテンポ感が遅そうなので、いったん置いておくとして……。これから若者が戦っていくときの考え方は、どうすれば良いですか？　「もう、日本に住むのは止めなさい」と言いますか？

石川　若い人がアーティスト、クリエイターとして大成功したいなら、シリコンバレーなりニューヨークなりシンガポールなり、海外に出て行った方が良いんですよ。これは間違い無いです。でも、それは個人レベルの話で、日本の産業としてどうするのかという話であれば、世界二番目の文化度だということを踏まえて、日本連合を作るしかない。だからいま、経産省がやっているクールジャパンを僕も全面的にサポートしているし、いろいろな問題はあるかもしれないけれど、これはすごく良い動きなんです。

山口　クールジャパンには、僕も協力しています。何だかんだ言っても、僕は音楽業界村育ちなんで（笑）、長老が理解できる言葉もしゃべれるし、機会があればできるだけ通訳したいと思っています。ただ、音楽業界って良い意味でいい加減なところもあって、幾つか成功例が出ると意外に簡単に「いいんじゃない？」みたいに風向きが変わるんですよね。だから、今の日本の中の業界を変えるよりは、若い人たちが海外市場と連携した成功事例を作るのを手伝うのが、一番速い気がしています。僕自身もやりますけれど、自分一人だとそんなにたくさんの案件は実現できないから、いろんな人のサポートも積極的にしていきたいですね。

東　確かに突破力のある若い人が、ひたすら海外でチャレンジをしてきて、その成果を持ち帰って、日本をまとめるのは速い気がします。ただ、日本を拠点にすることも大事です。文化度は高いですし、音楽マーケットも世界二位ということで、グローバルで見ても大きい。産業としては、まだあるわけです。だから、ショーケースは日本に置いておきたい。ただし、日本がグローバルネットワークを持てていないのが問題であって……。投資の世界で、日本にどれだけグローバルなファンドが来ているのかということと同じで、グローバルにチャネルがある音楽業界の人は、どれだけいるのでしょうか？　あるいは、海外に売るための組織がどれだけあるのでしょうか？　今は、これが一番欠けているのではないかと思います。

山口　その通りですね。しかしお二人と話すのは、めちゃくちゃ刺激的です。今度、クールジャパンとインバウンドに関する提言本を3人で書きましょう。
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		未来を予見するためにも、現状を改革していくためにも、まずは正確な現状把握が必要です。

		この章では、ニューミドルマンとして音楽ビジネスに携わる際に押さえておくべきポイント、“新常識”の前編として、日本の音楽ビジネス、音楽業界の仕組みを知りましょう。

		日本の音楽業界は、長い時間を掛けて、洗練された仕組みをつくり上げてきました。濃密な人間関係があり、明文化されていない業界慣習も多く存在します。中に居る人だけが理解できる、“村”的な構造を持っています。その“村”で育った者として、良さも知っているつもりです。また、慣習ができたのには理由があります。しかし理由とすべき状況が無くなったのであればルールも変更するべきです。守るべき掟と、変えるべきルール、そんな視点も交えながら、できるだけ構造的に説明していきます。
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　日本の人口は既に減り始めています。1億2,000万人を超えたのが1984年ですが、2005年には既に少しですが減少しています。少子高齢化も、どんどん進んでいます。1973年生れは200万人以上いますが、2014年の出生数は100万人で約半数です。音楽ビジネスの中心ターゲットだった中高大学生の人口は、この先、十数年は減り続けることが確定しています。このことが音楽ビジネスに影響を与えないわけがありません。

　一方、アジアの新興国は経済力が上がっています。中国が日本のGDPを抜いて世界2位になったのは、2010年のことでした。インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナムなどのASEAN諸国も経済が成長して、中間層と言われる、趣味にお金を使う人達のボリュームが大きくなっています。

　北米やヨーロッパも市場になり得ますし、南アメリカ諸国にもJ-POPファンが多くいることは知られてきています。インドやアフリカ諸国は時間がかかるかもしれませんが、世界中にビジネスチャンスはあります。

　輸出という意味では、韓国のK-POPは示唆的です。

　国策としてITを強化するために、ブロードバンド環境を実現させた韓国では、違法サイトが乱立し、世界で最初にレコード業界が壊れました。もともと、国内の市場規模は大きくありません。僕の感覚だと日本の2割くらい、韓国全体で関西圏より少し小さいかなというイメージです。輸出して稼ぐしかないことを徹底したK-POPが日本の市場を席巻したのは、皆さんもご存じの通りです。J-POPのフォーマットもアメリカのビルボードチャートも研究して、アーティストとクリエイターを鍛えあげました。政府や異業種企業の後押しも大きくありました。

　日本もやっと“クールジャパン”をキーワードに、政府のバックアップ体制ができてきましたが、まだまだ韓国には遠く及びません。公平性を重んじる日本のやり方、民間主導で政府はバックアップをという感覚は、日本人としては理解できますが、隔靴掻痒な気がしてなりません。もっと乱暴に、まずTV局の枠を押さえて日本の番組を流してしまう。そこに企業の商品の広告も流すみたいな韓国流が、海外では普通です。

　多様性を育てていない韓国に文化的に負ける気はしないのですが、海外進出のやり方やマインドセットなど、学ぶことが多いのは事実です。

　間違えてはいけないのは、日本市場もきちんと見ていくべきだということ。人口が減ったとはいえ、日本の消費市場は魅力的です。言語圏として考えても、英語、スペイン語、中国語の次は日本語圏と言えるのが現状です。僕自身は、「今の日本で音楽ビジネスをやるのは、京都で和食屋をやるようなものだ」という感覚を持っています。日本のユーザーに受け入れられる高品質は、世界で通用する潜在力があるはずです。

　言語の問題、著作権等のマネタイズルールや商習慣の違いなど、課題はたくさんあります。本書の中で、課題に対処するマインドを身に付け、克服するためのヒントを見つけてもらえればと思っています。

　これから音楽ビジネスに携わるなら、日本市場だけを見る発想はあり得ません。新人アーティストを売り出す場合、最初から、日本＋ASEANとか、日本＋北米とか、複数の市場を視野に入れたプランニングを考えるべきです。

　洗練された成熟市場を基盤にして音楽ビジネスをするという、自分たちの立ち位置を明確に持ちましょう。
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　音楽ビジネスの話をすると、「CDが売れなくなった」話が必ず出てきます。オリコンチャートがAKB48と嵐に独占されていることも、話題になることが多いです。その感覚は捨てましょう。

　レコードビジネスは、もう過去の産業です。レコード会社が隆盛を誇っていた時代には、立派なスタジオでお金をかけてレコーディングをしなければ、プロクオリティの作品をつくることはできませんでした。レコードやCDをプレスして、全国のCD店に並べて、音楽雑誌やラジオ局、テレビ番組のタイアップなどで宣伝をする、どれもレコード会社の力を借りないと難しい時代でした。

　ずいぶん前にその状況は終わっています。CDのプレスは誰でもできますし、CD店へのインディーズ流通も充実しています。Amazonだけで良いという考え方も、あるかもしれません。レコード会社の宣伝費が収入源だった音楽雑誌の多くは姿を消し、テレビタイアップの効果も下がっています。

　レコーディングに関するコストも、下げられるようになりました。一流のレコーディングエンジニアとプロフェッショナルスタジオで録った作品の価値は無くなっていないと僕は思いますが、コストを下げる方法論がたくさんあるのも事実です。音楽のジャンルによっては、自宅スタジオで完成させても遜色ないケースも珍しくありません。

　そもそもユーザーに自分たちの楽曲を聴かせる方法が、CDをつくって、CD店に並べる以外にもたくさんある時代になっています。

　それでも残るマスメディアの効用や、大手レコード会社の活かし方については後述しますが、レコード業界が、音楽ビジネスの中心だった時代は既に終わっているということを明確に認識しましょう。
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　コンサート入場料収入がCD売上額を上回る

　2014年には、主役の交替を示す象徴的なデータもありました。史上初めて、コンサート入場料収入がCD売上額を上回ったのです。着実に売上を伸ばしてきたコンサート入場料収入が2,721億円となり、1998年以来低落を続けているCD売上の2,530億円と入れ替わりました。

　さまざまな要因がありますが、デジタルファイルは簡単にコピーできてしまいビジネスモデルの再構築が必要になっている一方で、体験であるコンサートの価値は、ソーシャルメディアによりユーザー同士の共感が可視化されたことで、むしろ高まっていると捉えるのが本筋でしょう。

　従来の日本の音楽業界は、レコードビジネスを幹にした生態系でした。アーティストのさまざまな活動が“プロモーション稼働”という言葉に集約されていたのもそのためです。今となっては信じられないことですが、新人アーティストが全国のライブハウスツアーをやるために、採算が取れないと言って、レコード会社から“コンサート援助金”が払われることが当たり前の時代もありました。

　ラジオ番組にゲスト出演するのが無料というのも、日本の業界慣習です。1つ1つの稼働の効果を細かく吟味すること無く、人に知られる機会があることを善として動くのが普通でした。アーティストの“露出”を増やし、“皿回し”と言わるメディアで楽曲がオンエアされることに注力できたのも、レコードビジネスという太い幹が回収してくれるという期待があったからこそです。アーティストにパワーがあり、楽曲が良ければ、メディアに露出させれば、上手くいくはずだと、無邪気に信じられた時代を懐かしく思い出します。

　しかし、レコード産業に依存した音楽ビジネスは成立しなくなりました。アーティストや楽曲のタイプによって戦略は違ってきますが、マネタイズの方法を、緻密に考えることが必要な時代になっています

　ランキングの硬直化がもたらすもの

　時代遅れという意味では、オリコンチャートも象徴的です。CDの売上を緻密に調査し続けているオリコンのデータには今でも価値があります。例えば年間アルバムランキングの比較などは、有意義なデータだと言えるでしょう。問題は、一般的なマスメディアが、オリコン週間シングルチャートを唯一の音楽の指標のように扱うことです。同じ人が何枚買ってもオリコンポイントは上がるので、多くのユーザーから支持を集めたのがヒット曲の定義だとすると、そもそもオリコンだけでヒット曲を見るのは無理がありました。長年業界で仕事をしている秋元康さんはAKB48で、確信犯的にその矛盾を炙りだしてしまいました。

　アメリカのビルボードチャートは、もともとラジオのオンエア回数を重視する傾向がありますが、CDに加えて音楽配信、ストリーミング、YouTube再生回数、Tweet数などを加味したランキングを発表しています。2013年に彗星のように現れた新人アーティストLordeは、ショーン・パーカーのプレイリストで紹介されたことがきっかけで、Spotifyの再生回数チャートで2位にランクイン。注目を集めてビルボードチャートにも登場し、全米1位のダウンロードにつながりました。ランキングの硬直化は、新しいアーティストの台頭も妨げているのです。

業界外の若い人にとっては、悪い大人達の既得権連合があるように見えるかもしれませんが、長年業界内に居る僕の認識は違います。既得権を守ろうという意識の人がいないとは思いませんが、どちらかというと、“思考停止”を感じます。出来上がった慣習やルールを変えることにエネルギーを使いたくない、怠惰な姿勢と言えるかもしれません。
　ジャニーズ事務所所属のアーティスト楽曲が音楽配信をほとんど行なわないのも、既得権を守っているというよりは、思考停止のニュアンスを強く感じています。いつまでもこの状態は続けられないので、堤防を水が超えるように、大きな変化が起きることにはなるでしょう。

　本書で指摘している変化は、本質的で不可逆的です。既得権者がどんなに抵抗しても、蛇行や遅延はあっても、最終的な方向を変えることはできません。構造変化が起きることは歴史の必然なのです。

　レコード会社に対する認識が、厳し過ぎるという意見もあるかもしれません。正確に言うと、レコード会社がダメなわけではありません。再販制度と特約店制度に守られて、日本の音楽ビジネス生態系の幹になっていたレコードビジネスの仕組みが、これまでの役割を果たせなくなったということです。喩えるなら、年齢的に衰えて長打力が無くなったので、四番打者は荷が重いけど、下位打線に居てくれたら頼りになり、代打の切り札にはなってくれるベテラン選手です。

　実は、経営方針をあらためて、CD売上の減少を遅くすることだけに注力せずに、経営資源を活かすことができれば大きな可能性が眠っているのです。ここで提唱しているさまざまなチャンスは、人材と外部とのネットワーク、既に持っている原盤の権利、多様な音楽ビジネスのノウハウなどがあるレコード会社が、デジタルファーストに転換すれば、すべて享受できる可能性があるものです。

　ただ、本書はこれから音楽ビジネスにかかわる若い世代を対象にしていますので、レコード会社とレコード業界に幻想を抱いて、時間と労力を無駄に使うことが無いように、厳しめな表現をするように心がけています。読者の中にレコード会社関係者の方がいたら、自社の変革の可能性に読み替えてみてください。レコード会社の中にニューミドルマンが増えてくれれば、十分にチャンスがあります。日本の音楽業界には、大きな可能性が溢れているというのが僕の本書でのメッセージです。

　ニューミドルマンは、大きな構造変化が起きた時に、優位な立場に立つことができるはずです。頭を柔らかくして、既存の発想に囚われずに、新しい成功例をつくっていきましょう。
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　CDが売れなくなって、音楽で儲からなくなったと一般的に言われています。しかしJASRACの徴収額推移（下図）を見ると、その意見は一面的であることが分かります。

　JASRACの著作権徴収額は1,100億円台で推移しています。2014年は前年比1.5％アップしました。この図にはジャパン・ライツ・クリアランス（JRC）やイーライセンスといった第2JASRACと呼ばれる会社群の徴収分は含まれていません。少なくともJRCは右肩上がりに徴収額を伸ばしているので、この表にはありませんが、著作権使用料全体はその分も増加しています。

　概して言うと、作詞・作曲家と音楽出版社に分配される総額は、10数年間、横ばいないし微増で、総額は下がっていないのです。これからストリーミングなどの新たな音楽サービスや海外からの徴収などが期待通りに上がっていけば、上昇する可能性もあります。

　下図は、支分権と言われる著作権の区別ごとに、分かれています。大まかに言うと、“演奏”は、コンサートとカラオケでの使用料、“録音”はCDと録音物の使用ということでテレビやラジオでの放送分も含みます。“出版”は楽譜や歌詞の掲載などの出版物、“貸与”はレンタルCD、インタラクティブは音楽配信やYouTubeなどネットでの利用が分類されています。音楽はさまざまな用途で使われますので、その都度、著作権使用料が発生し、徴収分配されています。

　音楽出版社と作詞作曲者の取り分は、楽曲ごとに契約で決められますが、作詞家1／4、作曲家1／4、音楽出版社1／2ずつというのが業界慣習になっています（キャリアのある作家の場合は、作詞家作曲家音楽出版社1／3ずつというパターンもあり、ほとんどの場合がそのどちらかです）。音楽出版社の1／2は多いと思うかもしれませんが、音楽出版社分が1社でないケースの方が多いです。大きなプロジェクトになるほど、事務所とレコード会社が分ける他に、タイアップに関係して放送局系出版社が権利を持ったり（これは独禁法上違法ではないかと問題視されているのですが、業界慣習としては定着しています）、さまざまな組み合わせで複数の会社で音楽出版社分を分け合う形が一般的です。
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　問われる透明性

　著作権管理団体は、以前はJASRAC（日本音楽著作権協会）だけでしたが、2000年に成立した著作権等管理事業法によって、他の会社でも著作権管理をできるようになりました。いわゆる第2JASRACと呼ばれる会社が幾つも作られましたが、現状、著作権が信託される団体として機能しているのは、ジャパン・ライツ・クリアランス（JRC）とイーライセンスの2社と言って良いと思います。

　著作権の使用料は、各社が定めますが、支分権ごとに違う形が一般的です。やはりJASRACの使用料規程が目安になっています。CDの場合は販売価格の6％、ダウンロード音楽配信の場合は7.7%と決まっています。またコンサートについては、入場料収入とキャパティによって細かく金額が定められています。JASRACの公式サイトですべて公開されていますので、興味がある人は見てみてください。あまりにルールが細かすぎて、自分のケースがどの表に当てはまるのか分かりにくい場合も多いですが、誰でも見られるようにはなっています。

　JASRACについては、批判の声も大きいですが、音楽ビジネスをする人にとっては、功罪の功の方が、ずっと大きい存在です。ただ、1939年に設立された古い団体ですし、理事は高齢の作詞・作曲家の方が多く、保守的な判断をする傾向を持っていることは事実です。大まかに言うと“著作権意識を普及するためにも、著作権使用料は、取れるとこからたくさん取ろう。分配は不公平が無いように気を付けなら、大体でも良いから分けていこう”というのが行動規範になっています。

　しかしこの考え方は、デジタル時代に全くそぐいません。前述のJRCは、“透明な分配が担保されなければ、そもそも徴収しない”という方針で、信頼を集めています。

　店内BGMやライブハウスからの徴収などで、実際に使われた楽曲を明確にせずに、ともかく使用者から著作権料を取ろうとし、時には裁判所を使って営業停止に追い込むようなJASRACのやり方は、デジタルで透明化が可能な現在では時代錯誤になっていて、社会的な批判が集まるのも当然です。

　権利者側の立場だと、カラオケとコンサートを“演奏等”という支分権でセットにして、20％を超える高い手数料をJASRACが取るのが不満です。地方のカラオケスナックを回って集めるのを止めて良いから、手数料を安くするという選択肢を権利者側に持たせてほしいです。通信カラオケ経由に徴収を集約する簡素化もあり得ると思いますし、そもそもコンサートとカラオケの分配手数料率は分けるべきです。

　ただ、この15年でJASRACの改革は進んでいます。僕はすぐに訴訟したり、放送局に楽曲使用差し止めを求めたりするイーライセンスの乱暴なやり方には批判的で、自分がかかわる楽曲をイーライセンスに信託することはしませんが、そんな乱暴も含めた第2JASRACの存在が、手数料競争を生み、JASRACの改革を後押ししたのも事実です。

　いずれにしても、日本国内については、楽曲がたくさん使用されたら著作権の徴収分配がされるという仕組みが精緻にできているということは、信頼して良いと思います。課題が無いとは思いませんが、アジア諸国とは比較にならず、欧米並みの徴収分配が行われているのは日本の素晴らしいところの1つです。 僕の会社（バグ・コーポレーション）も20年以上JASRACの正会員ですが、実際に音楽ビジネスをやってみると、そのありがたみはよく分かります。

　楽曲を流行らせて、著作権で儲けることについては、日本国内は課題があるけれど安心はできる、欧米は、時間差はあるけれど徴収は可能、アジアなど新興国は未知数。と、ざっくり理解しておきましょう。

　TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）の知的財産分野への影響については、関係者から懸念の声が強いようです。2015年8月現在、内容が明らかになっていないので、ここでは触れません。ただ、音楽著作権を含む知財の分野が国際政治のパワーバランスに影響されることは、知っておきましょう。国家間の争いに性善説は通用しません。日々のニュースに一喜一憂すること無く、冷静に状況判断する癖を付けましょう。
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　音楽ビジネスに携わるための最低限の著作権の知識をまとめました。

　まず、最初に知っていてほしいのは、1つの音源には3種類の権利が存在するということです。
1つは前述した著作権。作詞家・作曲家と契約をした音楽出版社（ミュージックパブリッシャー）が持つ権利です。著作権を管理する会社のことを音楽出版社と呼びます。音楽出版社経由でJASRACやJRCなどの信託団体に著作権収を信託するというのが、基本的な形です。

　もう1つ覚えてほしい言葉が著作隣接権です。法律用語で意味がつかみにくいですが、僕は“著作権みたいなものだけど、著作権よりちょっとだけ弱い権利”と勝手に理解しています。
この著作隣接権が2種類あります。1つは実演家の著作隣接権。やはり法律用語で、アーティストやミュージシャンのことを実演家と呼びます。そういうものだと覚えてください。歌ったり、演奏したり、演技したり、踊ったり、そんなことを全部まとめて“実演”と称します。この実演家が著作隣接権を持っています。

　3つ目が、おそらく一番分かりにくいのですが“レコード製作者の著作隣接権”というものがあります。“レコード製作者”も一種の法律用語で、いわゆるレコード会社のことではありません。おおまかに言うと、“レコーディングの費用を出した会社”というのが分かりやすい理解でしょう。通称“原盤権”と呼びます。

　この原盤権は、複数の会社が支出していることは珍しくありません。レコード会社と事務所が原盤権を折半する、などはよく見る形の1つです。

　著作隣接権にはもう1つ、放送局が持つ放送番組の“放送事業者の著作隣接権”というのもあります。お金と労力を掛けてつくられた放送番組の制作者にも、著作隣接権が認められています。YouTubeやニコニコ動画などにユーザーが勝手にアップされた番組映像が勝手に削除されるのは、この権利が根拠になっているのです。
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　“許諾権”と“報酬請求権”

　さて、1つの楽曲には、著作権、実演家の著作隣接権、レコード製作者の著作隣接権（＝原盤権）の3つがあるということを、まずしっかり理解してください。その上で、見たことのない言葉が出てきますが、最小限にしますのでもう少しだけ我慢してください。

　これらの権利は、使われる方法によって、“許諾権”と“報酬請求権”の2つに大きく分けられます。“許諾権”というのは、権利者がその楽曲を使用させるかどうかを、決められるという意味です。使用者の立場だと、楽曲を使いたい時は、その都度、個別に権利者から許諾を取らないと違法利用になってしまうということです。一方、“報酬請求権”というのは、一定の手続きさえ踏めば、使用者は自由に楽曲を使えて、権利者には使用料を請求する権利があるということになります。この違いは、音楽ビジネスをする際には、非常に大きなものになります。

　例えば、テレビ局や放送局は、市販されているCDであれば、自由な形でオンエアすることができます。これは、実演家とレコード製作者の2つの著作隣接権が、報酬請求権になっているからです。使用料については、日本レコード協会と実演家団体（芸団協CPRA）が、それぞれ日本民間放送連盟（民放連）と交渉して決めることになっています。ところが、その番組をパッケージにして販売にする際は、楽曲ごとに許諾が必要です。なので、DVD化されることが前提のドラマなどは、BGMに既存の楽曲を使わずに、そのドラマ専用のオリジナル楽曲によるサウンドトラックをレコーディングして作るのが一般的です。

　アーティストによる主題歌、挿入歌などは、タイアップという言い方をして、事前に話し合って条件を決めておき、パッケージ販売の障害にならないようにします。これらは、使用方法が“放送”の場合は報酬請求権、“録音”の場合は許諾権というルールになっているからです。

　インターネット上で楽曲を利用する場合は、日本では許諾が必要というルールになっています。アメリカではミレニアム法を定めて、インターネットラジオ局の利用を許諾権ではなく、報酬請求権にする仕組みを作っています。このことは、後ほど詳述します。

　“放送と通信の融合”という言葉を聞いたことはありますか？　この2つは出自が違います。“放送”というのは、多くの人に同時に聞かせる公共的存在で、政府や公的機関が一定の管理をして行なうものです。楽曲が報酬請求権になっているのは、権利者には正当な収入は払われるべきだけれど、放送という公的な行為の中では、自由に音楽を使える方が、社会にとってプラスだという考えに基づいています。

　一方、通信は、元来は個人対個人がやりとりをするものです。電話の通信内容は、本人たち以外の人が聞けないように保護される対象です。

　問題はインターネットに関しては、通信の延長線上としてコンテンツに関するルールが作られてしまっていることです。インターネットの発達で、放送と通信の垣根は実質的には無くなってきていますが、法律や社会慣習、ビジネスルールは、2つを分けて作られています。ラジオ番組というコンテンツは、ラジオ受信機で聞いても、インターネット経由でパソコンでも、ユーザーにとっては同じ価値です。これが別のルールで管理されているのが、日本の現状なのです。

　後述するradikoが成立しているのは、“サイマル同時送信”という考え方があるからです。インターネットを経由していても、放送局が放送している番組であって、放送と同様の形式であれば（本来は通信になるけれど）、通信のルールではなく、放送のルールに準じて権利処理をしましょうという業界合意になっているのです。外部から見ると、当たり前過ぎてバカバカしく感じられるかもしれませんが、業界団体が真剣に話し合って決めていることです。

　全般的に言って、日本の現状は、海外に比べてネット上の著作権ルールが厳しくなっています。そのため音楽に限らず、コンテンツ促進にマイナスに働いていて、改めるべき課題です。
著作権と2つの著作隣接権、許諾権と報酬請求権の違いは、音楽ビジネスをする際に必要な基本知識ですので、理解しておいてください。
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　日本独自の音楽関連サービスとして代表的な存在である、カラオケとレンタルCD店について、押さえておきましょう。

　まず知っておきたいのは、後述の着メロも含めて、新しい音楽サービスは、必ず音楽業界の外側から起きているということです。音楽を使った新しいサービスが外に起きて、ユーザーに支持をされ、結果、音楽業界に利益をもたらすという構図は着メロでも同じ形でした。

　音楽業界の内側で仕事をしていると、アーティストや音楽の価値を中心に発想してしまいます。この素晴らしい作品をどう広めようかというのは、もちろん、とても大切なことなのです。ただ、1つ間違うと供給者の論理になってしまう危険性があります。

　ビジネスを考える時は、ユーザーの立場、視点から組み立てないといけません。ましてや“消費者側に立つ”というのがニューミドルマンの基本姿勢です。そして、供給者から消費者に主権が移っていくのは、時代の流れによる必然的な変化です。

　無視できない規模を誇るカラオケ

　カラオケは、日本に最近定着した娯楽の1つと言えるでしょう。成熟期を迎えて、売上高はゆるやかな下降線を描いていますが（2014年は前年比3％増）、ユーザーの生活に溶け込んだ音楽サービスです。

　ユーザーが歌うためのオケ（インストゥルメンタル）を提供する通信カラオケの仕組みについては、第一興商とエクシングの2社に集約されました。カラオケに関する著作権は、通信カラオケの2社と、カラオケボックスやカラオケを持つ飲食店の両方から徴収されています。通信カラオケは録音権、カラオケボックスは演奏権と、支分権も異なります。ちなみに、徴収をもっと効率化してJASRACの手数料を下げた方が、音楽業界にとってはプラスだと思います。

　著作権収入としても、カラオケは無視できない規模があります。カラオケで長く歌い継がれる名曲は、長く権利収入があります。また、カラケヒットという言葉があるように、メディア効果も持っていて、ユーザーが歌ってくれることで広まっていく楽曲もあります。

　余談ですが、カラオケが普及したことで、ミュージシャンの仕事が無くなったという話があります。“ハコバン”と言われる、お店で演奏する仕事が無くなったからです。

　面白い現象だと思ったのは、売れない音楽家のアルバイトは、カラオケ用のトラックの打ち込みに変化したことです。着メロの音源制作も、音楽家のアルバイトがほとんどでした。食えない音楽家が稼ぐ場所は、音楽ビジネスの周辺で似たようなところにあるように感じますが、偶然でしょうか？
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　他国には無い“貸与権”

　さて、レンタル店については、長い歴史があります。エイベックスの創業者である松浦勝人社長が、レコードレンタル店のアルバイトから名を挙げたのは有名な話です。僕が8年間理事を務めた日本音楽制作者連盟も、貸レコードにおけるアーティストの権利を獲得するために1986年に設立された団体です。

　音楽業界と貸レコード業界の戦いは、他国には無い“貸与権”という権利が法的に認められたことで、貸レコード業界側が勝利しました。ただし、報酬請求権は権利者にありますから、業界団体同士が、使用料を話し合うことになっています。

　貸与権にまつわる権利は、前述の著作権、レコード製作者の著作隣接権、実演家の著作隣接権と3つあります。それぞれ、JASRAC、日本レコード協会、実演家団体(芸団協CPRA)が、貸レコード商業組合(CDVJ)と交渉して使用料を決めています。3つ合わせて、年間約100億円の使用料が、権利者側に支払われ、レンタル利用状況に応じて分配されるという仕組みになっています。

　僕はCPRAの貸レコード委員会で、CDVJとの条件交渉担当をやったこともありますので、この辺の事情は細かく知っています。本に書けないこともありますが、その経験で痛切に感じたのは、レコードからCDにレンタルする商品が変わった時に、根本的にルールを決め直す必要があったということです。

　レコードをカセットテープにコピーする行為と、CDをリッピングする行為を同じルールでやっているのが、日本の音楽業界です。他国に比べて、著作権に対する意識が高い日本人に助けられていますが、矛盾が生じるのは当然ですね。

　“貸与権”ができてしまって認めざるをえなくなっても、日本のレコード業界は、レンタル業のことを苦々しく思ってきています。一方で、イニシャルと呼ばれる初期出荷の10％くらいをレンタル店向けが占めることが多いので、取引先としては認めざるを得ないという、複雑で微妙な関係でした。

　法律的には、貸与権があるのは発売1年後のCDからです。発売後１年経ったらレンタルに出さなければならないというのが法的なルールで、実際洋楽のCDは、そのように扱われています。ところが邦楽については、レコード協会とCDVJの話し合いで発売後2週間でレンタル可能という取り決めになっています。ユーザーに借りてもらえる新譜が欲しいお店と、レンタル店への売上とレンタル使用料が欲しいレコード業界が折り合った条件なのです。このように複雑で微妙な関係の上で、レンタル業というのは成り立っています。

　僕が皮肉な現象だなと思ったのは、レコード業界が、最も恐れたAppleのiTune Storeの普及を止めたのがレンタル業界だったことです。アメリカなどでは、音楽流通の中心がiTunes Storeになりましたが、日本はなりませんでした。理由は、レンタルの方が安いからです。アルバムが300円程度で借りられて、PCに取り込み、iPodなどで聴けば、iTunesStoreからダウンロードする必要が無いと考えるユーザーが多かったのでしょう。

　1980年代生れ以上の日本人の音楽消費行動として、CDレンタルは根付いています。ただ、店舗数で言うと、5割がTSUTAYA、25％がGEO、そして他店を全部合わせて25％となっています。全体の店舗数は減りながら、TSUTAYA、GEOは微増ないし横ばいなので、比率は上がっているという状態が長年続いています。CDレンタルの売上シェアは分かりませんが、おそらくTSUTAYA比率が高く8割程度を占めていると言われています。つまり、TSUTAYAがレンタルCDを止める時が、産業としてのレンタル業が終わる時と考えて良いのではないでしょうか？

　iTunes Storeの普及は止めたレンタルですが、ストリーミングサービスが普及すると、レンタル業の役割は終えると僕は予測しています。そんな環境で、全国に2,000店舗以上存在する、音楽ファンが日常的に足を運ぶ習慣のあるショップを、新たなサービスで活用できるビジネスが出てくることを期待したいとも思っています。

　カラオケとレンタル。日本独自の文化として根付いた音楽サービスの歴史から学ぶことは少なくありません。
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　欧米とはかなり事情が違う、日本の音楽配信事情について見ていきましょう。

　まず確認したいのは、日本は世界最大のCD大国だということです。2008年にパッケージ売上がアメリカを抜いて世界一になって以来、落ち幅は他国に比べて緩やかで、差が開いています。単価も3,000円とアメリカの10ドル前後と比べれば2.5倍程度と高めです。

　歴史を遡って、“着メロ”の話から始めましょう。着信音が音楽として楽しまれ、大きな市場になったのは日本だけのようです。音楽業界の外側の事業者が始めて、2004年には1,167億円の大きな市場になりました。

　ここで1つ問題が起きます。着メロ事業者は、著作権使用料は支払っていましたが、前述の2つの著作隣接権は発生していません。着メロの音源は、あくまで各コンテンツプロバイダーが独自に作っていますので、実演家やレコード製作者には分配がありません。

　最初に怒ったのは事務所側です。“◯◯（アーティスト名）の着メロ”と宣伝していても、そのアーティストが作詞をしていなければ、1円も収益が無いわけです、これはおかしいということで、“氏名表示権”という権利を掲げて、コンテンツプロバイダー側と交渉を行ない、一定の成果を得ました。

　レコード会社は苦々しく見ていたのですが、この時の経験が、携帯電話と回線環境が進化して、実際のCD音源を使う“着うた”になった時に、大手レコード会社が共同でコンテンツプロバイダー会社をつくり“レコード会社直営”（後に社名ごとレコチョクと改称）にするという行動につながっていったのです。

　iTunesStoreが普及しなかった日本でも、独自のモバイル向けの音楽市場があったということです。フィーチャーフォンと言われる携帯電話、いわゆるガラケーの高機能にも後押しされ、“着メロ”“着うた”といった他国に無い市場は大きく伸びていました。ちなみに、欧米の携帯向けの音楽サービスは、リングバックトーンが中心です。日本では“待ちうた”とも呼ばれていましたね。電話をかけて、相手が出るまでの間に流れる音楽のことです。

　日本の音楽配信市場が最大だったのは2009年です。着うたが約1,200億円まで伸び、着メロは落ち始めていましたが400億円。リングバックトーンが115億円、iTunesStoreなどのインターネット配信は約260億円しかありません。

　これらを全部足すと、日本の音楽配信市場は2,000億円近い規模があったことになります。

　ガラケーからスマートフォンへの移行によって、この着うた市場は崩壊しています。インターネット配信は、2014年は635億円まで伸びていますが、フィーチャーフォン市場の急激な落ち込みを補えず、全体で1,000億円に届かない状態です。
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　日本のストリーミングサービス事情

　ヨーロッパでは音楽市場を上向きに反転させたストリーミングサービスですが、日本ではどうなっているのでしょうか？

　世界最大のストリーミングサービスSpotifyは、2006年の創業以来着実にユーザーを増やして、全世界で2,000万人の有料会員を抱えています。日本でも2012年12月に日本法人を設立して、サービス開始を準備しています。始まらないのは、レコード会社が許諾を出さないからです。ところが、2015年になって状況が変わりました。

　大手レコード会社が、方針を変えたからです。“全力を挙げて、時計の針を前に進めないようにブレーキを踏む”という方針から、“来るべきストリーミング時代も、レコード会社が覇権を握るべく動くのだ”と変わったように僕からは見えました。

　登録ユーザー数が5,600万人のLINEとソニー・ミュージックエンタテインメントとエイベックスの3社が共同で、LINE MUSICを設立、2015年6月からサービスを開始しています。その後、ユニバーサルミュージックも資本参加して、「レコチョクの夢よ再び」というようにも見えます。前述の着うた市場では、レコチョクがシェアの7割以上を握っていました（独占禁止法的に問題がありましたが、そのことが社会的に認識される前に市場がなくなり、問題視されなくなりました）。

　エイベックスは、同時にサイバーエージェントと組んで、AWA Musicという音楽ストリーミングサービスも始めています。一時期の時代を象徴するようなアーティスト、楽曲を持つエイベックスと、アメブロでブログサービスを成功させているサイバーエージェントが、どんな展開を見せてくれるのかに注目です。

　2015年6月30日からは、全世界でApple Musicも始まりました。欧米市場でSpotifyに追い上げられているAppleの起死回生策なのでしょうが、このことは次章の海外編で詳述します。

　本書を書いている時点では、日本における音楽ストリーミング市場の状況はまだ分かりません。ただ、音楽の主要な聴き方にストリーミングが加わることは時代の必然です。僕は日本の音楽産業と、アーティストを含めた音楽シーンを活性化するために、応援したいと思っています。
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　dヒッツの問題点

　いま日本で一番会員数が多い有料音楽サービスは、NTTドコモが行なうdヒッツです。2015年3月には月額300円で会員が300万人を突破したと発表されました。

　dヒッツは数百あるチャンネルから選んで聴けるという、多チャンネルラジオ型のサービスで、編成企画は悪くないのですが、アクティブユーザーが著しく低いという問題があります。正式な発表はありませんが、月に1回以上使うアクティブユーザーが10〜15％程度だと言われています。スマートフォンで音楽を聴くなんて、毎日使ってもおかしくないことで、月1回でもアクティブとは言えないですね。

　アクティブユーザーが少ない理由は、ドコモショップの営業方法にあります。携帯電話の契約をする時に、「使わなかったら2ヶ月後に解約してくださいね」と言われたことがある人はいませんか？　一覧表をチェックするやり方から“レ点営業”と言われる手法で、ユーザーを強引に増やしています。解約を忘れるのか、いつか聴くかもと思うのか、使わないままのユーザーが8割以上いるというわけです。

　レコード会社に売上があるのは良いことなのですが、実際にユーザーに音楽が届いていないということは、長い目で見るとマイナスの方が大きいと危惧しています。前述の着うたは、「あんな音楽の聴き方は邪道だ」と言う音楽ファンも多かったですが、“着うた系”と呼ばれる新しいジャンルを生み出し、西野カナなどのスターも出てきました。収益が上がっただけでなく、音楽シーンの活性化につながったのです。

　通信会社の営業力に依存して、ユーザーに使われないサービスで収益が上がっている状態では、プロデュース力は鍛えられません。危険な状態だと理解するべきでしょう。ユーザーを欺くようなビジネスは、公正性という点でも問題があります。レ点営業を総務省が禁止したら、無くなってしまう危うい売上でもあるのです。


　ラジオ番組の持つ可能性

　既存の音楽関係サービスで、唯一と言ってもよい、大きな成功例があります。radikoです。

　ラジオ局の番組をインターネットで聴けるというサービスで、関西のラジオ局の集まりから実験的に始まり、全国のラジオ局と電通が出資した会社が運営しています。

　radikoは、月間ユーザー数は1,200万人となっています。もう終わりだと言われて、影響力がなくなっていたと思われたラジオが、スマホやPCで簡単に聴けるようになったことで、息を吹き返しました。2014年は、ラジオの広告売上も前年比増となっています。

　ダメだったのは、ラジオ番組というコンテンツではなく、ラジオの電波と受信機だったというのは、示唆的です。僕が一番驚いたのは、放送エリア外の局の番組が聴ける月額350円の有料会員が、2015年で20万人を超えたことでした。聴き逃した番組を、1週間以内なら聴けるというサービスも始まります。インターネット放送であることを活かして、音楽サービスやコンサートへの誘導などradikoを核にしたサービスの充実を期待したいところです。

　前述のように日本のルールは、放送と通信は全く違っていて、時代遅れになっています。インターネットラジオは、楽曲ごとに著作隣接権者（レコード会社や事務所）の許諾を得ないと流すことができません。唯一の例外が、このradikoの形です。放送の同時（サイマル放送）再送信という言い方がされますが、放送局が放送番組を同時にインターネットで流すのは、難聴取者（電波が届きにくい人）対策として、放送と同じルールで良いですよ、ということになっているのです。

　僕は、次章で見るアメリカのミレニアム法のやり方で、日本版Sound Exchangeを作るべきだと強く思っています。今のままではインターネットラジオ局はできません。

　そんな中で頑張っているblockFMを紹介します。blockFMは、m-floのリーダー、☆Taku Takahashiさんが始めたダンスミュージックに特化したネットラジオサービスです。スマートフォンアプリでは、アーティスト紹介などのメディアも始めています。

　欧米では、BEATSやTidalなど、アーティストがITサービスを事業化する例がたくさんありますが、日本のアーティストがビジネスを本格的に行なうのは珍しいです。アーティストは浮世離れした孤高の人でいてほしい、金儲けに手を汚さないでほしい、みたいな感覚の日本人も居るからでしょうか？

　blockFMは、音楽家目線が活かされた素晴らしい内容のサービスです。新しいダンスミュージックを流すメディアとして文化的な役割も担っています。ジャンルを特化して個別に許諾を取ってインターネット放送局をやっています。ルールを変えることも重要ですが、既存のルールの中でやれることにも知恵と情熱を持って挑戦していきたいものです。

　2015年秋には楽天が、“楽天FM”という名前で、インターネットラジオ局の事業者向けのプラットフォームを始めます。ウェブキャスティングに必要なインフラと、音声広告配信の仕組みを提供するサービスです。音楽の活性化につながるメディアが増えることを期待しましょう。
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　日本の音楽業界は、長い歴史の中で、洗練された仕組みを作ってきました。下図のように、アーティストを中心にさまざまなプレイヤーが、それぞれの専門領域を受け持つ仕組みになっています。

　業界団体に加盟するメリット

　そもそも“事務所”と呼ばれる形態は、日本に独特のものです。戦後に渡辺プロダクションが確立した形だと言われています。アメリカでは、アーティスト自らがビジネスに関して責任を持って、弁護士やマネージャーを雇い、ツアーのエージェントやレコードレーベルと契約するのが一般的です。日本の事務所のあり方はファミリー的で、新人のころからアーティストを親身に指導し育成していきます。さまざまな形態や事務所によるカルチャーの違いはあるので一概に言えませんが、事務所社長とアーティストの信頼関係を軸に、他の所属アーティストとも良好な関係を築いて音楽活動を続けていくというようなスタイルが、日本では一般的な形になっています。事務所の先輩アーティストが後輩の面倒を見る、というようなケースも珍しくありません。

　アーティストの座組の組まれ方によって千差万別ではありますが、コンサート制作やレコーディングの現場も含めて、マネージメント事務所が音楽ビジネスのキープレイヤーであることは間違いありません。

　単純化し過ぎるのは危険なのですが、大きく分けると事務所は、芸能系の事務所と音楽系の事務所というように分けることができます。前者はテレビ局へのブッキング力、企画提案力をベースに仕事をします。日本音楽事業者協会（音事協）の加盟事務所が芸能事務所の中心です。一方、音楽系の事務所は、ラジオ局や大型フェスやライブのブッキング、アーティストのブランディングやクリエイティブな楽曲制作力を得意とし、コンサートを中心に活動を組み立てることが多いです。日本音楽制作者連盟（音制連）に加盟しているのは、こういった音楽系事務所が多くなっています。

　業界団体にはかかわりたくない、という人もいるでしょう。そこにエネルギーや時間を取られる必要は無いと思いますが、前述の実演家の著作隣接権に関して、放送での二次使用料、貸レコード使用料、今は無くなってしまいましたが私的録音、私的録画補償金などを受け取るためには、どこかの団体に加盟する必要があります。音制連なら、正会員にならなくても、誰でも権利委任者として分配を受けることができます。
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　マフィア抜きでツアーができる国

　コンサートプロモーターという職種も重要です。業界では“イベンター”と呼ぶことが多いのですが、会場予約やチケットシステムを手配し、コンサートにまつわるもろもろを受け持ってくれる存在です。

　東京であれば、ある程度の規模までは、イベンターを介さずにコンサートを行なうことは可能ですが、数千人以上の規模になると、ノウハウが違ってきます。また、地方で行なうコンサートでは、メディアへのプロモーションも含めて、イベンターとの協力関係が、より重要になっていきます。

　ちなみに、これは全くの私見ですが、興行にはマフィアがかかわるのは万国共通だと言われています。しかしおそらく日本ほど、マフィア（反社会的勢力）と無関係にコンサートツアーをできる国は無いのではないでしょうか？　25年以上仕事をしていて、僕はそういった人たちと接する場面には一度も遭遇していません。これは、今の60〜70代のイベンター第一世代の先輩たちが戦ってくれた成果です。

　多くのコンサートプロモーターは、フォーク、ニューミュージックのブームの時に、会社を設立しています。当時は、北海道は◯◯組、天竜川の向こう側は◯◯会などと、コンサートをやる時の縄張りが決まっていたとのこと。しかし「大切なコンサートに暴力団関係者をかかわらせたくない」と思った先輩たちが身体を張って、今のコンサートの仕組みをつくったそうです。日本を、マフィア抜きでコンサートができる国にしてくれた先輩たちに感謝です。

　他にも、細分化したスペシャリストは存在します。ただ、自分たちでやれることはやった方が、経験値にもなるし、コストダウンにもつながります。これまでの仕組みを、盲目的に受け入れるのは止めましょう。一方で、既存の者に拒否感を持つのも無駄なことです。必要なら専門家をお願いする姿勢も持ちましょう。思考停止せずに、良いものは使っていくという考え方が大切です。


　テレビのブッキング

　まだまだ大きな影響力を持つテレビには、どうすればアーティストを出すことができるのか……という疑問を持つ人もいるでしょう。テレビ局に対して力があるのは、連ドラの主役が務まる俳優か、バラエティ番組や報道番組の司会ができるタレントが所属している事務所です。芸能な世界でのし上がっていこうと考えるのなら、こういった力のある芸能事務所と組む以外の方法は無いと言って良いでしょう。

　ただ、歌番組に出るのは別の話です。ヒット曲を持っていれば出られるのがテレビの音楽番組です。レコード会社を窓口に、ブッキングすることができます。アーティストとしてのブランドと楽曲の評価があれば、ドラマの主題歌などのタイアップも不可能ではありません。競争は激しいですし、芸能事務所の力が強い世界ですが、楽曲の力で勝てることもあります。

　マスメディア、特に在京地上波テレビ局は伏魔殿です。新規参入して簡単に結果を出せるフィールドではありません。音楽好きというところで戦うのであれば、音楽専門チャンネルやラジオ局と、デジタル系のサービスを組み合わせて作戦を立てる方が、ストレスは少ないと思います。芸能界の仕組みは属人性が高く複雑で、経済的合理性だけで判断してもらえるところではないということは知っておきましょう。
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　最後に、音楽ビジネスのお金の流れを確認しておきましょう。

　CDのリリースについては、この円グラフを見てください。メジャーレ−ベルでやるのか、自分たちでインディーズとしてやるのかによって全然違います。自分たちでやる場合は、レコーディングだけでなく、ジャケットデザイン、印刷、プレスなどの経費を全部、負担します。ディストリビューターと言われるCD流通会社と契約をして、CD店に営業をしてもらうのですが、その場合の掛率はだいたい50％前後です。気を付けなければいけないのは、返品の問題です。返品OK（委託販売）にすれば、CD店に置いてもらえる可能性は大きくなりますが、返品のリスクがつきまといます。

　メジャーレーベルと契約する場合は、全く違ってきます。契約条件の考え方については後述しますが、原盤印税が12〜20％、アーティスト印税が１％、事務所に対する宣伝印税が1〜2％というのが業界の標準的な数字です。安いと思うかもしれませんが、製造費や返品などのリスクをとり、宣伝や営業に予算はスタッフを割いてもらえるので、どういう風に捉えるかだと思います。

　ただ、問題は音楽配信に関する条件です。自社でやれば、売上の50〜60％が入ってくるのですが、レコード会社と契約する場合は、そうはいきません。本来なら、配信事業者からの入金を折半するなどが妥当だと僕は思いますが、レコード会社との契約では、上記のパッケージの条件と同じ料率を提示してくるケースが少なくありません。交渉して“パッケージより配信が少し多い”という条件にするというのが、残念ながら今の日本の相場になってしまっています。これから音楽配信の比重が高くなっていく時に、この矛盾は大きくなっていくでしょう。最初の契約時に最も気を付けたいポイントです。
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　著作権使用料の分配

　著作権については、前述の通り、作詞1／4、作曲1／4、音楽出版社1／2という分配が一般的です。プロジェクトの状況によって、音楽出版社部分の取り分を事務所とレコード会社が分けたり（1／4ずつになりますね）、放送局系音楽出版社と3等分したり（1／6ずつ）というような形になります。

　ポイントは代表出版社になるかどうかです。

　JASRACやJRCに信託する際の窓口になる会社を代表出版社、それ以外を共同出版社と呼びます。法的には、代表出版社だけが著作権者だという考え方になるので、代表出版が大切だと専門家は説きますが、分配に関する事務的な手間は小さくありません。

　大手の会社と組んでいるプロジェクトでは、入金が2ヶ月遅くても、分配の手間を避けて、あえて代表出版社にならないという選択肢もあり得るでしょう。最近は、JRCアカウンティングなど、安心して分配事務の委託ができる会社も出てきています。

　コンサートの収益構造

　コンサートについては、規模やアーティストのタイプによって、千差万別なのですが、大まかな項目を並べてみました。

　数百人規模までのライブハウスであれば、あまり悩まずとも勢いでやることもできるでしょうが、コンサートホールを使うようになると、それなりのノウハウが必要になります。数千人規模以上の予算項目を説明します。

　◉会場費、付帯設備費

　会場使用料は定価で決まっています。会場によっては多少のディスカウントができる時もありますが、週末を押さえるのは難しく、半年から1年前に押さえる必要があります。会場に付帯しているPAや照明、プロジェクターなどは、別料金がかかることがあります。

　◉出演料

　メインとなるアーティストとは、そもそもどういう契約かを年間で決めておくべきでしょう。サポートミュージシャンが必要な場合は、その都度交渉することになります。ミュージシャンの実績によって大まかな相場が決まっていますが、最終的には交渉して決めることになります。

　◉スタッフ人件費

　PAエンジニア、照明プランナー、照明オペレーター、舞台監督、楽器ローディなどが必要になります。会場付のPAや照明にお願いするケースもありますが、その場合は、事前のリハーサルなどに丁寧に付き合ってもらうのは難しいことが多いです。規模が大きくなったり、複数のアーティストが出演する場合は、舞台監督をお願いした方がスムーズです。

　◉コンサート制作費

　リハーサルスタジオ代、衣裳費など、ステージ上で必要な経費は多様にあります。お金をかけ出したらキリが無い分野とも言えるでしょう。

　そのコンサートの目的やアーティストにとっての位置付けと採算性を明確にして、方針を出しましょう。コンサート制作に特化して、制作を請け負うコンサート制作会社も存在しますが、軌道に乗って、何回目かの全国ツアーというのなら別ですが、活動初期のアーティストは、コアなスタッフが中心になって企画運営することをお勧めします。

　◉イベンター経費

　会場警備など、ステージ上以外の経費は、コンサートプロモーターが管轄するのが一般的です。プレイガイドなどに払うチケット手数料もこの中に含まれます。また、イベンターの取り分については、さまざまなケースがありますが、総収入や粗利益からのパーセント設定のケースが多いようです。

　◉収益性

　これらの経費を全部足して、入場料収入から引いた金額が、利益となります。収入見込をチケット単価で割ると、収支の境目になるリクープライン（損益分岐点）が分かります。会場キャパシティの7割以内にリクープラインを設定できるように、全体を調整しましょう。

　◉アーティストグッズは大きな収益源

　コンサートで売るグッズも大きな収入源です。製造原価を30％程度に抑えて、ファンが欲しくなる商品をつくるのがポイントです。
売れ残ってしまうと在庫を持つ必要も出てきますので、売り切れる適量にすることと、ツアーだけで売りきれなかった際の販売方法を考えておく必要があります。

§

　コンサートの専門家はコンサートプロモーターですが、初期のアーティストのライブのリスクを取るケースはほとんどありません。あくまで事務所がメインで、サポートする役割となっています。
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　既存のファンクラブの仕組みは有効か？

　ファンクラブは、年会費4,000〜6,000円というのが一般的です。ファンクラブの運営委託を専門にしている会社があるので、数千人以上の会員が見込めるなら、そういう業者に委託するのも1つの方法です。自前で全部やると手間はかかります。1,000人以下だと利益は無いなというのが、経験則的な感覚です。ただ、日本のファンクラブの仕組みは一時代前のままになっています。ある程度人気が出た時に、コンサートチケットの優先やファンクラブ限定イベントなどを魅力にして、隔離するようなやり方です。

　僕は、この従来型のファンクラブのビジネスモデルは時代遅れになっていると感じています。ソーシャルゲームなどを参考に、今の時代に合ったファンクラブモデルを作る必要があると思っていて、それについては後述します。

§

　以上が、音楽活動における主な収入源になります。音楽をメインにしているアーティストはテレビやラジオの出演からの収入はあまり大きくありません。宣伝目的と捉えられて、テレビの出演料も格安です。ラジオのゲスト出演は、レコード会社がブッキングした場合はノーギャラというのが業界慣習になってしまっています。

　近年、増えてきた夏フェスなどのオムニバス型のコンサートは、出演料を交渉して決めて出る形になります。

　アーティストや音楽のジャンルによってさまざまなケースがあって、一概には言えませんが、一般的には、アーティストのブランドを上げ、人気楽曲を出し、そのアーティストのファンを増やしていくことが、これまでの音楽ビジネスの基本的な考え方になっています。

　“人気者になるとお金が儲かる”というエンターテインメントの基本は、ビジネスの仕組みが変わっても同じというのが、僕の意見です。
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		本章では、欧米を中心とした世界の音楽ビジネスについての基本的な知識を押さえます。

		世界の政治経済の中心は、今でもアメリカです。特にインターネットはアメリカの軍事技術から始まった、アメリカが国策としてグローバルに広めている分野です。ITサービスのグローバルルールは、ニアイコールでアメリカルールだと言うことができます。映画や音楽などのポップカルチャーも、アメリカが最強の分野です。

		音楽×ITというテーマになれば、アメリカの状況をチェックするのは当然になります。一方で、ヨーロッパの国ごとの事情も知りましょう。アメリカ文化の進出に対して、フランスがどう対抗しているのか？　北欧諸国はアメリカ市場をどう攻めているのか？　きちんと把握することは、日本にとって大切なヒントが隠されています。

		これからは日本の音楽を世界市場で売っていくのです。状況を把握することから始めましょう。
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　まず、日本とアメリカの音楽市場を比較してみましょう。アメリカは、日本と違って再販制度は無いので、CDを定価で売る必要はありません。Walmartなどの大型スーパーが、人気作品を大量に仕入れ、9ドル（約1,000円）などの原価割れするような安価で売るようになり、CD専門店が苦境に立ちました。CDでは利益が出なくても、仮に赤字だとしても人寄せの宣伝費として考えるという発想だったようです。

　2006年には、タワーレコードが倒産。日本のタワーレコードは、本社の業績が悪化した2002年に、当時の日本経営陣がMBOして独立した日本法人となり、今はNTTドコモの子会社です。アメリカのCD店網は姿を消し、町ごとにセレクトショップ的なCD店が残るだけになりました。ヒットCDはスーパーで買い、それ以外はAmazonが主たるお店になったのです。

　アメリカのレコード会社は、違法サイトにも頭を痛めていました。そこに登場したのがスティーブ・ジョブズです。カリスマ性と交渉力でレコード会社経営陣の合意を取り付け、iTunes Music Storeが2004年に始まり、アメリカでは音楽流通の中心となりました。パッケージをデジタル配信が上回っていますが、2005年には、デジタル配信の8割以上をiTunes Storeが占めていました。

　圧倒的な存在であったiTunes Storeですが、サービスモデル自体が時代遅れになるという事態が訪れます。iTunes Storeは、アカラルトダウンロード型と言われ、ユーザーが好きな楽曲を自分で選んでダウンロードする形で入手するモデルで、レコード会社が組み合せた形でしか買えなかった音楽を自分で選ぶことができるようになり、安価で、ネットにつながっていれば手に入るというのが画期的でした。

　ところが、スウェーデン発のSpotifyの登場で様相が変わりました。Spotifyはフリーミアムという無料と有料を組み合せたモデルで、ストリーミングで聴き放題、月額課金というモデルでした。アメリカでも若年層を中心に多くのユーザーを集め、今も増え続けています。2015年、Spotifyは全世界で2,000万人の有料会員がいると発表。アメリカでのストリーミングサービスの有料会員は約600万人で、8割強の500万人がSpotifyの会員だと言われています。

　一方、規模は小さいですが、レコードの売上が伸びているのも注目です。2006年は100万枚以下だった販売枚数が、2012年には460万枚、2013年には610万枚、そして2014年には前年比52％増の920万枚と、下落を続けるCDと対称的な動きになっています。アメリカ人にも、コレクションの需要はあるようです。CDからダウンロード型音楽配信へと変化したアメリカ音楽市場はストリーミングが中心になり、コレクションとしてのレコードにも一部回帰という状況になっています。

　ここで短絡的に、“アメリカ市場と同じ状況に日本が後追いするだろう”と決めつけることはできません。日本はレコード会社が使用許諾を出さないという方法でデジタルでの流通を阻害しようとしているので、ITサービスの普及が欧米に比べて遅れているのは事実です。ただ、環境やユーザー特性が違う日本がアメリカのようになるとは限りません。

　例えばイギリスやドイツでは、ストリーミングサービスが普及したことで音楽市場全体が前年比増に変化しています。アメリカよりはCD市場が残っていたので、ストリーミングとの相乗効果が出やすかったと思われます。ダウンロード型のiTunesStoreとストリーミングサービスが両立することは考えにくいですが、パッケージとストリーミングの相性は悪くないのです。日本の市場は、アメリカよりはドイツやイギリスに近いと考えられますから、この点からもストリーミングサービスは推進するべきだと言えるでしょう。

　iTunes StoreとiPhoneという単曲ダウンロード型の音楽生態系をつくりデファクトになったがゆえに、そこから抜けられない“イノベーションのジレンマ”に陥っていたAppleが、ついに動きました。2015年6月30日からApple Musicというストリーミングサービスを始めたのです。ブランド力とiTunesStoreでのユーザーを持つAppleが、先行するSpotifyをどのように追いかけるのでしょうか？
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　音楽関連のITサービスについて、分類して整理してみましょう。まず、クラウド型音楽ストリーミングサービスについては、大きく2つの潮流があります。

　◉オンデマンドジュークボックス型＝代表的なサービスはSpotify

　◉パーソナライズドラジオ型＝代表的なサービスはPANDORA

　他にも、注目すべきサービスがありますので、順に見ていきましょう。

　オンデマンドジュークボックス型

　いつでも、どのデバイスでも、聴きたい楽曲を聴くことができるサービスです。月額課金の形がなじむモデルで、Spotifyは無料サービスと有料サービスを組み合せた“フリーミアム”モデルを使って人気を集めています。有料サービスへのコンバージョン率が高いのは、音楽ファンを醸成している証拠と言えるでしょう。

　新しい音楽消費の主流になりそうな理由は、利便性に加えて、ソーシャルメディアでの共有などで広まりやすいことです。ユーザー間でコミュニケーションされることが音楽にとって大切になっています。Apple Musicが同タイプのサービスなので、これからの勢力争いに注目です。

　パーソナライズドラジオ型

　ラジオの進化系というべきサービスです。流れてくる楽曲に対して、ユーザーが“好き”“嫌い”を伝えたり、その曲をスキップすることで、楽曲の選択をユーザーごとに変えていきます。パーソナライズドというのは、そういう意味です。PANDORAのユーザー数は2億5,000万人超で、車社会でラジオが影響力を持つアメリカ市場では、非常に大きな存在です。今のところアメリカ以外でサービスを行なっている国はオーストラリアとニュージーランドで、それ以外の国ではレーベル側の許諾が取れずにサービス開始をできずにいます。

　PANDORAの人気の秘密は、ユーザーへのレコメンドの確かさだと言われています。“ミュージックゲノムプロジェクト”という、独自のレコメンドエンジンが売りです。詳しい仕組みは企業秘密で知ることができませんが、数十人のミュージックアナリストが自分の耳で聴いて、楽曲を分類したり、タグ付けしたりしているそうです。そうやって作られた楽曲データベースを使い、ユーザーの反応については、アルゴリズムに落とし込んで、“この曲が好きな人には、こちらの曲を推奨”といったことをしていると言われています。

　この3〜4年、世界の音楽サービスのキーワードは“MUSIC DISCOVERY”だと言われています。ストリーミングサービスが普及して、ユーザーの聴取行動を可視化できるようになった結果、その膨大なデータをどう処理して、ユーザーを新しい楽曲、アーティストと出逢わせるのかに、サービス側は腐心しているのです。人の感覚とプログラムのどちらが優れているのかという議論が続いていますが、PANDORAのMan＋Machine……人間の主観的な感覚とアルゴリズムを組み合わせる方法は、正解の1つではあるようです。

　他にもパーソナライズを目指すインターネットラジオはありますが、今のところ、PANDORAが圧倒的に先行している状況です。
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　多チャンネルラジオ型

　正確に言うとiHeart RadioもPANDORAと同様のカスタマイズ性を持っていますが、メインのサービスとしては、世界中のさまざまなラジオ局や個人がステーションを持ってネットラジオ局を運営するのを束ねて、ユーザーにキュレーションしつつ提供するサービスです。

　日本では、dヒッツ、“スマホでUSEN”などが、同モデルのサービスになります。また、2015年秋から、楽天が“楽天FM”という名称でこのタイプのインターネットラジオのプラットフォームサービスを行なうそうです。楽天は、グローバルを志向する日本企業で、既に他のサービスで多くのユーザーを抱えていますから、これまでとは違うインターネットラジオサービスになることを期待したいです。

　個人ロッカー型

　クラウド型の音楽サービスという意味では、個人ロッカー型と言われるサービスがあります。ダウンロードやCDからのリッピングで自分が持っている音楽ファイルを自分が所有するクラウドにアップロードして、どのデバイスでも聴けるようにするというサービスです。代表的なサービスは、iTunes Matchになります。Dropboxなど、音楽が主たる目的ではないクラウド上のデジタル倉庫提供サービスは他にもたくさんあります。

　ただ、iTunes Matchを行なっているAppleがApple Musicを始めたことからも分かるように、このタイプは音楽サービスとしては、伸びていくのは難しそうです。音楽ファイル自体を個人が管理する必要性が無くなってきているからです。

　強いて言うと、SoundCloudは、このタイプに入るかもしれません。1億7,500万人のユーザー数と1億曲以上のアップロードがされている、音楽家が自らの音源を聴かせるためにアップするサービスです。ユーザーは無料で聴けますし、UGM的な意味が強く、個人ロッカー型というよりはYouTubeやニコニコ動画と同じ種類に捉えるべきかもしれません。4,000万以上の登録ユーザーと1億7,500万人以上の月間リスナーを持っています。2015年中に有料の新サービスを始めると言われているので注目しましょう。


　楽曲認識アプリ／サービス

　グローバルにユーザーを持つ音楽関連サービスとしては、Shazamも重要な存在です。全世界で1億人以上のアクティブユーザーが、年に1曲以上ダウンロード購入しているというデータも発表されています。

　原理は簡単です。無料アプリですから、スマートフォンにダウンロードしていて、外出先で気になる楽曲があったら、アプリを起動させて、スマートフォンをかざします。すると数秒〜数十秒で曲名とアーティスト名を教えてくれます。これだけの機能ですが、強い支持を集めています。日本語版もあります。以前は楽曲データベースが不十分なのか、J-POPは精度があまり高くありませんでしたが、2014年にレコチョクと提携をしたので、今後は充実されていくでしょう。

　SoundHoundも、同じように楽曲認識アプリを提供するサービスです。Shazamが原盤の特徴をオーディオフィンガープリント化して読み取っているのに対して、SoundHoudはそれだけでなく、メロディ自体も認識して似た楽曲を知らせます。友人のプロ音楽家の間では、自分の作曲したメロディがどこかで聴いたことがあるような気がして不安になると、SoundHoundでチェックするという使い方もされていて驚きました。

§

　他にも音楽サービスは世界中に多数、存在します。常に情報に敏感に接し、人気が出てきたサービスはチェックして、可能なら自分で使ってみることにしましょう。

　これからの世界の音楽ビジネスは、間違い無くITサービスが牽引していきます。いや、もう既にそうなっていると言った方が良いですね。新たな音楽サービスをいち早く使いこなすことが、アーティストが成功するための条件になり始めています。
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　音楽ビジネスの中心が、レコードビジネスからコンサートビジネスに移ったのは日本だけの現象ではありません。

　マドンナが25年間所属していたワーナーミュージックを離れ、代わりにLIVE NATIONと契約したと発表されて驚きが走ったのは2007年のことです。アーティストがイニシアティブを取るアメリカにおいて、レコード会社の役割は、ファイナンスとしての比重が大きいです。多額の契約金を確保できる資金力のある会社を選ぶのは当然と言えるでしょう。

　2014年には、レディー・ガガが生みの親とも言える名マネージャーのトロイ・カーターとの契約を終了して、マネージメント契約をLIVE NATIONと結んで話題を呼びました。

　日米のマネージメント方法の違い

　アーティストマネージメントのやり方は、さまざまな違いのある日米の音楽業界の中でも、最も違いが大きいところかもしれません。

　アメリカではアーティストがパーソナルマネージャーと契約をし、弁護士とビジネスマネージャーを雇い、コンサートブッキングをするためのエージェントと契約を結ぶといった流れが一般的だと言われています。レコーディングについてもアーティストが責任をもって、マスターテープを完成し、レーベルと契約をするという形になるので、原盤権を数社でシェアすることも多い日本とは様相が違うようです。

　そう考えると、本書の提唱する“新時代型エージェント”は、アメリカで言うところのパーソナルマネージャーとビジネスマネージャーを混ぜたような役割になるかもしれません。

　日本のプロダクションシステムを敵視するのではなく、共存、時には活用して日本型の音楽業界の仕組みにアジャストするようなイメージを僕は持っています。


　重要度を増すコンサートビジネス

　そんな中で、重要度を増している今後のコンサートビジネスの分野については、どのように考えていけば良いのでしょうか？

　音楽ビジネスの構造も役割も日本とは大きく違うアメリカですが、LIVE NATIONの存在感は傑出しています。

　ここでは、LIVE NATION JAPAN代表社長の竹下フランクさんに、日米のコンサート興行の違いを伺いながら、日本市場に新規参入しているLIVE NATION JAPANの戦略も聞いてみましょう。

　これからのビジネスについて、示唆的な内容となっています。
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外資系プロモーターが考えるコンサートビジネスの未来

100％外資の合同会社として、新たなスタートを切ったLIVE NATION JAPAN。同社の代表社長の竹下フランク氏は、アルファムーンで洋楽担当マネージャーとして音楽ビジネスに携わった後、幾つかのレコード会社で要職を歴任、そうした経験を活かしてコンサートビジネスの世界に入られた生粋のミュージックマンだ。日米のコンサートビジネスの違いや、LIVE NATIONの今後の展望など、貴重なお話を伺うことができた。

チケット以外の収入源

——日本にいると海外、特にアメリカでのコンサートビジネスがどうなっているかが分かりません。日本との一番の違いは、どの辺にあるのでしょうか？

竹下　一番違うのは、収益構造かもしれないですね。例えば日本の場合はチケット、スポンサー、マーチャンダイズくらいが収入のメインになると思いますが、アメリカの場合はチケット以外の収入源がいっぱいある。だから、1公演で多少高いギャラでもペイできるんですね。

——チケット以外の収益とは？

竹下　大きいのは駐車場代ですね。あとLIVE NATIONはいろいろなビジネスをしていて、VIPパッケージを専門としている会社もあり、チケット以外の収入源がたくさんある。また、グループの大きな収益としては、Ticketmasterというチケットサービスが傘下にあって、海外では大きな力を持っています。

——Ticketmasterが日本でも使えると便利になるでしょうね。また、駐車場ビジネスというのは、いかにもアメリカ的です。

竹下　会場を持っていれば、当然駐車場も持っているわけですね。あと一番の大きな違いは、アメリカだったら国内で例えば50ショーくらいはできる。機材の移動も大型トラックでやれるわけです。ところが、日本の場合は船もありますがたいていは飛行機で入れて飛行機で出していくことになるので、コストの掛け方が全く違うというのがあります。昨今の為替レートが円安なこともあるので、コンサートの招聘については、どんどんどん苦しくなっていっているというのが正直なところです。

——アメリカではコンサートプロモーターは、とても資本力が要るビジネスだというのが分かりました。ちなみにLIVE NATIONのシェア率はかなり高いのでしょうか？

竹下　AEGという対抗勢力もありますけど、シェア率では優っています。AEGは有名な会場を数多く持っていて、そこにアーティストを入れるというマインドが強いです。僕らはどちらかと言えばプロモーターで、アーティストのコンサートを中心にいろいろなビジネスがあるという感じです。

レコード会社との関係

——LIVE NATION JAPANは現在、どういうスタンスでお仕事をされているのでしょうか？

竹下　洋楽以外にはこれまでは赤西仁やK-POP、セロというマジシャンなどの公演もやっていたんですね。でも、100％外資の会社になったタイミングで、もう一回洋楽アーティストのコンサートプロモーターとしてのスタンスを明確にするのがLIVE NATIONとしての正しい姿だと思い、洋楽を中心にして、そこから生まれてくるビジネスを付随的にやっていこうと考えています。

——LIVE NATION JAPANとしては、アメリカ式のやり方を導入していくことも考えていますか？

竹下　今後は、会場の考え方、マネージメントの考え方みたいなものも当然入ってくるとは思っています。また、アメリカではLIVE NATIO NとYahoo!がタイアップをしていて、ライブを無料配信しています。そういったことも、日本ではどうしていくのか、とか。

——ライブのストリーミングは、これから面白くなりそうですね。

竹下　例えば海外のショーを、日本では映画館などでライブビューイングするようなことも考えられますよね。今回は日本にツアーで来られないけど、映像は見せられる、というようなことも。そういう二次的なビジネスも、これからどんどんやっていきたいですね。

——マネージメント業務に関しては、いかがですか？

竹下　マネージメントは、成り行きで良いとは考えているのですが、洋楽ビジネスがどんどん小さくなっているので、邦楽ビジネスにいかに入り込んでいくのかというのも、大事な戦略としてあります。その時に、日本のプロモーターさんとLIVE NATION JAPANの違いは何かと考えたら、LIVE NATIONは海外ネットワークを持っているということが大きい。いま、アジアだけでも９オフィスあって、世界的には50以上のオフィスがあります。このネットワークを使って、例えばPerfu meが海外公演を行なった時にお手伝いしました。こういう事例を増やしていきたいです。海外公演をきっかけに、国内でのビジネスが増えていくと考えています。

——LIVE NATIONが先鞭を付けたいわゆる360°契約については、どうお考えですか？

竹下　LIVE NATIONがやった一番画期的なことがマドンナとの360°ディールで、すべての権利をプロモーターとして持ってしまったのが、業界的にはインパクトがありました。ただ、レコードの権利を持ったとしても、自分たちがレコード会社になるかというと、そうはなりませんでした。ユニバーサルにお願いして、発売をしてもらっているわけですね。やっぱりレコード会社と我々は、お互いにお互いを必要としている。我々としては音楽を発売してもらって、それをきっかけに、チケットを買ってもらえる。一方レコード会社からすれば、最大のプロモーションはアーティストを呼んでパフォーマンスをさせて、ということになります。だから、さらにそこを一緒にうまくやるというのが、現在の形だと思うんです。

——そういう意味では、フェスがメディアの役割を果たしているという現状もありますよね。

竹下　レコード会社としては、ショーケースとフェスとコンサートの3つが重なると、1つのマーケティングプランになれるんですよね。ではこの3つを、どんな流れで構築するのか？　LIVE NATIONはフェスの力を深く理解しているので、これは今後も考えていくところです。
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目指すフェス像とは？

——日本では2014年にコンサートの収益がCD売上を抜いたということで、ある意味では象徴的な年になったと言われています。統計データを見ると公演回数はそんなに増えていなくて、入場者数と売り上げが伸びているので、これは大規模コンサートとフェスが増えたおかげでしょう。そういう状況の中で、LIVE NATION JAPANでフェスの計画などはありますか？

竹下　LIVE NATIONは世界中のフェスにかかわっていますので、国内もおいおい手を付けていきたいと考えています。

——では、EDM系のフェスについてはどのようにお考えですか？　日本でもようやく始まっていますが。

竹下　LIVE NATIONが持っているElectric Daisy Carnival（EDC）というフェスがあるのですが、これは面白いですよ。同じEDM系でもULTRAはラインナップが気になる、いわばSUMMER SONIC系ですが（笑）、EDCはサイトを見てもラインナップを表示するボタンがすぐには見つからない。FUJI ROCK的な感覚で、「来たら楽しいんだから、みんなおいでよ！」ということなんです。

——確かにFUJI ROCKはブッキング発表前にチケットが売れていますよね。

竹下　アメリカの会場にはメリーゴーランドや観覧車があって、小さな遊園地みたいになっているんです。しかもいろんな衣装を着たパフォーマーがいて、ステージ以外の作りものが面白くて、入って行くと日常を忘れてしまう。彼らが言っているのは、「最大のヘッドライナーはあなた」ということで、要は入場者がヘッドライナーだというコンセプトなんです。

——EDCはどれくらいの規模のフェスなのですか？

竹下　40万人を3日間みたいな感じで、しかも3日間のパスしか売っていないんです。1デイチケットを売っていない、かなり強気です（笑）。コーチェラも直前までラインナップを発表しませんが、チケットはあっと言う間に売り切れてしまう。そういう形が、今後目指すフェス像なのかなと思います。

——ぜひ日本でも、そういうフェスを実現してほしいです。ただ、観覧車ありきとなるとなかなか会場探しが難しいでしょうね。

竹下　コンセプトがコンセプトなので、観覧車がないと始まらないですからね。アウトドアのフェスの場合は地元との融合がとても大事なのでそこをまず念頭に置きながら、いかにしてお客さんを楽しませるかを考えていくのですが、企画をする側も楽しまないと意味が無いと思っています。
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　日本では“メジャーデビュー”という言葉がよく使われますが、世界視野ではメジャーレコード会社は3社しかありません。ユニバーサルミュージック、ソニー・ミュージックエンタテインメント、ワーナーミュージックです。それ以外は、インディーズレーベルと呼ぶのが普通です。

　日本レコード協会に加盟している18社は、国内ではメジャーレーベルと呼ばれますが、世界的にはインディーズレーベルなのです（強いて言うならドメスティックメジャーレーベル）。そして、日本はインディーズのシェアが非常に大きい国です。2014年のシェア1位はエイベックスで、もちろんインディーレーベルです。

　アメリカでは、ユニバーサルが4割以上、3大メジャーで7割近くを占めています。以前はBMGとEMIがあって5大メジャーと言われていましたが、BMGはソニーに、EMIはユニバーサルにそれぞれ買収されました。レコード産業が成熟してきて、規模拡大が生き残り策に必要になっているからだと言われています。

　アーティストを見る際に、3大メジャーと契約しているのか、各国のインディーズレーベル（ドメスティックメジャー）なのか、アマチュア（インディーズ）なのか、大きく3層に分けて理解すると良いでしょう。

　日本は、メジャーとドメスティックレーベルの区別が曖昧で、意識が同じなのと、事務所のパワーが大きく、その一方でアマチュア音楽家の意識が低いという理由で、他国とはかなり違う様相を呈しています。ただ、SpotifyやAppleは世界共通ルールですし、YouTubeも然りです。海外市場を意識しなければいけないこれからは、海外のパワーバランスを知っておくことが必要でしょう。

　世界の音楽ビジネスは寡占化が進んでいます。ユニバーサル、ソニー、ワーナーのメジャー3社で7割を占める国もあります。一方、プラットフォームの事業社もApple、Google（YouTube）、Spotifyとグローバルな大企業です。これらのパワーゲームの中で、音楽ビジネスの分配ルールが決められています。では日本からビジネスを行なう時に、不利にならないためにどうすれば良いのでしょうか？　方法はあります。

　WIN（Worldwide Independent Network）という世界のインディーズ団体が協力をして、2007年に作られたNPOのエージェントMerilinは、デジタル音楽市場が広まる中で大きな存在感を示すようになっています。サービス事業者との交渉において不利になりやすいインディーズレーベルの交渉を代行して、メジャーに劣らない条件を引き出しています。既に、40カ国で2万以上のレーベルが委託をし、世界のデジタル音楽市場の10％以上のシェアをMerlinが占めています。

　最近では、2014年11月にYouTubeが音楽サービス“YouTubeMusic Key”を始める際に、インディーズレーベルに不利な状況をMerinが克服したことで、注目されました。音楽の多様性を担保するために、インディーズレーベルの存在は重要です。Merlin代表のチャールズ・カルダス氏によると、フィジカル市場よりもストリーミング市場の方がインディーズレーベルのシェアが高まっているというデータがあるそうです。

　Melrinとは、日本のインディーズレーベルも契約可能です。インディペンデント・レーベル協議会（ILCJ）や日本音楽制作者連盟などがサポートしてくれます。世界市場を意識する時に、押さえておきたい情報です。
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　South by Southwest（SXSW）は、近年注目が高まっている世界最大のカンファレンスです、最近は、ITとスタートアップのカンファレンスだと勘違いしている人もいるようですが、1987年に、音楽祭として始まりました。日本REPの麻田浩さんの言葉を借りれば、SXSWは“勉強会”だそうです。スタートも、オースティン在住のマネージャー達が、ニューヨークのレーベルを意識して、彼らに自分たちのアーティストを見せるショーケースとして、同時に音楽ビジネスのあり方を考えるカンファレンスとして始まりました。1994年からはFilm部門、1998年からはInteractive部門を加え、どんどん規模が大きくなっています。2007年にTwitterがSXSWのAWARD受賞をキッカケに世界的にブレイクするという事件があり、ITサービスの企業にとっては外すことのできないイベントになりました。ロックバンドが夏のロックフェスを軸に年間活動プランを立てるように、世界のIT事業者は、3月のSXSWを意識して、サービスや新機能のローンチを行なうようになっています。

　2015年の来場者数は72,000人と発表されていますが、これは本部に登録料を支払った人の数です。この時期のオースティンには、非公式の勝手イベントも数多く行なわれていて、実際に訪れた人の数は公式発表の数倍と思われます。テキサス州の田舎町だったオースティンは、SXSWを行なうことで町として大きな発展をするようになりました。
10数年前に訪れてから、自分がプロデュースするアーティストを出演させたり、日本音楽制作者連盟の理事として日本の音楽を紹介するJAPAN PAVILIONブースのプロデュースをしたり、SXSWと僕の縁は深くなる一方です。

　Interactive部門が実施されている時期でも町には音楽が溢れ、ITと音楽が一体であるということが肌で感じられます。音楽に対するリスペクトを感じてうれしくなりますし、日本との彼我の違いを意識させられることが多いです。

　SXSWに行くことで、世界の音楽サービスの状況、ITにおける関心分野の変化などを感じることができます。ストリーミングサービスについても、2012年頃までは盛んに議論されていましたが、最近は、ドローン（無人航空機）やロボットの話が多くなっています。音楽サービスについては、「とりあえずSpotify型とPANDORA型になるんでしょう。あとはパワーゲームだから、その結果を見て考えよう」となっているというのが、僕の理解です。

　そういう意味では、4年くらい遅れている日本にもまだ追いつくチャンスがあります。日本のユーザーが教えてくれることに耳を傾けて、サービスを磨いてもらいたいです。もし、音楽関連サービスでストリーミングの次のイノベーションが起きてしまったら、完全に日本は音楽後進国になり、鎖国して守って、ゆっくり滅びるしかなくなると僕は危惧しています。音楽に関するイノベーションが起きる可能性が世界で一番高いのはSXSWですから、おそらく2015年現在、まだ大丈夫です。

　これからの音楽ビジネスで、最も大切なのは“デジタルファースト”の考え方です。音楽はテクノロジーの発展と共に進化していくし、テクノロジーを加速させる燃料に音楽がなれるのだということをSXSWから学びましょう。
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　アーティスト活動や音楽ファンにとって有益なサービスで、アメリカにあって、日本では成立していないものを並べてみます。何を課題にするのかが見えてくるような気がしませんか？
アメリカのやり方が、すべて良いとは思っていません。むしろ事務所を中心とした日本のシステムは秀逸だし、愛着もあります。ただ、これからの時代を見据えた時に、必要なパーツが足りないのは困ります。

　アメリカの音楽シーンでは影響力を持ち、生態系の一翼を担っていて、日本には無いものを対照的に見てみようと思います。


　ミレニアム法＝インターネットラジオ局

　アメリカでは、2000年にインターネットラジオに関する法律ができました。ウェブキャスティングというインターネットの仕組みは使うけれど、構造としては放送局的なサービス、インターネットラジオ局に対して一定の枠と楽曲の使用料を決めて、音楽業界側の権利を守りながら新しいサービスが普及するための法律をつくったのです。1つのアルバムから掛ける曲数など、細かな制限があります。

　同時に、NPO団体としてSoundExchangeという計算と分配を行なう団体もつくられました。

　その条件は、同じ曲、同じアルバムから再生できる回数などの制限があり、使用料は25％か1再生の最低保証金額0.11セント（約0.13円）のいずれか高い方というルールです。PANDORAは、あまりにたくさん聴かれるので、最低再生金額と再生回数を掛けた金額が売上の50％に及ぶ月もあるそうです。

　このデジタルミレニアム法（DMCA）があるのでユーザーは、パーソナライズドラジオPANDORAを聴くことができるのです。

　日本はインターネットラジオ局が音楽配信と同じルールになっていて、ハードルが非常に高くなってしまっています。音楽業界活性化のためには、日本版SoundExchangeの設立が待たれます。


　クラウドファンド＝資金調達方法

　2012年に、Amanda Palmerという女性アーティストがKickstarterで自分のプロジェクトの資金集めを行ない、100万ドル以上を集めて、大きな注目を集めました。１億円超はさすがに驚きましたが、500万円から1,000万円規模の資金調達は珍しくありません。

　アメリカではKickstarter、Indiegogoといった、クラウドファンドが、アーティストへの資金供給源として機能しているのです。

　クラウドファンディングには、投資型、寄付型、購買型と3種類ありますが、エンターテインメントにおいては、購買型のモデルが有効です。昔の言葉で言えば、予約販売ということなのですが、1ドルから10万ドル以上まで幅広くアーティストを支援できるのがクラウドファンディングの便利なところです。アーティストが実現したい内容を映像などで訴えて、それに共感したユーザーが資金を事前に払います。提供する商品やサービスの内容によって、払う金額を分けたメニューを用意するのです。中には、アルバムジャケットに名前が記載されたり、コンサート終了後の打上げに参加できたりといった、通常は金銭にならないような内容も含まれていることが多いです。

　ユーザーはアーティストを応援したいという気持ちと、自己アピールや特別扱いの喜びなどを期待して対価を払うわけです。

　日本にもクラウドファンドサービスはたくさんありますが、少なくとも音楽の分野においては、まだその存在は非常に小さく、生態系の一部を担うにはいたっていません。

　理由はいくつか考えられます。環境要因として挙げられるのは、ウェブマネーの普及の差です。いまだに、クレジットカード情報をネット上に入力することに抵抗を感じる日本人は少なくありません。クラウドファンドは気軽にお金を出すのも1つのポイントですから、コンビニ払いなどとの相性は良くないです。ドネーション（寄付）やチップの習慣の有無も、あるかもしれません。また、アーティストが直接ユーザーに「お金を払ってください」と言うことが、イメージ的にマイナスだという考え方も根強いようです。

　また、既に居るファンしかお金を出さないのであれば、クラウドファンドサービスを使う理由がアーティスト側にありません。直接もらえば良いのです。日本のライブアイドルは、そうやって少ないファンからでもたくさんのお金を集めるノウハウを持って運営されています。

　100円払う１万人と、100万円払う人が同居して、お祭り的に多額の資金が集まるのがクラウドファンドの醍醐味なのです。


　ビルボードチャート＝リアルなチャート

　オリコンチャートの問題点は第三章で書きましたので繰り返しませんが、アメリカのビルボードチャートは、ラジオでのオンエア回数をベースにしながら、CD売上、ダウロード数、ストリーミングサービスでの再生回数、YouTubeの再生回数、Twitterでの投稿数など、楽曲の人気が窺い知れる情報は、すべてと言って良いほど取り込んで、チャート化しています。ビルボードジャパンも同様の考え方でチャートを作っていますが、まだ影響力を持つにはいたっていません。


　Bandcamp＝ウェブ上の活動拠点

　MySpaceというサービスは知っていますか？　Facebookが普及する前に、世界一のソーシャルネットワークサービスでした。その後凋落し、2011年には売却されますが、買収側に有名アーティスト／俳優のジャスティン・ティンバーレイクが加わっていることで話題になりました。残念ながら、リニューアル後も一時期の輝きは無いようです。

　MySpaceは、アーティストをベースにしたソーシャルネットワークでした。一時期は、プロ／アマ問わず、世界中のほとんどのバンド、アーティストがMySpaceに自分のアカウントを持っていました。自分でホームページを持つ必要が無いと言われ始めた頃でもあります。楽曲を聴かせる、ライブ情報を知らせる、ファンとのコミュニケーションを取るなどの機能はすべて、MySpace上で行なうことができました。

　アメリカでは、MySpaceが機能しなくなった後に、Bandcampなど、それを代替するサービスが広まっていますが、日本では、その隙間は空いたままの印象を持っています
ちなみに、アメリカではありませんが、日本でmixiが影響力があった頃のアーティストに関するmixiコミュニティも廃れてしまって、代替機能が無いままです。半匿名でユーザーの希望が分かり、ファン同士が情報をやり取りしてくれていたmixiコミュは、マネージャーにとっても判断材料になるものでした。FacebookグループやFacebookページは、あのmixiコミュの役割を果たせていないなと思います。



　Songkick＝標準化したコンサート情報

　Songkickはコンサート情報、会場情報を見ることができ、チケット購入までが可能で、Spotifyなどの音楽サービスのアーティスト情報と紐づく形になっています。

　日本では、コンサート情報は各アーティストのホームページで発表され、コンサートプロモーターのサイトやチケット販売会社のサイトがそれぞれ情報を管理しています。すべてのコンサート情報を一元的に管理するサイトは存在していませんし、そういうサイトを作るためには、たくさんのサイトから情報を集める必要があり、コストも手間も掛かります。音楽シーン全体を活性化するためにマイナスですね。


　Pitchfork＝信頼できる批評

　インターネットが普及した時に、個人が自由に意見を発表できるようになるので、ブログメディアも含めて、目利きの音楽評論家などが影響力を持つ世界が来ると言われていました。欧米では、それまでの雑誌メディア中心の時代以上に、音楽を批評するメディアが影響力を強めているように見えます。

　ところが日本では、批評メディアの影響力がむしろ小さくなっています。いわゆる音楽雑誌は、レコード会社からの広告出稿をベースに作られているので、完全に中立な批評は難しい構造があります。ところが、ウェブサービスやブロガーなどでも、良質の批評が出てきていないのが現状です。

　一方で、“食べログ”に代表されるユーザーのポイントなどで評価するサービスも、音楽については機能していません。映画では“Yahoo!映画”のポイントには一定の影響力が出てきていますが、同様に取り組んだ音楽では上手く機能せず、Yahoo! Japanは、現在音楽コーナーを持っていないような状態です。


§

　日本の音楽界を見る時に、こんな視点で捉えてみると、新しい発見があるのではないでしょうか？

　アメリカにあるサービスと、同じものが日本にある必要はありません。ましてや、各サービスの日本語版が欲しいという意味ではありません。ただ、アメリカの音楽ビジネスの生態系を補強している機能は、日本では不足している部分です。日本の起業家たちにつくってもらいたいし、そのサービスで海外展開もしてもらいたいです。新時代エージェントとなるニューミドルマンは、その欠如への対策を意識しながら活動プランを組み立てましょう。
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		さて、やっと本題にたどり着きました。ニューミドルマンがアーティストと音楽に、ビジネスとして携わる際の職域を“新時代型エージェント”と名付けてみました。ニューミドルマンというスタンスで、アーティストとユーザーの間に入って、新たな発想と方法論で音楽ビジネスを切り拓いていく人たちのことです。

		従来のカテゴリーでいえば、マネージャーでもあるし、A&Rでもあるし、宣伝プロデューサーの役割も果たします。アメリカのエージェントとは全然違う役割ですが、日本の音楽業界では“エージェント”という職域が無いので、ちょうと良いかなと思いました。

		アーティストと対等なパートナーとなって、音楽活動を成功に導き、ユーザーを喜ばせ、自分もしっかり稼ぐ。そんな新時代型エージェントになる方法について本章では考えていきます。







[image: chap05_002]

[image: chap05_003]

　新時代型エージェントになるために、資格は必要でしょうか？　間髪入れずに、「No」と僕は答えます。新たな分野を切り拓くのに資格は役に立ちません。ただ、スキルが必要無いと言っているわけではありません。実践的なスキルを持っていることが一番重要です。

　実際、僕自身は何の資格も持っていませんが、困ったことは一度もありませんでした（自動車の普通免許も持っていないので、それは呆れられていましたが）。

　最初に基本的な考え方を提示します。

　・アーティストに貢献するイコールパートナーとなる

　・ユーザーに喜ばれる、情報やサービスを提供する

　この2つを両立させることが、新時代型エージェントの原則的な立ち位置になります。

　では、どんなスキルが必要か、考えてみましょう。

　◉弁護士

　アメリカは、訴訟社会ということも影響してか、アーティストは初期に弁護士を雇います。弁護士の数も日本の40倍以上いて、人口比でも16倍で、弁護士間の競争が激しく、弁護士という職業の社会での位置も日本とは違うようです。

　日本の音楽事務所も顧問弁護士との契約は持っている場合が多いですが、日常業務に専門的な法律知識は必要ではありません。著作権に関する経験を持った弁護士事務所を知っていれば、とりあえずは良いでしょう。ただし、アーティストやレーベルなどと契約を結ぶ時は、弁護士チェックは必要です。契約については別の項でまとめます。

　◉会計士、税理士

　法人をつくって、税務申告をする際は、税理士にお願いする必要が出てくるでしょう。アーティストも大成功すれば、税務、財務に関して考える必要が出てきますが、その都度、専門家の意見を尋ねれば問題無いと思います。

　◉知的財産管理技能士、音楽著作権管理者

　関連性の高い資格としては、この2つがあります。

　知的財産管理技能士は、国家資格で3級から1級までがあります。勉強が好きな人は取ってみても良いでしょう。特に学生で時間がある人には挑戦することをオススメします。

　音楽著作権管理者は、日本音楽出版社協会（MPA）が講座を運営している、より実務的な資格です。音楽業界外では評価されない資格ですが、音楽ビジネスに携わる人は知っていて損が無い内容です。僕も自分の会社のスタッフには通わせました。

　◉音楽業界、メディア業界、芸能界への知見と人的ネットワーク

　アーティストの役に立つためには、実はこれが一番必要です。

　ただ、一朝一夕で持てるスキルではありませんし、これで終了ということもありません。音楽ビジネスを続けている限り磨き続ける部分です。最重要と認識して、日々の仕事に取り組むという意識付けが大事かなと思います。

　◉テクノロジー、ソーシャルメディアに関するリテラシー

　これからは、業界での知見と同じくらい重要になるのが、テクノロジーに関する知識、情報とソーシャルメディアでのリテラシーです。人が情報のハブになるソーシャルメディアにおいては、自分がキュレーターとして影響力を持つことも可能ですし、何よりアーティスト自身に発信力が無ければ、非常に不利な時代です。ソーシャルメディアの使い方について、きちんとコーチできるようになりましょう。

　また、新たなテクノロジーもどんどん開発、進化していきますし、ソーシャルメディアも変化していきます。最新の情報を持っていないと意味がありません。日常的にアンテナを立てて、これらの情報をチェックする習慣を付けましょう。

　◉メンタルケア、心理療法

　長年、アーティストマネージメントをやっている人は、磨かれていくのが、対人的なメンタルケアの能力です。アーティストは自分の精神をとことんまで追い詰めて作品をつくったり、ステージに上る人が多いので、心に強い不安を抱えることは少なくありません。優秀なマネージャーは、ほぼ例外無く、心理療法的なスキルを持っています。そこを磨かなければ、自分の心が壊れてしまうからかもしれません。

　僕が飲み会で、トラブルに対する耐性を感心された時に「僕は危険物取扱主任者一級持っているだよね」と冗談を言ってしまうことがあります。面白いことに、その場の何人かは即座に意味を理解して、「俺も持っている」「俺はまだ2級かも」などと盛り上がります。大切なアーティストに対して“危険物取扱”と称するのは不謹慎で、ほめられた冗談ではありませんが、アーティストと社会をつなぐジャンクションという役目を時に担う必要があるのは事実です。

　また、閉じた世界に完結してしまうことが多いアーティストの意識変革を促し、クリエイティブにも人間的にも成長するように仕向けるというのも、必要な資質です。これについても後述します。

　◉語学力、コミュニケーション能力

　海外を視野に入れて仕事をする以上、英語力は必要です。インターネット上の情報をチェックできる読解力、メールでやりとりができる文章力、そして会話ができることも非常に重要です。音楽ビジネスをやっている限りにおいては、フランス人もアジア各国の人たちとも英語でコミュニケーションすれば良いでしょう。

　ただ、それ以上に大切なのはコミュニケーション能力です。臆さずに、言うべきことは言う。相手の言っていることが聞き取れなければ、こちらの言葉で聞き返して、確認する。そんな態度が大切です。

　◉資金調達力

　レコード会社が新人アーティストに投資する余裕が無くなり、クラウドファンディングが機能していない日本では、新たなプロジェクトを始める時に、初期投資の予算をどうやって手に入れるかは、大きな課題になっています。

　ただ、簡単に解決できる問題ではないので、新たなITサービスの情報収集を常に怠らずに、そのアーティストの個性に合わせて、方法を考えていくしか、今のところ無いかもしれません。

　§

　僕の好きな言葉に、細野晴臣さんの著作『レコード・プロデューサーはスーパーマンを目指す』という書名があります。1970年代に書かれた本なので内容はさすがに古くなってしまっていますが、音楽を売り出すなら、スーパーマンのように全部できるようでいようという思いには強く共感し、座右の銘としています。

　若い頃の僕は、「ヒットを出すためなら、人殺しと泥棒以外は何でもやる」と口走っていました。ずるいことをすれば、成功するわけではないので、いまだに法律を犯すこともなく生きていますが、時代は変わっても、気合や根性、心意気が必要なことには、同じような気がしています。
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　本書は、音楽業界に転・就職したい人も読者対象にしています。組織人として仕事をすることも、音楽ビジネスに携わる際の有力な選択肢です。ただ、音楽をビジネスにする人は、インディペンデントな精神を持っていることはとても重要です。なぜなら、アーティストにサラリーマンはいないからです。

　サラリーマン根性で仕事をする人を、アーティストは信用しません。自分の才能だけで勝負する、究極のフリーランスがアーティストという職業ですから、アーティストの気持ちを理解し、信頼関係を構築することは、インディペンデント精神を持っていないとできません。

　なぜ法人が必要なのか？

　日本の音楽業界は、アマチュアバンドと素人マネージャーが天下を取るという歴史を持っています。ユイ音楽工房、フォーライフを設立された後藤豊さんは、吉田拓郎さんのマネージャーでした。ヤングジャパングループやポリスターの創始者、細川健さんは、アリスのマネージャーでした。Hi-STANDARDがインディーズで20万枚売れた時は、みんな驚きましたが、その時の事務所社長の小杉茂さんも初のキャリアで成功しています。他にも数えきれないほど例があり、徒手空拳で戦っても、努力と幸運で成功できる“ジャパニーズドリーム”があることと、そういう新しい才能の台頭を応援するカルチャーのあるところが、僕が日本の音楽業界が好きな理由の1つです。

　その際、法人をつくることは必要です。m-floやSOUL'D OUT、Leecaなどを輩出した日本のダンスミュージックの老舗事務所兼レーベルであるアーティマージュの社長の浅川真次さんはDJ GEEという名前のDJでもあります。m-floでレコード会社と契約する時に法人が必要だと言われ、アーティマージュを設立したそうです。

　以前に比べれば、会社設立は簡単になりました。株式会社でも資本金の下限設定などありませんし、本を1冊読めば、独力で手続きすることも難しくないでしょう。

　会社の形態は何でも良いですが、特にこだわりが無いなら、少額の資金で、株式会社をつくっておけばよいでしょう。

　アーティストとイコールパートナーであるという新時代型エージェントは、アーティストビジネスを1つのプロジェクトと見立てて、映画の製作委員会のような組織を作るのも、有効な方法だと思います。特別目的会社（SPC）や有限責任事業組合（LLP）など、プロジェクト単位で法人格を作り、出資や収益分配の“ハコ”にするというのは、音楽ビジネス以外のエンターテインメントの世界では一般的なやり方です。株式会社は、永続的な活動を前提とした制度ですが、LLCなどは解散も容易です。アーティスト活動をプロジェクトと捉えて、アーティストもパートナーとして参加する形でLLCをつくって、スタッフの人件費などの対象となる間接費も明確にし、出資や収益分配を完全にガラス張りにするやり方が、これからの時代には有効な気がしています。

　その場合も、自分の活動領域は株式会社などでの形で、上記とは別に法人化はしておいた方が良いでしょう。取引先との契約では、収益分配の受け取り先として法人格は必要ですから。
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　エンターテインメントビジネスでは、契約は非常に重要です。何が売れるか分からないというのが、この世界の基本的な感覚ですし、一度結んだ契約は長期にわたることが多いです。契約内容をしっかりと理解することは重要です。

　契約する際に、区別しておいてほしいのは、法律と業界慣習と私契約の3つの違いです。当たり前ですが、法律で決まっていることは、契約書で変えることはできません。また、日本の音楽業界にはたくさんの業界慣習があります。

　あくまで慣習なので、盲目的に従うべきではありません。その慣習の本質と構造を理解して、自覚的に対処しましょう。

　以上を踏まえた上で、契約というのは当事者同士が同意して決めることです。

　対アーティストとの契約では、最初に提示した“対等なパートナー”という考え方が大切です。アーティスト活動は長期にわたります。長い人は数十年と活動を続けます。活動が軌道に乗り、アーティストとの良好な関係が続けば、長い付き合いになります。何かを誤魔化して始めても、上手くはいきません。まして、今はネット検索で多くのことが分かってしまう時代ですから、情報格差を利用することは不可能です。フェアで透明性が高く、対等な関係を目指しましょう。

　アーティストと契約する際の、基本となるポイントをまとめます。


　◉専属性

　アーティストとマネージメント会社との関係は、よく夫婦に喩えられます。一度に2つの会社と契約することができないという意味でも、似ています。新時代型エージェントも、アーティストと責任をもって仕事をするのであれば、他者は排除して、専属的に契約することを主張しましょう。社会的に責任をもってさまざまな動きをする以上、そのアーティストを唯一、代理できる存在であることは必要です。そうでなければ相手も真剣に話を聞きません。

　アーティストが認めないのだとしたら、そもそも仕事をする相手ではなかったと判断するべきです。


　◉網羅性

　契約したい才能の種類としては、“著作”“実演”“肖像”の3つがあります。これらのすべてを網羅しましょう。

　著作は、作詞、作曲、編曲などに加えて、小説、絵画、ダンスの振付などの創作も含み、著作物をつくること全般です。実演は、歌うこと、演奏すること、演技することなどです。肖像は、写真や名前を利用したビジネスになります。多岐にわたりすぎると思うかもしれませが、何が世の中から注目されるか分からない時代です。あらゆる分野を網羅することを基本にして、戦略によっては、ある分野はかかわらない、ないし他者に委ねるということも検討しましょう。

　◉全世界

　もちろん世界中を範囲にした契約にするべきです。

　◉契約期間

　その時に見えている戦略や活動プランによるでしょう。2年間のプランが見えているなら2〜3年の契約にするのが良いでしょう。また契約終了時には、自動更新といって、2〜3ヶ月前にどちらかが望まなければ、同条件で1年間継続するという項目を入れるのが一般的です。

　アーティストとの契約については、それだけで１冊の本が書けるくらいの内容があります。実際に契約することになったら、弁護士や信頼できる業界関係者に相談しましょう。日本音楽制作者連盟は会員向けにアーティスト契約ガイドを作成して配布していますが、とても分かりやく便利です。これを入手するのもよいでしょう。


　レコード会社との契約

　レコード会社と契約をする場合は、アーティストと事務所と3者契約という形にするのが一般的です。そして、レコード会社が求めるのは、上記の3つの中で“実演”のみです。“専属実演家契約”を結ぶことになります。

　第三章で説明してきたように、日本のレコード会社は、従来型のビジネスモデルを前提に契約内容を提示してきます。音楽配信の印税分配率がCDでの料率に準拠していたり、意味が分からないような条件もたくさん含まれてくるでしょう。例えば、印税の計算式の中で“控除”という項目があります。代表的にはジャケット控除と返品控除です。この2つは、ほぼ確実にストリーミングなどの音楽配信サービスの分配式にも適用しようとしてきます。

　ジャケット控除というのは、ジャケット写真の制作にかかわる経費をレコード会社側が負担するので、定価の10〜15％を分配の際にグロスから引くという一種の業界慣習です。デジタル配信だと、アイコンと呼んでも良いような存在になってくるジャケットをパッケージと同じ扱いにされるのは納得いきませんよね？　「こちらで作るから10％くれ」と言っても、まず通りません。ジャケット制作費の半額を負担するからジャケット控除を無くそうというのも論理的には正しいはずですが、レコード会社の優位性を失わせかねない前例をつくることには抵抗する法務担当と、タフな交渉が必要になることでしょう。

　返品控除に至っては、冗談のような話です。CDはショップが買い取るというのが基本ルールですが、実際は、レーベルとお店のやりとりの中で、売れ残った商品の返品を受け入れることになるケースが少なくありません。レコード会社は、それを見越して原盤印税やアーティスト印税に対して、返品控除という項目で2割減、売上の80％を分配するという契約を求めてくることになっています。CDについては、一定の合理性があるのですが、僕はこれまで何度も、配信控除という名前で同じ料率を掛けている契約書ドラフト（草案）を見ました。当たり前ですが、ユーザーがダウンロードする配信に返品はありません。「配信控除は何ですか？」という質問には、何か日本語は返ってきますが、論理的に成立している理由は聞いたことが無いので、さすがに交渉して無くしてもらうようにしています。一時が万事。レコード会社との専属契約を結ぶというのは、そういった交渉になるものです。

　むしろ問題は、10年くらい前まで存在していた契約金や援助金などの資金を得ることはできなくなっていることです。以前なら多少、不利な条件であっても、契約金などが手に入ることでバランスが取れていました。今は、何を期待して、何を得るためにレコード会社とアーティストを契約させるのかをしっかり考えてから選択することが必要です。


　メリット・デメリットを冷静に見極める

　もちろん今でも、レコード会社と契約して得られることもたくさんあります。製造管理や返品管理に頭を悩ますことはありません。CD店への営業もやってくれます。ラジオや音楽専門チャンネルなどに宣伝もしてくれるでしょうし、テレビや広告代理店などにも担当者がいて、公式な窓口を持っています。既存のメディアや広告業界などと付き合うには、“メジャーアーティスト”というブランドが必要な時もまだまだ少なくありません。

　大切なのは自覚的であることです。このアーティストの才能の種類、置かれている状況、目指している目標、それを手に入れる戦略などと照らし合わせて、優先順位を明確にしましょう。何を得るために、何を渡しているのか、バーターであるという意識を忘れてはいけません。

　今は数人のチームで全部やろうと思えば、やれないことはありません。全世界で配信して、全国のCD店で発売して、ラジオやネットメディアでプロモーションをしてライブ活動をやれば、収益はすべて手に入りますし、すべて自分たちの目の届く範囲でやることができます。

　何を手に入れるための契約なのかをアーティストと共通見解を持つためにも、内部でしっかり言語化しておきましょう。そして、プロジェクトを成功させるためには、レコード会社側のA&Rや宣伝担当などのスタッフとの信頼関係が重要なのは、今も昔と変わりません。アーティストを売り出すために最良のチームをどうつくるかを、冷静に考えてください。
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　近年は、さまざまなデジタルメディアが普及しています。日々、新しいサービスが開発され、ローンチされています。ユーザーから支持を集めているサービスの情報には敏感でいましょう。インターネットの世界は、数ヶ月で景色が変わることも珍しくありません。半年前の常識が、もう通用しないというような事態も日常茶飯事です。

　理解をしやすくするために具体的なサービス名も使って説明しますが、サービスに栄枯盛衰があることを前提にして、考え方を身に付けるような理解を心がけてください。考え方を身に付けるという目的のためなので、個別の機能について網羅的に説明することはしていません。細かなノウハウは、書籍で学ぶには変化が早すぎます。自分で試したり、ネットを検索したりして工夫してください。

　デジタルメディアの特徴の1つは、得られる効果が複合的だということです。楽曲を聴かせる、アーティストの存在を広める、マネタイズする、ブランディングするなど目的は幾つかありますが、優先順位を明確にしつつ、複数のメリットを手に入れましょう。大まかな方向性としては、“人気者にする”というような目標設定が有効な場合が多いと思います。


　動画共有サイト活用法

　音楽を広めることにかけては、動画共有サイトのパワーは圧倒的です。スマートフォンが普及したことで、ますますその傾向に拍車がかかっています。動画の重要性を理解しましょう。ただし、以前からある高価な予算を掛けたミュージックビデオ（MV）が必要かというと、そういうわけではありません。音楽同様に、動画も超低コストでの制作ができるようになりました。動画共有サイトで楽曲が聴かれ、拡散していくことを目的にするのであれば、アーティストサイドからの面白いアイデアが1つあれば、実現可能です。

　最も有名な動画共有サイトは、言うまでもなくYouTubeです。YouTuberという新ジャンルを生み出して、YouTubeからの広告収入だけで、年間数千万円を稼ぐスターYouTuberも出てきています（欧米では数十億円プレイヤーも出現）。動画再生数に応じた広告収入も意識しましょう。

　ただ、気を付けないといけないのは、何のためのYouTube動画なのかです。YouTubeの規約に則って広告収入を増やそうと思えば、最初に広告を流したり等、広告の存在が大きくなります。楽曲を聴かせたり、自分たちの動画を見せるプロモーションが目的なら、広告は控えめにした方がよいでしょう。

　YouTubeには、膨大なユーザーが存在します。関連動画やタグ付けを活用した、他の動画からの流入を意識しましょう。検索語からユーザーの嗜好を推測しておくことも必要です。

　他にも、日本独自のカルチャーを持つニコニコ動画も大きな存在感があります。ユーザーのコメントが動画の上に重なっていくことで、時間差でも共感を産むという仕組みは絶品でした。ただ、ニコニコ動画は、アニメ、ゲームとボーカロイド関係を中心としたオタク系カルチャーが強いという明らかな傾向があります。アーティストとの相性を意識する必要があるでしょう。

　他にもTwitterが買収した6秒動画のVineも面白い存在です。6秒の繰り返しで拡散するという、まさに動画版Twitterという発想が独特です。一方、Facebook傘下になった写真共有サイトInstagramは10秒間までの動画機能を付けて対抗しています。

　この分野でも日本独自のMixChannelという動画サイトが10代を中心にユーザー数を急増させています。音楽については、2015年現在、著作権を含めて違法状態で、原盤権などを無許諾のコンテンツもたくさん存在し、音楽のプロの立場としてはかかわりにくい側面もありますが、中高生の恋人同士がキスした動画をアップして盛り上がっているというのは、これまでの日本になかったカルチャーです。眉をひそめる大人の気持ちも分からなくはないですが、こういう怪し気なところから新しい音楽のムーブメントが生まれがちだなと思って見ています。少なくとも彼らの“恋愛”シーンに音楽を上手くはめられたら、大きな影響力を持てる気がします。

　これからの音楽プロモーションに、動画は避けて通れません。MTVがアメリカで生まれたのは1981年ですから、30年以上経っています。音楽を広めるための動画は、従来のミュージックビデオの枠を大きく超えたさまざまな可能性を秘めています。


　ライブ配信サービス

　ライブ配信サービスも重要なメディアです。以前はUSTREAMが注目を集めていました。ニコニコ動画が始めたニコニコ生放送は、有料で試聴するファンクラブ的な機能も取り込んで、活況を呈しています。USTREAMとニコ生があれば、もう十分かと思いきや、新しいサービスがどんどん出てきています。

　いま一番盛り上がっているのは、何と言ってもツイキャスでしょう。スマホで簡単に映像の生配信ができるというところに特化して、若年層を中心に爆発的にユーザー数を増やしています。2015年には、ツイキャス配信にチケット販売ができる新しい機能も付加しました。その名の通り、Twitterと組み合せて使いやすく、インスタントなソーシャル拡散で即、見せる個人メディアというあり方が、時代にフィットしています。2015年４月にユーザー数が1,000万人を超えたと発表されました。

　DeNAが2013年に始めたShowRoomも注目です。ライブアイドルブームを取り込んで、売上、ユーザー数ともに着実に成長しているようです。サービス構想を聞いた時には、中国で大成功したYY.comと全く同じ企画で、日本のIT企業が中国のサービスを模倣する時代が来たのだと驚きましたが、その徹底した思い切りの良さが功を奏したようです。技術的にも安定していて、マネタイズできるサービスとして大きく成長させています。今後はアイドル以外のジャンルにも展開を広げようとしているようです。コアファンの熱量を上げながらマネタイズができるので、試してみる価値はあるでしょう。


　プレイリストプロモーションの可能性

　ストリーミングサービスは、音楽をコミュニケーションの場で活躍させるチャンスを増やすということはこれまでも見てきました。欧米では既に、ストリーミング発のヒット曲が出てきています。

　プレイリストプロモーションは、アーティストや楽曲を広めていくために、日本でも主流の1つになるでしょう。

　日本人の感覚でプレイリストというと、10〜20曲程度の起承転結がある、一種のコンピレーションアルバムをイメージすることが多いかもしれません。中年以上の世代は、大切な彼女とのドライブデートのために、導入から流れをつくって、曲の順序にも注力したことでしょう。

　しかしSpotifyのプレイリストは、それとは全然違います。曲の束、固まりとイメージした方が分かりやすいかもしれません。人気プレイリストの曲数は100曲超です。順番が無いわけではありませんが、流れは意識されていません。人気順に並んでいるようなイメージです。

　新人アーティストの楽曲が注目されるためには、ストリーミングサービスのプレイリストは有効です。既にCAZEETやLordeなどの成功例も出ています、海外でのプロモーションは、人気プレイリストに収録して推してもらうことが重要です。

　ニューミドルマン的な視点だと、“SpotifyにいるJ-POPファンを網羅するプレイリストを自前で作れないか？”という問題設定が正解です。

　日本で始まったAWAやLINE MUSICも、プレイリストを売りにしています。アーティストのユーザー獲得法としてのプレイリストプロモーションを研究・実践していきましょう。
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　これまで紹介したサービスは、動的で、時系列を軸に作戦を考えるタイプのメディアでした。今は、即時性が大切な時代ではあるのですが、静的な場所、自分のホームグラウンドをきちんとすることも大切です。アーティストのオウンドメディアを中心に、インターネットにおけるユーザーとのコミュニケーションの取り方について考えてみましょう。

　公式サイトのトップページに予算を掛けて豪華にするのは、お薦めしません。一時期Flashを使ったサイトが流行りましたが、すっかり廃れてしまいました。今の時代感としては、スタイリッシュで分かりやすく、スマホの小さな画面でも情報が伝わる公式サイトが合っています。他のさまざまなソーシャルメディアと併用する形になるでしょうから、昔で言うリンク集の発展形と思っても良いのかもしれません。

　アーティストがブログをやるのは当たり前のように普及しました。2006年ころの中川翔子が、毎日何回も写真付きのブログをアップして話題を呼び、人気者になったことで、芸能界に一気に広がった気がします。ユーザーと直接交流する場としてのブログはもちろん重要ですが、それが負担になってしまっては、本末転倒です。アーティストの性格、ブランド戦略などによって柔軟に考えましょう。

　WikipediaとNAVERまとめでSEO対策を

　GoogleやYahoo!の検索結果を気にすることは、インターネットPRの“いろはのい”です。定期的にチェックしておきましょう。

　公式サイトなどが上位に来ることも大切ですが、オウンドメディアの延長として、WikipediaとNAVERまとめを意識しましょう。どちらも、検索上位に表示されることが約束されているサービスです。

　特にWikipediaは、Googleの方針もあって、あたかも公式情報であるかのように、上位表示されることになっています。皆さんはWikipediaの内容に、自分が関与できることを知っていますか？　既存の業界人は、「Wikipediaは、誰かがやっていることで、自分たちではどうにもできない、せいぜい削除要請をするくらいだ」と思っている人が多くて驚きます。Wikipediaはインターネット初期から存在する善意のユーザーによるUGMですから、もちろん誰でも参加できます。ただ、相互監視と言っても良いような仕組みが出来上がっていて、自分たちの都合で勝手に編集すると警告が出たり、ひどい時は、ページが表示できなくなったりしてしまいます。客観的なスタンスを守りながら、きちんと訴えたい情報が伝わり、出したくない情報は掲載しないように関与しましょう。

　NAVERまとめも似たところがあります。こちらは一方的な宣伝内容がNGなどの制約は無いので、ユーザーに分かりやすい形で引用を行なって、アーティストへの興味関心を惹くようなまとめをつくりましょう。関係者としてよりは、匿名ファンのスタンスでまとめる方が伝わりやすいかもしれません。何らかの理由でアーティストを知った時の入口としてのまとめサイトの役割は重要です。こんな風に知ってほしいという物語をつくって、置いておきましょう。ちなみにNAVERまとめは、閲覧数に応じた報酬が得られる仕組みも持っています。

　Twitterアカウント運用

　最近はユーザー数、投稿数の拡大にブレーキが掛かりつつあるとのデータが出て、株価は下がり気味のTwitterですが、拡散力のあるソーシャルメディアと言えば、やはり一番パワーがあるのはTwitterでしょう。

　アーティストの公式アカウントをつくるのは当然ですが、可能ならアーティスト自身にも生の声をユーザーに発信させていきたいです。複数のアカウントを上手に組み合わせて、情報の拡散をさせるのが良いでしょう。Twitterのフォローという関係は、最も緩やかで束縛感が無い割には（だからからもしれません）、ファンとのコミュニケーションには効果的です。定期的にTwitterで検索をして、アーティスト関連の投稿をしている人はフォローして、フォローバックを期待するのが基本的な公式アカウントの運用になりますね。フォロワー数は大切ですが、数だけを増やしても意味はありません。質も意識しましょう。商用アカウントの相互フォローをして数を増やしてもあまり意味はありません。そのアーティストに興味があったり、近しいアーティストが好きで、こちらのファンにもなってくれそうな人を狙うのが原則です。

　また、気を付けないといけないのは、140文字という制約があるので、言葉足らずになりがちなことです。短い文字数での言い切りは、時に誤解を呼びます。最近は炎上プロモーションという言葉も一般的になりましたが、アーティストについては、リスクが高すぎるので避けましょう。ソーシャルメディアの世界にもサイレントマジョリティは存在します。ネガティブな投稿は、アーティストのブランドを毀損していきます。

　ソーシャルメディアでプロモーションをする際には、ソーシャルメディアリテラシーが、極めて重要です。アーティストともきちんと話し合って、個人アカウントであっても、本人に委ねずに投稿の方針を明確にしておきましょう。誰かを中傷するのは論外です。宗教や政治についても避けておいた方が無難です。ただ、無味乾燥で平凡なツイートをしていてはアーティストの魅力も浮き立ちません。アーティスト本人と、どういうパブリックイメージを形成していくのか、共通認識を持ってから、ソーシャルメディアを始めさせるようにしましょう。戦略無しに、気分でツイートするなどという方針はあり得ません。そもそも適性が無いようなら無理させずに、アーティストアカウントとしては、必要な時の情報提供だけにするのも1つの選択肢です。


　新人開発のためのUGMの使い方

　新人アーティストと出会っていく場としても、音楽サービスは有効です。ニコニコ動画の人気ボカロPや歌い手はコアファンを持っていますから、活動は始めやすいですね、
最近では、拙著『世界を変える80年代生れの起業家』でも紹介したnanaが面白いです。10代から圧倒的な人気を得ていて、自分の歌唱を録音してアップするユーザーが毎日5万人以上いるサービスになっています。そろそろスターシンガーが出てくる予感がするので、注目しています。

　新人アーティストの開発は、出逢いから始まります。nanaに限らず、誰でもネット上に作品をアップできる時代は、出会いの可能性が広がっています。自分が一生をかけるかもしれないアーティストを探すためにUGM系サービスは、しっかりチェックしていきましょう。


　音楽以外にもう一芸

　最後に提案です。音楽家は音楽が素晴らしいのは当然です。それ以外に何か1つ秀でていること、ユーザーから関心を持ってもらうキッカケになるネタを、アーティストから引き出すことは、宣伝的に非常に有効です。

　音楽で傑出した才能がある人は、たいてい、他にも何か持っているものです。超カッコいいロックギタリストが実は、鉄道オタクだった。世界中のクラフトビールを飲んでいて、ビール評論家にもなれるくらい詳しい。など、アーティストイメージを壊さなければ何でも良いのです。意外性があった方が、宣伝効果は高いですね。なぜ、そんな趣味を持っているのか？　音楽とどういう関係があるのか？　それをファンに見つけさせるのも上手な関係性の作り方です。

　その一芸ネタが見つかったら、展開する場所を考えましょう。愛犬を溺愛していて、毎朝散歩しているのだったら、犬の写真をPinterestに上げさせるのも良いでしょう。女性からの好感度は間違い無く上がりますね。映画が評論家以上に詳しいなら、試写会に積極的に行かせて、映画系のメディアに露出させましょう。映画好きの有名人のネットワークも作りたいです。

　半端やヤラセは通用しません。本人が本気で好きなことを探して、“一芸”として認識させて、上手に育てていきましょう。ソーシャルメディアで広まるのは人＝アーティスト自身なのですから。
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これからは、日本市場だけに閉じていてはいけない。海外も同時進行で活動すべきだと主張してきました。海外での音楽活動に関する考え方を整理してみたいと思います。

　“トライブ”をつくる

　当たり前ですが、日本での活動に比べて、海外での活動は不利な条件があります。ライブをやっても、アーティストの友達はいないので、手売りはできないでしょう。メディアのチョイス、ライブハウスの選択など、何をやるにも情報量が少ないので勘所が無いというのが弱点です。

　初期の一定数のファンをどうやって掴むか、そんな趣味嗜好を持ったユーザーにいかにアクセスするのか。そのアーティストや楽曲を支持してくれる、最初の“トライブ”をつくるのが初期の課題になります。

　幸いにも日本のアーティストには、クールジャパンという文脈があります。クールジャパンという言葉に手垢が付いているのは事実なので、嫌いなら使わなくても良いのですが、要するにアニメ、コミック、ゲームなどに代表される日本のポップカルチャーを好きだというユーザーがかなりの数、世界中にいる状況だということです。この文脈を使わない手はありません。
海外の事情を知らない人ほど、「日本という枠で括られたくないんです」と主張します。「じゃあ、何を打ち出して、興味を惹くの？」と僕は思います。国際競争の世界は、日本ほどのんきではありません。まさに戦いがあるのです。他の国に比べて日本政府のパワーが弱いのは事実ですが、それを「カッコ悪いから要らない」という発想は、まさに日本人的島国根性です。自分のアーティストや作品に自信があるなら、使えるものは全部使って、露出機会を増やすべきです。

　個人的な体験としては、外国人視点で日本の音楽を見ることは、余計なこだわりが取れるという思いがあります。僕は、2007年にピストルバルブという10代の女の子10人のガールズホーンバンドをオーディションで集めて、プロデュースした経験があります。デビュー前に全米ツアーをやったのは、正直、芸能界的なはったりでもあるのですが、本人たちの意識を高めるという目的もありました。そのツアーが評価されて、翌年はフランスを中心としたヨーロッパツアーを行なったのですが、そこで発見がありました。

　高い演奏力があって、グッドルッキングな若い女の子を集めるという方針から始まっていたので、僕のプロデュース方針は、女の子が憧れるファッションもイケてるグループでした。フジテレビのゴールデンタイムの番組のレギュラー出演もあったので、楽曲自体はJ-POPの王道を押し出していました。日本の音楽ファンからは、キワモノ的な企画バンドみたいに思われていたかもしれませんが、欧州の評価は違いました。ガールズバンドというカルチャーがヨーロッパには無いので、そこのインパクトと共に、コスプレやビジュアル系との関連性で興味が持たれたのです。日本でも数百人のライブ動員だったのに、YouTubeで興味を持って来てくれたファンが、フランスの田舎町でも300人以上集まってくれました。

　このコンセプトがフランスで通用すると分かっていたら、最初から4人組みくらいのバンドにして、海外ツアーを気軽にできるようにしたのに、とスタッフに語った記憶があります。

　2015年現在、世界で一番有名な日本のバンドはなんでしょうか？　サザンでもミスチルでもなくて、間違いなくL'Arc〜en〜Ciel です。海外の音楽関係者と話して、ラルクを知らない人に会ったことはありません。理由は、マーヴェリック大石征裕社長のビジョンが卓越していて、日本人アーティストで初めて、ニューヨークのマディソンスクエアガーデンでメインアクトを務めるなど、ワールドツアーで結果を出しているからですが、その前提があります。ラルクは、ワンピースなどの有名アニメの主題歌をやっているので、アニメファンから支持があります。それだけでなく、ハードロックというシーンでの評価もあったのです。

　知っておいてほしいのは、ニッチジャンルはグローバルにネットワークがあるということです。例えばメタルロック、例えばハウスなどのダンスミュージック系は、世界中にコネクションがあります。海外で活躍しているバンドにビジュアル系が多いのは、オタクカルチャーとロックシーンという縦糸横糸の組み合わせが構築しやすいからです。

　グローバルニッチとジャパニーズポップカルチャー。この2つを意識して、トライブをつくっていきましょう。


　ジャパンフェスの活用

　海外でJ-POPが人気だと偉そうに言っていますが、8割方は、アニメとコミックのおかげです。世界中にJをテーマにしたフェスティバルは存在します。右ページの表は、日本人アーティストの公式情報を英語、中国語などで発信する唯一と言えるメディアSYNC MUSIC JAPANによる情報です。おそらく、ここにも記載されていないさまざまなJ-フェスが世界中に存在しています。勝手に日本が好きと言っている人たちが、世界中に居るのです。

　最近、日本でも知られるようになった毎年7月にパリで行なわれるJAPAN EXPOも、フランス人のアニメショップなどが始めた、日本で言えばコミケのようなインディペンデントのイベントです。2015年の来場者数は、主催者発表で24万人です。日本人が知らない間に、こういうイベントが世界中で何百と行なわれているのです。

　海外に初めて出て行く時は、この種のJ-フェスも活用しましょう。「ウチのバンドは、オタク的じゃないから」という決め付けは不要です。彼らは勝手に、アニメとの共通点を見つけてくれます。そして、もしかしたら、その視点の方が正しいのかもしれないのです。


　ギャラをもらって海外に行こう

　さて、海外で活動をする時は、不安です。ファンがいないかもしれないのに、どうしようと思います。明確に言いますが、経費を負担して海外に行く必要はありません。日本人アーティストを招聘しようとする会社は、採算が取れると思って呼んでいます。最初はギャラも安いかもしれませんが、海外でやってみたいからと言って、移動費宿泊費を自腹で行くのは止めましょう。残念ながら、日本は政府の補助も厚いとは言えません。渡航費の半額補助が取れれば良い方でしょう。現地からお金をもらってツアーをやるという原則は持ちたいものです。

　最近は、クールジャパンブームに乗っかったブローカーのような会社も存在します。海外の会社とは、でき得る限り直接コミュニケーションしましょう。英語が苦手だからといって、臆することはありません。契約書は専門家のチェックが必要ですが、メールのやり取りなら、中学英語でも通じます。現地と直接コミュニケーションすることで、ノウハウが貯まるのだという意識を持つことは非常に重要です。
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　スポーツになぞらえて考える

　日本人の感覚を国際社会でどう活かすのかというテーマで、僕が考えるスポーツ4分類を紹介します。自分のプロジェクトの海外戦略を考える時の参考にしてみてください。

　◉野球型

　WBCでも二度も世界一になり、一流の日本人大リーガーを何人も輩出している日本の野球は世界最高水準を誇ります。言うまでもなく、もともとは、アメリカから輸入したスポーツです。

　ルールはグローバル、方法論、戦術的な日本流を編み出すというのが“野球”型です。J-POPも野球型でチャンスがあると思っています。

　数々のヒット曲を持つ作曲家her0ismはLAの作曲家と“コーライティング”というやり方で、ソングライター界の野茂英雄になってくれそうです。野茂が出てくれば、イチロー、松井秀喜、ダルビッシュ、と続いていくことになるはずです。

　◉サッカー型

　ヨーロッパをお手本に、ルールも方法論もグローバルスタンダードに合わせるのが、サッカー型です。ただ、欧州のレベルにはまだ追いつかず発展途上の現状です。

　ダンスミュージックのDJは、このカテゴリーで活躍しています。例えば、ジャス系のDJ沖野修也は、一部では中田英寿級の価値で評価されています。

　◉JUDO（柔道）型

　JUDOも示唆的です。元は日本の武道でしたが、五輪種目となるほど世界中に普及しています。一方で、カラー柔道着やポイント制のルールなど、王道の柔道ファンからは不満の声もあります。

　日本のカルチャーを輸出する際の1つの成功例として、JUDO型も有効だと知りましょう。日本発の価値観を世界に認めさせるためには、ブルーの柔道着を受け入れる度量を持つということですね。

　しかも、いまだに日本人選手は強豪。グローバル基準に“薄め”られることを許容して、そのルールで日本人が活躍を続ける。柔道＝JUDOからエンターテインメント関係者が学ぶことは多いと僕は思っています。


　◉相撲型

　さて、最後に相撲を取り上げます。コンテンツ輸出における相撲型は、日本の伝統的なルール、様式に従えば、どんどん外国人を受け入れていくことです。朝青龍、白鵬はモンゴル人、曙、武蔵丸はアメリカ人ですが、まわしをつけて、ちょんまげをして、日本語を話します。

　テニスの全英オープンの決勝戦にほとんどイギリス人が勝ち上がれないことを“ウィンブルドン化”と言うそうですが、だとしたら“両国化”はそれどころではありません。古い相撲ファンが日本人横綱を待望する気持ちも分かりますが、同時に相撲という様式のフォーマットとしての強さを感じます。

　海外でのJカルチャーイベントで、コスプレ大会は外せません。日本のアニメやゲームのキャラクターの扮装をした外国人たちを、日本文化の先導者として見るのは相撲型の応用かもしれません。


§

　海外マーケットで戦うことは、シンドイです、面倒なことが山積みです。腹立たしい出来事もたくさんあります。それでも、僕らはやらないといけない時代に生きています。使えるものは全部使って、たくましく戦っていかねばならないのです。

　アーティストのタイプ・状況によって、戦略は全く違ってくるでしょう。国や地域によって、作戦も変えなければいけません。日本や日本人の良さを、再確認することも多いでしょう。不慣れな海外でのビジネスで辛い時に、こんな視点が何かの役に立てばと思い、ちょっと、余談風ですが記してみました。





[image: chap05_010]

[image: chap05_011]

　この項では、これからの音楽ビジネスに欠かすことのできない、企業とのコラボレーションのあり方について考えます。

　従来から、テレビCMへの出演や楽曲の利用、コンサートへの企業協賛などがありますが、アーティストと企業の関係は非常に遠く、型にはまったものがほとんどでした。

　アーティスト側の事情が理解できない企業宣伝部と、企業の論理に合った発想ができないマネージャーの間を、レコード会社を介して、大手広告代理店がコントロールするというやり方です。

　双方を調整する広告代理店にとっては、アーティスト側と企業が直接コミュニケーションすることは、自分たちの存在意義が下がりますので、遠ざけておくという力学が働きます。斬新な組み方や、お互いのブランドをすり合わせるような展開は非常に難しい状況でした。

　旧時代の仕組みの象徴として、“テレビCMの著作権使用料免除”という慣習があります。著作権者は楽曲をJASRAC信託する際に、この商品のテレビCMについては使用料を免除したいと届けることができるという、JASRACが特例的に認めているルールです。レコード会社やアーティストも原盤使用料を免除するのが業界慣習ですから、テレビCMでどんなに楽曲が流れても、直接的な使用料収入は発生しないということになります。

　認められるのは登録時に一度だけという条件があるので、既発表曲には適用されません。広告業界、音楽業界の人が、有名アーティストの楽曲がテレビCMに使われると、「おー。予算かけたね！」と驚くのは、使用料免除の仕組みが両業界の人には常識だからです。

　地上波テレビを中心としたマスメディアが圧倒的な影響力を持ち、CDビジネスから大きな収益が上がる時代には、そのやり方で問題ありませんでしたが、今は状況が変わっています。CDで儲からないのに、なぜCMに楽曲を無償で提供しなくてはならないのでしょうか？　矛盾ではあるのですが、これも「一度決めてしまったルールはなかなか変えられない」の一例です。


お互いにメリットのある企業とのコラボの形

企業との組み方は、テレビCMタイアップやコンサートへの協賛だけではないはずです。お互いにメリットがあるコラボレーションのやり方は、無数に考えられます。
新時代型音楽エージェントは、企業や商品の本質を理解して、アーティストの戦略とすり合わせる能力が必要です。
日本でこの分野の第一人者は、トライバルメディアハウスというマーケティング戦略会社の高野修平さんです。2015年に、ブランドを持つ企業と音楽を結びつけるための部署Modern Ageを立ち上げました。
僕は音楽愛があふれている音楽ファン目線の彼のブログが好きで、知り合いました。彼にとっては最初に接触した音楽関係者だったこともあり、“高野応援団長”も勝手にやらせてもらっていて、一回り以上年下ですが、尊敬できる友人です。
高野さんに“異業種との連携”について、話を伺いましょう。
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音楽業界を拡張する音楽マーケティングの新しい形

2015年は、“デジタルマーケティング支援会社”トライバルメディアハウス内に、日本初の音楽マーケティング部署の“Modern Age（モダンエイジ）”が設立された年として記憶されることになるだろう。同部署を率いる高野修平氏は、“音楽を日常の国にする”ことをテーマに掲げ、一般企業から音楽業界、インディーズバンドまでをパートナーにして、積極的に活動を続けている。音楽愛に溢れる若き俊英に、“Modern Age”設立の経緯と、今後の展望などを伺った。

Modern Ageの業務内容

——Modern Age設立の経緯は？

高野　もともとトライバルメディアハウスの中で二足のわらじを履いていたというか、音楽の仕事と、音楽じゃない仕事の両方をやってきました。でもふと、僕が今後やりたいのはこういう世界なんだよなと思ったんです。音楽業界の方々と一緒に音楽の素晴らしさを届けるコミュニケーションデザインの仕事と、音楽とは縁もゆかりも無い企業やブランドさんへのコミュニケーションデザインの仕事。どちらも使う脳みそや経験は全く異なるもので、でも共通項も多くあって、これらを融合した仕事を今後していきたい。そして、何より海外では当たり前にある音楽マーケティングのエージェンシーを作りたいと思っていました。そう考えると、個人の力にはどうしても限界があって、所属するトライバルメディアハウスの資産や武器を、もっと音楽と融合させたら、“ブランドマーケティングの未来を作りたい”とか、“音楽を日常の国にする”とか“音楽業界を拡張したい”という僕のテーマに対して打てる手立てが増えるんじゃないか？　そう考えて、代表と相談して設立しました。

——アーティストと企業のコラボは、Modern Ageの守備範囲ですか？

高野　それは大きなミッションの１つです。ただ、コラボの相手はアーティストじゃなくても良いです。音楽サービスや音楽メディアということも考えられますから、主語は必ずしもアーティストである必要は無いと思っています。ちなみにModern Ageの具体的な業務内容は、音楽を通したコミュニケーションデザインという領域です。その下に、デジタルにとらわれないプロモーション、コンサルティング、新規事業開発、マーケティングリサーチ、広告、コンセプト開発、タグラインのコピー開発という主に７つの支援領域が現状あります。


ブランドパートナーシップとは？

——音楽業界や音楽と組み合わせやすい業種というのはありますか？

高野　ハマらないというものは無いと思います。音楽はどんなものにでも融合できるのが強みです。中でも、海外で顕著なのはコカコーラ、ペプシ、レッドブル、スプライトといった飲料系などのブランド群です。ただ、低価格帯だけかというと、そうでもありません。車などの高価格帯もマッチします。重要なのは、ブランドと音楽を結びつけるコンテクストプランニングだと思います。

——ブランドはイメージも非常に大事ですよね？

高野　ブランドと音楽を結びつける場合の目的では、ブランディングの側面も強いです。コンビニに行く時に、「今日は伊右衛門を買うぞ！」という人はまずいなくて、何となく伊右衛門や新商品を買っているわけです。その場合、ブランディングやイメージ戦略はすごく大事だと思います。だから、比較的日常的で身近なものと相性が良いんでしょうね。

——完全にコモディティ化したものも、音楽と組み合わせることで再生できるかもしれないと？

高野　世界観がハマれば、リブランディングも可能でしょう。ただ、これからはフィフティフィフティの関係性になっていくと思います。要は、今まで特に日本では、どちらかがどちらかに組み込まれるパターンが多かった。CMやドラマのタイアップが分かりやすい例ですが、アーティストが組み込まれている形ですよね？　でも今後は、もっと並列、かつ中長期的な関係性のもとに存在するカタチがあっても良いのかなって思います。それを“ブランドパートナーシップ”と言いますが、そういう形が増えてほしいですね。新しいブランドと音楽のスクラムのカタチを目指していくのもModern Ageの重要なミッションの１つです。

——これまではアーティストと企業コラボは、大手広告代理店が取り持つ大規模な形しかなかった。企業の担当者とマネージャーが直接話し合うような機会は無いから、ユーザーから遠い企画になりがちですね。でも、これだけソーシャルメディアが普及したんだから、商品のユーザーとアーティストや音楽シーンの親和性が高ければ、小さな規模でも効果的なことができるはず。音楽ビジネスという観点でも、この分野はこれからとても重要になると思います。

高野　その際に、「自分たちだけに旨味があれば良い」という感覚で双方が組もうとすると、うまく行かない。「一緒に持ち上がった結果、お互いにハッピーだったね」という考え方でないと、たぶんうまく行かないと思います。新しいタイアップのカタチを作る、それを僕は“レイヤーマーケティング”と呼んでいます。
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物語を作れる能力

——Modern Ageでの成功例がたくさん出てくると、音楽業界的にとっても大きなプラスだと思います。

高野　音楽業界とブランドを接続することができる、文脈を作ることができるというのが、トライバルメディアハウスの中にあるModern Ageの意味だと思うんです。要は、どちらの世界も分かっているから、できること・できないことを判断できるし、逆に新しい付加価値を提案することができる。音楽とは全然関係が無い多様なブランドさんとのお仕事がメインの会社の中にあることで、有機的につなげられるものがある。音楽を通したコミュニケーションデザインなら、Modern Ageはきっと貢献できることがある。そこが強みだし、これからも実践していきたいことですね。海外で当たり前になっている音楽マーケティングを日本でもやるんだ！　という思いは設立当初から持っています。誰も拓いていない道を開拓していきたい。生意気にもそんな想いです。

——アメリカでは、レコード会社の宣伝部からコカコーラの宣伝部に転職するとか、よくあるそうでが、日本では滅多に聞かないですね。

高野　もちろん、レーベルの方がコーラに行った方が話は早いでしょう。でも、そこで物語を作る能力というのはまた別だと思うんです。やっぱりただ両方の業界を知っているだけではダメで、デジタルマーケティングとかマスマーケティング、コンテクストプランニングを分かった上でないとできない。そこは僕らもバリューを出していかないと、「要らないよね」という話になってしまう。

——物語を作れる能力が不可欠だとして、音楽におけるコミュニケーションデザインはどのようなものですか？

高野　やはり１つはコンテクストを作れるかどうかではないでしょうか。ブランドコンテクスト、メディアコンテクスト、アーティストコンテクストすべてを、どう紡いで全体的に一貫した物語を描けるか。特に音楽の場合はアーティスト本人に意志が存在するので、どんなに周りが言っても、本人が嫌だったら成立しない時があります。そういった場合も多いので、強度なコンテクストを作るチカラが、今後ブランド側も音楽側も求められてくると思います。

事務所の未来像

——そういう意味では、これまでも優秀なマネージャーはマーケターだったし、これからは、ますますそうあるべき時代ですね。

高野　まさにそうですね。これからの事務所はより一層マーケティング会社になるべきだと思います。そのためには、物語を作る能力も同様に今まで以上に必要になると思います。マーケティングと言うと左脳的でロジカルな感じで、冷たい感じも抱きやすいので、拒否反応を示す人も多いのですが、結局は、素晴らしいものを届ける仕掛けと仕組みのことです。マーケティングは、心が動くものがあって初めて機能するものです。

——事務所の仕事は、現状では結構B to Bの側面が強い。でもソーシャル時代の事務所は、B to Cのビジネスノウハウをもっと持たないといけないですね。コンサートの集客だけできれば良い時代ではないですから、B to B to C的なスキルが必要です。

高野　究極な話をしてしまえば、Modern Ageがプロダクション機能を持っても良い。そういう感じで、いろいろな垣根がどんどん取り払われていくのかもしれませんね。

——やはり僕の思った通り、高野さんはニューミドルマンですね。バグのノウハウも全部提供するので、良いアーティストが見つかったら、一緒にマネージメントもやりましょう。

高野　ぜひお願いします。楽しみです。
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　音楽は、テクノロジーの発展と共に変化してきました。音楽ビジネスの視点だと、マネタイズの方法や情報伝達、プロモーションなど、プラットフォームやメディアに目が行きがちですが、表現そのものの拡大にテクノロジーを活かすという視点も同じくらい、重要です。

　僕は、アイドルシーンは活性化していても、全体的には閉塞感がある、日本の音楽シーンを打破するのは、新たな“バンド”の出現ではないかと密かに思っています。

　話はそれますが、40代以上のサウンドプロデューサーなどと話をしていると、「今の若者がバンドをやっていてモテるのか？」という話題になります。

　僕の“バンド”の定義は、仲間としての紐帯を持って、このメンバーでしかできない独自の表現、価値観を提示して、社会に認められようとする運動です。だから、バンドには夢があるし、音楽業界関係者が、ロマンを持って接するのです。名誉もお金も手に入ります。IT起業の方がお金になるし、最近は名誉も手に入れられると思うかもしれませんが、数万人の観客の熱狂をステージで受けるような体験は、事業家では難しいです。音楽家は今でも、歓喜と熱狂と経済力と知名度を同時に手に入られる夢がある職業です。


　J-POPのイノベーション

　では今、若者が“バンド”を組むとしたらどうすればよいでしょうか？　ドラムとベースとギターとボーカルというのは、アナログ時代のフォーマットです。もちろん、その魅力が無くなったわけではありませんが、EDMフェスティバルが大人気なように、DAWで作られた音楽が大きな位置を占めているのが現代です。では、1人で全部やるのか？　それも選択肢の1つでしょう。でも、この組み合せでしか起きない化学反応に、ファンは夢を託すという側面もあります。

僕は、“音楽を作る人”“パフォーマンスする人”“VJもしくは映像クリエイター”“テクノロジスト”の4人の組み合わせが、ブレイクスルーするベストマッチだと思っています。
参考になるのは、Perfumeです。広島のライブアイドルからキャリアをスタートした彼女たちは、大成功を収めて、海外でもファンが増えてきています。
　Perfumeの3人は、言うまでもなく“パフォーマンスする人”です。加工したボーカルを聴かせるスタイルですから、ライブではクチパクです。ただアイコンとして、存在することでユーザーからの熱狂を受け止めています。このプロジェクトにおいては、“音楽を作る人”は中田ヤスタカです。そして、ステージ演出は、“テクノロジスト”としてRhizomatiksの真鍋大度が活躍しています。ライゾマはチームとして映像も含んだ表現になっているので、“テクノロジスト兼映像クリエイター”と言えるでしょう。素晴らしいチームアップですが、これは“大人たち”が組成したチームです。

　僕がイメージしているのは、インディペンデントなクリエイター、音楽家達が、自らこの4つの役割でチームを組み、“バンド”的な関係性で、活動をすることです。

　この形式の“バンド”は日本人の強みを活かしやすいので、グローバルな活動もスムーズに行なえる可能性が高いです。

　新たな展開が起きる時は、特定のジャンルがシーンとして盛り上がるというのが音楽界の歴史です。ビジュアル系もそうでした。ダンスミュージック系も渋谷系も、ライブハウスやクラブの草の根でシーンが盛り上がり、幾つかのバンドが大成功をして、ますます活性化していく。この好循環が必要です。

　J-POPのイノベーションは、こんな組み合せのバンドがたくさん出てくる新しい“バンド”シーンが出現し、ムーブメントになった時に、起こるはずです。こんなシーンの創出のきっかけを作りたいと考えています。

　ニューミドルマンは、新たなテクノロジーへの知見が必要です。ドローン（無人航空機）の開発状況はどうなっているのか、360度映像に適したカメラはどれなのか、それぞれの分野で傑出したクリエイターは誰なのか？　そんなことを意識しておきましょう。


　n次創作もポジティブな対応を

　n次創作も注目の分野です。ダンスミュージックシーンでリミックスという手法が始まったのは1970年代後半ですが、PCで音楽をつくれるようになって、大きく広まりました。

　ニコニコ動画では、マッド動画と言われる、既存の画像、映像、アニメーションなどを個人が自由に編集した二次創作作品群が人気です。

　二次創作された作品に、別のユーザーが手を加えて、3次、4次……と作られていくので、“n次創作”と呼ばれています。

　吉幾三の「俺ら東京さ行ぐだ」にさまざまな作品を加えたシリーズは、殿堂といわれるほど多種多様な人気作品がありますが、最近は、ロックバンドSEKAI NO OWARIの楽曲「Dragon Night」とのマッド動画が話題を呼んでいました。

　これらの行為は、ほとんどの場合、著作権法には違反する行為ですが、アーティスト自身が許容のコメントを出すという、“積極的黙認”という形になっています。

　従来の法律やビジネスのルールの枠には収まらない事象ですが、ユーザーが物語を持って楽曲が広まっていくという意味で、非常に効果的なプロモーションであります。新たな作品をつくるクリエイティブなヒントにもなるはずなので、ニューミドルマンとしてはポジティブに受け入れて対応していきましょう。
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　一時期、DIY（Do It Yourself）という言葉が流行っていました。時代の変化で、アーティストは何でも自分でやれるようになったという言説も広まっています。しかし、僕はこのDIYミュージシャンをもてはやす風潮には批判的です。理由は、バイトしないで自分たちだけが食えるミュージシャンが増えても、意味が無いと思っているからです。

　もう少し本質的なところから話を始めます。音楽は、おそらく人類の歴史と同じくらいの長い歴史を持っています。音楽はそれ自体で価値があるし、プロだけのものではありません。年に一度の祭りで歌うことで村人を癒やすシンガーの歌が、LAにプール付きの豪邸を持つアーティストより劣っているということはありません。音楽は存在するだけで価値があるのです。やりたい人が、やりたい時にやれば良いことです。

　しかし、ポップミュージックをビシネスにするとなると、話は別です。お金も名声も同時に手に入る、夢のある世界でなければいけません。バイトをしなくて済むことを喜んでいる音楽家に、誰が憧れるでしょうか？　プロの音楽家という定義には、マネージャーやコンサートスタッフなど、音楽に携わる人達が仕事としてかかわれるだけの稼ぎがあるということが、前提だと僕は思います。

　僕は自分の人生の時間を、DIYの音楽家を増やすことに費やすつもりは1mmもありません。ただ、DIYにもとても良いところが1つだけあります。それは、“挑戦が続けられる”ということです。ヒット曲を出したり、スターになるためには“運”が必要です。自分に幸運が巡ってくるまで、チャンスが来るまで音楽を続けられるという意味において、DIY型の活動でバイトせずに音楽をしていけることは素晴らしいと思います。

　仮に「分かる人だけ分かってくれれば良い。ヒット曲もアリーナコンサートも望まない」と言っていたとしても、アーティストのこの言葉を真に受けてはいけません。「売れたい」と思うことは、心がシンドイことだし、そう口に出すと周りからの意見に耳を傾けなければならなくなります。その種の発言は、多くの場合、自分を守りたいというアーティストの防衛本能から出ています。丁寧に心を解きほぐして、前向きになるようにしてあげましょう。「自分の音楽を1人でも多くの人に聴いてもらいたい」と願わない音楽家など、この世にいませんから。


　世の中と折り合いがつかないアーティスト

　不安定になりがちなアーティストのマインドケアも、大きな仕事です。多くのアーティストは、自分を客観視することができません。自己愛を持て余して、追い詰めたれた時に、作品として昇華するまで自己愛にフォーカスできる才能が名曲を生んだりするものです。

　社会に不適格だから音楽に向かうのか、音楽家を職業にするから社会不適格者になるのか。おそらくはその両面と思うのですが、世の中と折り合いがつかないアーティストを外の世界とアジャストするのも、僕らの大切な役割です。才能と人格はイコールではありません。器が小さいと,大きな才能を支えきれずに潰れてしまうこともあります。アーティストの才能を愛し、尊敬することは大切ですが、人柄に対しては時には突き放す見方も必要です。人間力と包容力を持って、アーティストと接しましょう。

　……などと偉そうに書いていますが、僕も失敗の連続で、人を育てるのが一番難しいことだと実感しています。長年、物心両面で面倒を見てきた男に裏切られて、人間不信に陥った経験もあります。そんな後悔もあって、若いアーティスト、クリエイターに対する人間教育だけはしっかりやろうと肝に銘じています。

　最後に、同世代の尊敬する同業者で、心理療法を本格的に学んで、そちらでもプロになってしまった小杉茂さんのインタビューを掲載します。Hi-STANDARDを売り出した名マネージャーでもある小杉さんのマインドケア論は、有益なお話になるはずです。
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アーティストマネージメントに心理学が必要な理由

HOWLING BULLの代表取締役として、多数のバンドの作品リリースやマネージメントに携わる小杉茂氏は、Creative Communication Managementの代表取締役でもあり、全米NLP協会認定トレーナーとして活動中。心理学を学び、カウンセリングやコーチングの専門家として、一般企業からアーティストまでの心のケアを行なっているのだ。「一流のマネージャー達は既にやっていることだけど、無自覚だった心理学的な対応を言語化して、これから仕事を始める人にノウハウとして伝えたい」という言葉には説得力がある。実は密接な、マネージメントと心理学の関係について伺った。

Creative Communication Management  ( http://ccm-japan.com )

バンドが大きくなったとき

——小杉さんが心理学を学ぼうと思った経緯から教えてください。

小杉　1994〜99年にHi-STAND ARDのマネージャーをしていたんですけど、あるとき「俺がいなくてもこいつらはやっていけるな」と思うようになって、半年〜１年くらい悩んでいたんです。そんなある日、なぜか細川（健／ヤングジャパン創設者）さんが僕のところに会いに来てくれた。初対面だったのですが、その後も何回かお話させていただく中で、「この人だったら！」と思って、抱えていた悩みを相談してみたんです。

——それは良い話ですね。

小杉　細川さんは、「自分の権利をずっと主張するヤツもいるし、ミュージシャンをどんどん卒業させるヤツもいる。それは、価値観の問題。自分がやりたいようにやれば良いんだよ」とおっしゃって。「ああ、選べるのか」と気付いたんです。それで考えたのが、自分とバンドのバランスが悪いのであれば、離れた方がお互いのためになるなということ。周りの先輩方を見ていても、成功したアーティストとの関係は皆さん苦労されている。その一方で、すごく上手くやっている方もいらっしゃる。これは何だろうというのが、スタート地点なんですね。

——細川さんは僕もお世話になったし、尊敬する大先輩です。2013年に亡くなった時は、ショックでした。小杉さんも縁が深かったですね。

小杉　その後、2000年くらいにあるアーティストがうつ病になりました。そこからアーティストが精神的な病に倒れることが続いていた中で、ある映画を見たんです。アルコール中毒になったアーティストを、マネージメントとカウンセラーが1つのチームとなって復活させるまでのプロセスを描いた作品だったのですが、それを見た時につながったんです。カウンセリングは、もしかしたらアーティストマネージメントに必要なスキルなのじゃないか、と。そして、売れたら立場が逆転してしまうアーティストに対する時に、アーティストのメンタルをサポートするというスキルこそ、僕が求めていたパズルのピースじゃないかと確信したんです。そこから勉強を始めて、カウンセラーの資格を取ったり、カウンセリングを教える資格を取ったりしました。

——お互い音制連の理事だった時に一緒に飲んでいて、「弁護士でも税理士でもないのにマネージャーだなんて、いつまで言えるのかな？」という小杉さんの発言に衝撃を受けたのが10年前です。10年をかけて、マネージャーに必要な新しいスキルを身に付けたのはすごいですね。

小杉　アーティストマネージメントに使える心理学を体系化できたら、すごくうれしいですね。これは自分のためでもあるし、誰かに伝えて利用してもらえたら、音楽業界ももっと良くなる。そう考えています。
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脳の仕様書を作る

——カウンセリングでは、具体的にはどのようなことをするのですか？

小杉　一番大切なのは、その人の“脳の仕様書を作る”ことです。自分がどういうタイプの人間で、どういう傾向があるのかを本人が理解できると、「ああ、俺ってこういう考え方をしがちなのか。じゃあ、こういう風に考えてみようかな？」というように、選択肢の幅が広がります。心が壊れていくのは、こんがらがった結び目がどんどん硬くなって、出口が無くなってしまうから。それをほどいていろんな多様性を見せないと、逃げ場が無くなって行き詰まってしまうんです。

——それは、アーティストに対しても同じですか？

小杉　アーティストの場合はカウンセリングというより、コーチングに近いですね。目標を設定して、その目標にたどり着くにはどうしたら良いかを考えていく。例えば２年以内に武道館という目標があったら、いまの状況とのギャップをどう埋めるかを一緒に話していきます。だから“マネージメント”なんですけど、これは心理学的にも間違っていないやり方です。あとは、僕の場合はバンドが多いから、チームでのケアも多くなります。チームとしての目標に向かって、どう動いていくのか。各個人の役割はどうするのか。明日は何をするのか、明後日は何をするのか。必要なことは何か、足りていないものは何か。どう手に入れるのか。そういうことを全部具体的に、明確にしていきます。

——まさにマネージャーがやっていることですね。バンドだと関係性や役割分担も重要ですね。

小杉　目標設定が延々と続いていれば、バンドが売れても解散しないような気がします。売れるまでは、バンドは一丸となって突き進むじゃないですか？　でも売れると、目標を追求してきた人たちが、今度は問題を見つけて解決しようとしだすんです。人間のモチベーションには2種類のタイプがあって、問題を解決することに長けている人と、目標に突き進むのが得意な人がいて、アーティストになるような人は明らかに後者なんですが、目標を達成してしまったので、周りにある問題を解決しようとする。そうすると、悲惨なことが起きます。なぜなら、彼らは問題を解決することにはそもそもモチベーションが上がらないし、その能力も無いからです。それで、「結成当初からアイツは気に入らなかった」というような話が出てきてしまう。しかも、周りにいる友だちや“新しく知り合った人たち”も焚きつけます。問題解決しか目的がなくなって、自滅してしまう例は多いですね。でもマネージメント側に目標設定をずっと続けていくパワーがあれば、良好な関係を保てるはずです。これは、自分もいろいろ失敗して分かったことですけどね。

アーティストの無意識の力

——アーティストにはメンタルケアが必要な理由は？

小杉　アーティスト＝メンタルが弱い人、ではないんです。でもアーティストであるということは、センシティブであることが多いです。

——そうでなければできない仕事ですからね。

小杉　音楽って、聴く人の感情に影響を与えるじゃないですか？　ということは、アーティストにはそれだけの力があるということで、感受性も当然ですが普通の人より高い。だからこそ、普通の人が気付かなかったようなことを気付かせる言葉を選んだり、心の琴線に触れるメロディラインを作ることができます。でも逆に、僕らが傷つかないことで傷つくこともあるし、何とも思わないことを嫌だなと思ったり、プレッシャーに感じたり、ストレスに感じたりする可能性も高い。そういった時に心のコントロールの仕方が分かっていれば、感情を修正することもできるということですね。

——それが“脳の仕様書”ということですね。

小杉　そうです。クリエイティビティは無意識から出てくるので、アーティストの無意識の力はすごい。でも、コントロールの仕方が分からないと、暴力に走ったり、人から見ると怪しい行動を取ったりすることになる。でもこれも、クリエイティビティの表れです。やっぱり、人と思考回路が違うということ自体が、既にクリエイティブだということだと思います。そして脳の仕様書をアーティスト自身が理解していると、自分の心をもっとうまく使って表現活動をできるようになります。また、意識して無意識を取り込んだ作業ができれば、もっと楽に、もっと幸せに、苦しまずに作品をつくれる。よく言われるのは、「過去のトラウマがあるからこそ、ああいう曲を書けるんです」ということ。でもトラウマで苦しんでいるのであれば、そんなものは外した方が良い。その出来事を経験したというリソースが、楽曲をつくる能力に既になっているわけで、いまは感情的に苦しむ必要は無いのを理解することがとても重要ですね。過去のことを思い出す度に苦しみながら曲を書いているのは、非常にかわいそうだと思います。

——そのコントロールをみんなができるようになると良いですね。

小杉　そうですね、そのようなスキルを学ぶことは、アーティストとの関係性において、これからのマージメントに価値を与えてくれると思います。





付録：新人バンド育成計画例

　最後に、10〜20人程度のファンがいるバンドを、2年かけてキャパ500の会場でのワンマン開催まで育てる想定で活動計画例を紹介しよう。ライブハウスシーンに精通した福田昌弘さんは、20代の頃からの付き合いで、僕の部下として一緒に仕事をしてもらった経験もある優秀なマネージャーだ。『Hermann H.&The Pacemakers』や『つばき』といったライブシーンで人気のバンドをゼロから育てた実績を持っている。無名の新人を育てたい人には、参考になるプラン例だ。　テキスト：福田昌弘

　すべてはイメージ戦略から始まる

　新人のバンドと一緒にやろうとなったら、まずは“どういうバンドなのか”という色を明確にして、それによってWEBサイトやSNSも含めた見え方を統一していくのが肝心です。この最初のイメージ戦略は、実はとても大事だと感じています。この段階の子たちは“何となく”活動している場合も多いので、“何をしたいのか”が見えてくるまで話し合って、自分たちの個性を自覚させることにより、あいまいな感じが無くなっていくからです。

　その上で、僕の場合は2年くらいの活動計画を立てることになります。迷子にならないための地図のようなものですが、逆に言えば、ここまで想像できるバンドかどうかが、一緒にやれるかどうかの基準と言えるかもしれません。またこの活動計画は、バンドのメンバー全員で共有することで、自分がいまやるべきことは何か、それができているのかどうかを可視化するようにします。放っておくとすぐにダラケてしまうので、常に目標を立てて、道標を作っておくわけです。

　さて、1年目のピークは翌年9月のレコ発ファイナルで、まずはそこに向けた1年ということになります。

　ここで注目していただきたいのは、“とにかく曲作り”という注意書きですね。このレベルのバンドは持ち曲が10曲程度ということも多く、シングルCDやアルバムをリリースすると、すぐにストックが無くなってしまいます。それではメジャーのローテーションには入れませんし、ツアーで売るCDすら旧作のみということになってしまいます。ですから、まずは曲をどんどん書かせるのが大事なのです。スピード感のある曲づくりに慣れさせるという意味もあります。

　また非常にアナログですが、ツアー情報などを入れ込んだチラシを、とにかく撒くのも重要です。先輩バンドのワンマンがあれば自分たちで配るなど、つながりのあるバンドのライブにはなるべく本人が稼働するべきでしょう。「何か見たことがあるな」と思ってもらうのは、とても意味があることです。

　CDに関しては、リリースするのが目的というよりは、活動を続けるためにリリースするという感じでしょうか。ショップ限定にすればリスクも減らせますし、どの店で売れるのかという情報を得ることもできます。フラッグ店舗が分かれば、次回以降はそこを中心に考えていくこともできます。

　そんな感じで地方のライブや自主企画も織り込みつつ、9月に向けて盛り上げていきます。どれか1つだけで成立するわけではなく、いろいろな要素を絡めて盛り上げていくのがポイントではないでしょうか？　地方に関しては、MINAMI WHEELや街ぐるみのフェスに参加することで、認知度を上げることもできます。
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　とにかく止まらないことが大事

　ワンマンが終わった段階で、このまま行けるのか、軌道修正するのかを考えることになります（戦略プランニング再構築）。とはいえ、活動が途切れてしまってはいけないので、自主企画２本からミニアルバムのリリースまでをくっつけておく。そういうものが決まっていればチラシを作れるので、またチラシ撒きも可能になる。そういう循環になっています（笑）。とにかく、止まらないことが大事です。

　ちなみにキャパ500のハコは、1年前から仮でも良いので押さえておかないと間に合いません。ただ戦略プランニング再構築の段階で、キャラが見えてくるので、ワンマンにこだわらないケースも考えられます。対バン企画の方がお祭り感もあってお客さんが来る、というような場合ですね。ですから企画内容はギリギリまで待って、とりあえずはハコを押さえておきます。もちろんハコとバンドの関係性も大事ですし、関係者を呼ぶなら平日、お客さんを入れたいなら土日みたいな不文律もあるので、場所と日程はきちんと考えておかないといけません。

　2年目の段階でも、夏フェスはまだ全然無理ですし、ライブに対するアプローチはそんなに変わらないと言えるでしょう。また、“とにかく曲作り”というのも、同じです。この段階では、作品をリリースする度に曲が減っていきます。“名曲としてずっと売れていく”前の段階ですから、そこは覚悟が必要です。

　この2年くらいはお金にならないので、メンバーも大変だと思います。でも、最初は「マネージメントが何でもやってくれる」と思っていた子たちも、「自分たちがやりたいことを手伝ってくれるのがマネージメントだ」ということが分かり、主体性が出て、やりたいことも明確化していく。そうなるとアーティストも成長しますし、マネージメントとは信頼関係も醸成されて、良いムードになっていくものです。経験則で言えば、組織に頼らない人力でも上手く回れば、キャパ500人のイベントを成功させるレベルまでは行けるという確信があります。

　ここから先はメジャーも見えてきますし、さまざまです。ただ、この計画に則って活動をしてきたバンドであれば、もう迷子になることは無いでしょう。放っておくと、「ワンマンが終わったけど、次はどうしたら良いんだろう？」となってしまうのですが、これを見れば“同じことを何回でも繰り返す”というのが分かりますからね（笑）。


§

　今回は仮のバンドでの例を紹介しましたが、いわゆる歌もののロックバンドであれば、このフォーマットの中でいかに独自性やオリジナリティを出していくのか、ということになると思います。

　いずれにしても、今の自分達の場所を常に確認して、目標を可視化するのはとても大事です。迷子にならないために、ぜひ参考にしてください。
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		音楽に携わるニューミドルマンの目指す方向として、もう1つのとても重要な道があります。ITサービスの分野でイノベーション起こすことです。

		欧米では、SpotifyもPANDORAもShazamもBEATSもすべて、ベンチャー企業のサービスとして始まっています。

		残念ながらエンターテインメントの分野で、これらに匹敵するようなサービスは日本から登場していないのが現状です。

		本章では、スタートアップでも取り組める、日本に必要な音楽関連サービスについてまとめました。洗練度の高い日本人ユーザーをベースに、世界で通用する音楽関連サービスが出てくることを強く願っています。もちろん、僕に手伝えることがあれば、何でもやるつもりでいます。いくつか“場つくり”は始めています。

		奇想天外なアイデアと強い意志を持って、新サービスで音楽を拡張してください。
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　2013年に出版した拙著『世界を変える80年代生れの起業家』（SPACE SHOWER BOOKS）では、可能性のある起業家を10人紹介しました。僕の目線で選んだので、音楽と接点のあるサービスも多く、みんなそれぞれ頑張っています。彼らのその後を、ここで紹介しておきましょう。

　LyricaやDiscodeerと言った人気スマホアプリをつくった関根裕介さんは、FOGGという会社を設立して、iamというプロフィールサービスを始めました。そのバリエーション的にリリースしたCHEERZというアイドル応援アプリがブレイクして、今、勝負に出ている印象です。マネタイズが難しいこの分野で、アイドル事務所とシェアしながら収益を上げているのは立派なことです。

　YouTubeなどのプレイリストをロボットのアバターで交換するというアイデアで始めたBEATROBOは、スマホのイヤホンジャックに挿してアクティベートする方式の特許を取って、PlugAirというスマホガジェットを開発しました。第二章で紹介したようにアクセス権をグッズ化できることになるので、CDプレーヤーを持っていない若年層向けの商品としてレコード会社から、ファン向けのグッズとしてTM NETWORKや倖田來未といった大物アーティストから利用されるようになっています。日本で製造を行なうなら、大手企業との提携が必要だと思い、ローソンHMVエンタテイメントをつなぐお手伝いをしました。最近は、エンタメの世界でデファクトになるだけではなく、多方面で注目を集めているようです。

　スマホで誰でも簡単に多重録音ができるnanaも、爆発的にユーザーを伸ばしています。パソコンを持っていない女子高生などが中心で、ニコニコ動画の“歌い手”のボジションがnanaに移っている印象です。nanaフェスというリアルイベントも好調のようです。

　スタートアップと大企業をマッチングするcrewwは、日本テレビからの出資も受け、着実に実績を上げているようです。START ME UP AWARDS（P153参照）にも協力してもらっています。
平山和泉さんのワンプルーフも、EC運用のコンサルティングとして目覚ましい伸びのようです。

　インディーズアーティストと音楽配信サービスをつなぐ、ソリューション提供型のアグリゲーションサービスTunecoreの日本法人Tunecore Japanも着々と存在感を高めています。

　他にもプロ／アマの作曲家1万5千人超の会員を抱える“日本のSoundCloud”クレオフーガや、スマホチケットのtixee、女性向けのファッションキュレーション＆セレクトショップのLocariなど、それぞれ個性的なサービスです。

　インディーズアーティストを応援するフリクルは、パーソナルレコメンドを行なうLumitを開始しました。

　スタートアップが、当初の事業方針や主力商品を変えて方向転換することを“ピボット”と言いますが、BEATROBOのPlugAirや、FOGGのCHEERZなど、機敏なピボットは成功への近道です。
この10人を選ばせてもらったのは2013年の初夏の頃ですが、あと数年で、何人かの成功組は出てきそうです。僕は投資家ではありませんが、5％くらいでほめられるスタートアップへの評価の中で、3割打者になれたなら自慢できるなと楽しみにしています。

　もちろん、音楽シーンに刺激を与えてくれること、日本の広義のエンタメ、コンテンツ業界を活性化してくれることにも大きな期待をしています。
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　今、日本の音楽界で一番弱っている部分は、新人アーティストの開発、育成の分野です。

　以前はレコード会社の資金が、投資されていました。中小のプロダクションは、アーティストを発掘し、コンセプトを明確にし、楽曲力とライブパフォーマンス力を向上させて、コアなひと握りのファンをつくったところで、レコード会社にプレゼンテーションして、契約するというやり方が一般的でした。プロトタイプをつくって、投資を募るような方法です。当時は、メジャーレーベルとの契約を目先の目標設定にできました。レーベル契約が取れれば、数千万〜数億円規模の投資がされ、さまざまな運営費も含めて、3年くらいはアーティストを活動させることができるからです。数年以内に売れなければだめですが、新人育成の際に、レーベル契約は一息つける“踊り場”のような場所でした。今は、レコード会社に余裕がなくなったので、契約金などは取れなくなりました。3年先で回収と考えてくれるレコード会社はいなくなりました。

　第四章で見たように、アメリカではこの領域のかなりの部分をクラウドファンドサービスが担うようになっています。


　新人アーティスト向けクラウドファンド

　では、音楽ビジネス生態系の一翼を担うクラウドファンドサービスが機能する条件を考えてみましょう。

　・手数料：日本の多くのサービスの手数料は20%です。これだとアーティストサイドもやる気が出ませんし、ファンもしらけてしまいます。アメリカと同等の５％＋決済手数料（＝8〜12％）が適切です。

　・メディア力：音楽好きが集まる必要があります。音楽ファンを自覚するユーザーが集まる場所で、新しいアーティストの楽曲やメッセージに呼応して少額でもお金を出す、そんな空気が無いと機能しません。

　以下は、僕の私案です。

　・ポイント活用：ウェブマネー普及が遅れている日本のネット上の少額課金は、ポイントが担うというのが僕の持論です。Tポイント、Pon ta、SUICA、楽天などのポイントを活用するシステムが求められます。

　・プロの目利きの投資システムを加える：新人を売り出すためには、資金の規模が重要です。ユーザーからの資金だけで限界があるとしたら、プロフェッショナル投資も加えたいです。

　ユーザーから一定額集めたら、プロの目利きによるチェックを経た上で、既存の音楽出版社などが出資するという仕組みはいかがでしょう。音楽業界からの出資と共に、コンテンツファンドなどからの投資を加えられると厚みが出ます。例えばユーザーから100万円、音楽業界から500万円、投資家から500万円というような形での1,000万円以上の金額が、当たり前のようにインディーズアーティストに投資される状況が生まれると生態系が変わります。

　プロのマネージャーが使いたくなるか？

　僕の中では、音楽ビジネス生態系の中で機能するクラウドファンドに関して明確なイメージがあります。第一線のマネージャーがこれから仕掛けようと思う新人アーティストで使ってみようと思うかどうかです。一流のマネージャーは、売れていない時期からバンドのブランドイメージは気にするので、ファンがダサいと思うサイトにアーティストを露出させることはあり得ません。一方、数百万円程度の金額であれば、自社負担でやれてしまいます。

　クラウドファンドを一流マネージャーが使うための条件は、良質の音楽ファンが集って、1,000万円以上の資金調達が見えていることです。

　既に“クラウドファンド”という言葉が、日本ではイメージとして微妙になっているかもしれません。見せ方の工夫は必要ですが、音楽、特にアーティストの資金調達に特化したクラウドファンド的な機能は音楽ビジネス生態系の再構築のために不可欠です。
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　第四章で、アメリカにあって、日本に無いものを羅列してみました。ここには、間違い無くビジネスチャンスが眠っています。

　ただ気を付けたいのは、一昔前に流行った“タイムマシン経営”を志向しないことです。“タイムマシン経営”というのは、進歩しているアメリカで流行っているサービスを日本に持ってきて、日本語版のサービスにすることで成功するという考え方です。

　インターネットのアクセス規制を行なっている中国では今でも有効な方法のようですが、日本では、その考え方だと“本家”にはかないません。日本で普及していない理由を分析した上で、日本に合った形に練り直して、日本人の優位性を活かした、日本発のグローバルサービスとなり得るようなモデルを考えたいところです。

　新時代型のファンクラブ構築には、大きな可能性があります。ここでは、ソーシャルゲームのやり方から学びましょう。年会費が一律5,000円というような、硬直化した制度は止めるのです。コンサートチケット販売と、CDやDVDのリリースなどを別々に行なうのではなく、アーティストが提供できるあらゆることを一元化したプランの中で、効率よく換金、集金するモデルをつくります。特定のファンだけを対象にしたリアルイベントや、ネット生中継などのオンラインコミュニケーションを組み合わせて、ファンにとっても魅力的な制度をつくりましょう。

　新曲を発表前にいち早く聴けるなどの“特別待遇”も重要だと思いますが、“アーティストのプロモーションを手伝わせてあげる”という発想も効果的でしょう。宣伝活動を担う、特別なファンとして公認するような仕組みです。ポスターを送って、自分の行きつけのお店に張って、その写真をSNSに上げてもらう、というような活動を、高額会員向けのサービスとして提供するのです。

　コンサート会場にVIP席を設けたり、アフターパーティへの参加を保証するようなプレミアムな会員制度もつくりたいです。ソーシャルゲームから学ぶことは、無料会員を自然な形で有料に誘導すること、定額の会費だけでなく“アイテム課金”的なビジネスを行なうこと、高額のお金を使いたい人には気持ちよく使わせてあげることの3点です。

　また、この新時代型ファンクラブは、効率的なマネタイズだけでなく、ユーザーがユーザーを呼び込むような仕組みをつくることが大きなポイントです。ピラミッド型の三角形で、底辺には無料会員が居る、フリーミアムモデルをイメージしましょう。登録が必要な無料会員の外側がTwitterなど各種SNSでの公式アカウントのフォロワー、というような構造です。ファンクラブ限定グッズは、まさにソシャゲのアイテム課金的なマネタイズ方法になるでしょう。

　サービス事業者としては、さまざまなアーティストを同じフォーマットに落とし込みたいという誘惑に駆られますが、ファン意識は複雑なものです。事務所やアーティストごとに、細かい美意識の相違が存在します。プラットフォームとしての拡張性と、アーティストごとのカスタマイズのしやすさを上手に設計する必要があります。裏は共通でも、表は全然違って見えるような仕組みです。ファンクラブと呼ぶ以上、アーティストとマネージャーが好んで使うサービスでなければ、普及は望めません。
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　もう1つ、確実に期待できる分野を紹介します。ストリーミングサービスに付随したサービスのビジネスアイデアの事業化です。

　これから、音楽消費の主流の1つがストリーミングになることは間違いありません。ストリーミングを促進したり、セットでユーザーを楽しませるような付随サービスには可能性がありますが、まだ海外を含めて、ほとんど出てきていません。個人的には、この分野は日本人向きで、もしかしたら日本が“発明”する種類のサービスなのかなという気がしています。

　良い例えかどうか分かりませんが、Zyngaというソーシャルゲーム会社は、Facebookと結びついて、大きく業績を伸ばしました。僕も勉強と思ってやっていましたが、あまりにもつまらなくてびっくりしました。ただ、Facebook上の友人と一緒にやっていると、そこには楽しみはあって、惰性で続けていました。普段は仕事上のお付き合いでご挨拶するだけの方の畑に水をくべに行って、お礼を言われるとか、ちょっと面白いですよね。Zyngaは好調な頃は、Facebook以上の時価総額をつけることもありました。その後、倒産してしまいましたが、一時期、勝ち組になったことは事実です。

　音楽業界のマネージャー仲間とストリーミングサービスの話になると、5年くらい前から僕が言っていることがあります。

　「ストリーミングサービスは確実に来るけれど、レコード会社経由では、正当な印税率を得るのはタフな交渉になるだろう。ストリーミング事業者からの原盤使用料印税以外で、ストリーミングサービスに付随して、事務所でコントロールできるコンテンツをマネタイズするのに知恵を絞ってみよう。ライブ写真やアーティスト写真のアウトテイクを、ストリーミングで何度も聴く人に提供して、途中から有料にするとか？　これまでCDのショップ向けの購入特典で付けていたようないろんなモノを、お金に変えるチャンスかもしれないよ。なんか思いつこうぜ」
こんな、アーティストサイドの要望を具現化してくれるサービスが望まれています。

　これまでもスマートフォン向けでは、楽曲に合わせて歌詞が表示されるアプリがヒットしたことがありました。ガラケー時代には、“きせかえ携帯”といって、カバーなどをカスタマイズするサービスも流行しました。待ち受け画像を凝ったりするなど、日本人消費者の遊び感覚は繊細です。

　アーティストの直筆のサイン色紙は、今でもユーザーにとって価値がありますよね？　着ボイスでヒットしたコンテンツもありました。アーティストが発信するものをいかにスマートにマネタイズするか、そこをサポートするサービスは、ブレイクの可能性を持っています。

　これまでも見てきたように、ストリーミングサービスの普及は、音楽にまつわるユーザーとのコミュニケーションを変えていきます。商売っ気を持って、マネタイズポイントを探しましょう。

　新たなアイデアでサービスを提供して、ユーザーとアーティストの間で存在感を持ち、その他の商材での横展開を行なえば、事業としてのスケールアップも可能になってきます。
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　2012年頃から、世界の音楽サービスの興味は、“MUSIC DISCOV ERY”になっています。音楽のクラウド化で、数千万曲のカタログを持つミュージックボックスにアクセス可能になりました。その状況の中で“ユーザーが喜ぶ新しい楽曲やアーティストとの出逢いをどう演出するか？”が、サービス事業者の最大の関心事なのです。ディスカバリーがキーワードになっているのは、行動を誘発して、ユーザー自身に見つけてもらう“体験”にしたいという思いだろうと僕は理解しています。

　一方、ITの世界での近年のバズワードの筆頭は、ビッグデータではないでしょうか？　ソーシャルメディアの普及やeコマースの広がりで、ユーザー行動が可視化できるようになり、その膨大なユーザー行動を、サービス開発にどう活かしていくのか、新たな事業に結びつけることが課題であり、大きなビジネスチャンスだと言われています。

　MUSIC DISCOVERYは、ビッグデータ活用の一環です。ユーザー行動のビッグデータを楽曲レコメンドに結びつけるテクノロジーとアイデアが音楽サービスの次のイノベーションにもつながるはずです。

　実際は、経験則以上の解析ができていないのが、ユーザーの音楽鑑賞の行動です。PANDORAは人による楽曲のタグ付けと行動パターン分析を組み合わせてレコメンドシステムを作っているように見えます。

　2014年より始まったRUSHというランキングでは、日本語による全ブログと全Twitter投稿をクローリングして、投稿内容のネガポジまで反映させた新曲チャートを作っていますが、非常に興味深い内容です。オリコンランキングを2週間前に予測可能なほか、ユーザーの支持が伴わない“作られた人気”は分かり、メディアに取り上げられる前に突発的な人気楽曲を発見するという効果があります。ユーザー動向分析の成功例と言えるでしょう。

　ただ、ユーザー行動分析から作られたアルゴリズムよりは、音楽に詳しいキュレーターの推奨の方が精度が高いケースの多いのが現状です。“コロンブスの卵”的な、発想の転換にチャンスがあるかもしれません。ユーザーに“発見”の喜びがあるサービス創出に、挑戦してみてください。

　レコメンドシステムを成立させるために、もう1つ必要なのは、しっかりとした楽曲データベースです。メタデータという言い方をしますが、1つの楽曲はデータが束になっています。楽曲名、アーティスト名、作詞・作曲者、原盤権利者名、収録アルバム、タイアップがあればドラマやCMタイトルに、歌詞や参加ミュージシャンなど、さまざまな情報が付随しています。ところが、日本ではデータベースが未整備なのが大きな課題になっています。業界全体で標準化したデータベースが無いために、サービス事業者がそれぞれ開発することになって、非効率で高価で不完全なものになってしまっています。

　実は、楽曲データベースは存在しています。日本の権利分配のシステムは整備されているので、分配のためのデータベースはあるのです。楽曲（JASRACコード）、原盤(ISRC番号)、アーティスト（CPRAコード）などが、串刺しになっているデータベースが存在しています。問題は、分配管理のために設計され、使用されていて、流通促進のために、ユーザー向けサービスが使いやすい状況で開放されていないことです。

　楽曲データベースは、海外サービスに覇権を握られないための対策にも有効です。本来は、権利者団体が協力して、事業者向けにサービスとして提供して、音楽流通の活性化を図るべきなのですが、足並みが揃わないまま現在に至っているのは慙愧の念に耐えません。

　欧米では、GRACENOTEがデータベースの専門会社として存在しています。もともとはCDDBという、PCにCDを取り込むとiTunesが自動的にトラック名を取り込むサービスをUGMとして運営しました。当初は、Wikipedia的な公共物だったのですが、GRACENOTEが事業化しました、最近は、企業買収、合併などを通じて、テレビの番組表のデジタルデータも整備し、スポーツ、映画、ドラマ、音楽などを一元的に情報提供する仕組みを提供しています。

　残念ながら、コンテンツに関するデータベースの整備状況も日米の差は大きいと言わざるを得ません。
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　Groovesharkというサービスがあったことを知っていますか？　ユーザーが楽曲を自由にアップロードして、無料で誰でも聴くようにできるという、著作権法的には“真っ黒”な違法サービスでした。支持する人も居たでしょうが、僕は全く評価しないサービスです。閉鎖した時は、“結局レコード業界に謝らされて、超ダセー”とも書きました。閉鎖になるまでは、知る人が増えないように、Groovesharkに関する発言は控えていたので、その反動もあって大人気ない投稿をしてしまいました。閉鎖を発表するまでは、共同創業者でCEOのサム・タランティーノは自社の正当性を主張、レコード会社が時代遅れだとの論陣を張っていました。“盗人猛々しい”というのは、このことだなと思って見ていました。そのGroovesharkが「音楽やアーティストをリスペクトしているなら、権利者に利用料が支払われる許諾済みサイトを利用して」と言って、サイトを閉鎖したのです。全面敗北と言って良いでしょう。

　僕がGroovesharkを否定するのは、イノベ−ションもクリエイティビティも、全く感じなかったからです。斬新なアイデアはありません。著作権のルールがあるから他の人がやらずにいたことをやっただけです。ついでに言うと、デザインもかっこ良くないし、UIも使いにくい。既存の仕組みを闇雲に壊して、これが時代の変化だと言い張る姿勢は、社会の進化にとって無意味というより有害です。反則技で勝つことはイノベーションとは言いません。

　IT事業者が音楽サービスを行なう時に大切なのは、音楽とその歴史に対するリスペクトです。人類は歴史上、膨大な数の楽曲を生み出しています。たくさんの音楽家が精魂を込めてつくった作品が大量にあります。そして音楽家は必ずと言って良いほど、誰かの音楽に感動して音楽家を志しています。音楽の歴史は連綿とつながっているのです。

　さまざまな障壁が溶けているデジタルの時代ですが、作品を尊重する気持ち、その作品がつくられた歴史を大切に思う気持ちの無い事業者によるサービスは、コアなユーザーから支持されることは無いでしょう。

　一方で、音楽への愛情だけで独り善がりになってはいけません。日本の音楽系の起業志望者は、やりたいことに引っ張られて、情報収集が不十分なケースを多く見受けます。想いが強いのは良いことですが、他の分野の起業家と比べて、不勉強でレベルが低い場合が多いという印象を持っています。アイデアを思い付いた時に、似たサービスがないか、コンペティターが何になるかをチェックしましょう。

　また、投資家を儲けさせるためだけに起業するわけではありません。スケーラビリティ（市場可能性やマネタイズでのブレイク）は理解するべきですが、固執する必要は無く、自分がやりたいこと、成立したら喜んでくれる人の顔が見えるサービスを、自信を持ってやりましょう。


　“START ME UP AWARDS”が起業を応援

　僕がオーガナイザーとして企画したエンタメ系スタートアップを対象にした“START ME UP AWARDS”は、そんな人達を応援するために2014年に始めました。既存のメディア業界、音楽業界、B to Cで嗜好性のある商品を扱っているすべての企業、製造業でも小売でも流通でもエンタメ感は重要です。エンタメはユーザーを喜ばすという意味です。

　ビジネスアイデアを持った個人でも応募できますので、本書の読者はぜひ、エントリーしてください。二次審査の審査員をキュレーターと呼び、ファイナリストに選ばれた起業家の事業プランをブラッシュアップする手伝いをするのも、SMUAの売りの1つです。エンタメ、メディア業界で、実績と見識のある有志の方々の手助けで成立しています。スタートアップ対象のベンチャーキャピタルも集まってくれています。

　目指すべきは、世の中を良くするアイデアと高い創造性です。お金を儲けたいだけなら、エンタメコンテンツに触らない方が良いかもしれません。ただエンターテインメントは、多くの人を感動させ、時には人生を変えるようなパワーがあります。クリエイターの想像力に訴求したり、多くの人が良質のコンテンツに触れる機会をつくることは、食糧問題や水問題を解決するのに匹敵する価値を持つ可能性があると、僕は思っています。最近、社会の問題を解結するために起業する“社会起業家”という言葉がありますが、音楽関連の起業は、社会起業家的な感覚が必要なのかもしれません。

　ぜひ、日本からも挑戦する人が増えてほしいです。僕はデジタルネイティブ世代ではありませんし、プログラミングもできませんが、音楽がかかわってくるサービスであれば、目利き力と課題解決力では、役に立てる自負があります。既存勢力との無駄な軋轢を避けて、適切な連携を取れるような水先案内人も努めたいです。


　ミュージシャンズ・ハッカソンへの期待


　もう1つ、僕の取り組みとして“ミュージシャンズ・ハッカソン”を紹介します。ハッカソンは“ハッキングのマラソン”という造語です。一定期間（1日〜2日間が多いです）で、複数のプログラマーやデザイナーが集まって、アイデアを出し合い、新しいサービスやプロダクトの原型をつくり、発表します。ゲーム感覚もありお祭り的でもあります。欧米は、随分前から盛んに行なわれていました。日本でも数年前から急に増えてきた印象があります。

　アメリカなどでは、プログラマーと音楽家が一緒に何かをつくるケースは珍しくありません。ところが日本では、ほとんど話を聞くことがありませんでした。MUSIC HACK DAYという音楽関係のハッカソンが日本にも上陸したのですが、かかわっているのはIT関係やウェブメディア関係者などで、既存のミュージシャンや音楽業界とは接点が無い状態でした。ITリテラシーの高いサウンドプロデューサー浅田祐介さんと話して、START ME UP AWARDSと連動して始めました。名付けて“ミュージシャンズ・ハッカソン”。チームに1人必ず音楽家が居る、というルールで行なうハッカソンです。浅田祐介さんはキャプテンを名乗ってもらい、自分も参加すると同時に、第一線で活躍をしているサウンドプロデューサー達に声を掛けてもらいました。

　結果は素晴らしいものでした。一流の音楽家と作業できるということで、優秀なプログラマーも集まってくれたようです。場のテンションも高く、浅田さん曰く「最近、レコーディング現場でこんなに目を輝かしている音楽家を見たこと無いよ」とのこと。こんなことを続けていけば、何かとんでもないものができるかもしれないと思えて、ワクワクしました。定期的に続けていくつもりです。J-POPの隆盛を支えたのは、第一線のサウンドプロデューサーです。彼らのクリエイティビティと人間力の高さは、大げさではなく日本の財産です。連携してその能力を最大限活用させてもらうつもりです。

　2015年からは神奈川県真鶴町の協力を得て“クリエイターズキャンプ真鶴”にステップアップしました。コーライティングという、欧米では一般的な複数作曲家による共作のキャンプも併設します。毎年恒例にして、映像やデザインや写真や振付家などなど、音楽を中心にオールジャンルのクリエイターが集まる、クリエイターが主役のフェスティバルにしていきたいと思っています。
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　アメリカ法人か日本法人か

　コンテンツ関係のサービスを始めようと思うと、日本の法律や業界慣習を逃れるために、最初からアメリカ法人をつくろうと考える起業家も多いようです。その心意気や考え方は理解できますが、実際の行動計画に落とし込んで、きちんと考える必要があります。

　アメリカや英語圏を中心に、最初からグローバルに仕掛ける、日本は後回しにするという考えなら、アメリカ法人が良いと思います。もし、日本市場で活動するなら、日本法人にしておいた方が賢明です。

　本書で説明したように、著作権のルールについてもアメリカ法人なら自由にできるわけではありません。日本企業との契約書が英語になるだけで、スピード感は落ち、コストも掛かります。日本に拠点を置くのなら、アメリカ法人であることは手間がかかるという意味でマイナスです。


　日本人の優位性はなにか？

　2010年代半ばの日本人が、世界で戦う意味について考えてみましょう。

　第二章で石川さんも発言していますが、日本語文化圏は、今のところ文化レベル、経済力など総合的に見て、英語圏に次ぐ2番目の位置にあります。天皇家は世界で最も長く続いている王朝です。イギリス王室よりもずっと古い歴史を持っています。僕は右翼的な思想を持っているわけではありませんが、日本人をリスペクトしてくれる外国人は、その伝統に対して畏敬の念を持ってくれることは知っておきましょう。

　消費市場としての特徴は、分厚い中間層です。最近は“格差社会”が問題視されていますが、高度成長期に成立した一億総中流状態との比較での指摘です。識字率や高校、大学への進学率など教育水準も世界一級です。エンターテインメントのユーザーとしては、良質な市場です。

　スティーブ・ジョブズは、ソニーのウォークマンと、NTTドコモのi-modeを参考にして、iPodとiTunes Storeの生態系を考案したと言われています。なのになぜ、日本企業がAppleになれなかったか？ の分析も重要ですが、日本社会が持っている潜在力は高いということも認識しておきましょう。

　グローバルで戦う時に、僕ら日本人が持っている武器の1つが、日本市場やユーザーとアクセスできることです。

　もう1つ意識した方が良いのは経済の流れです。アベノミクス政策の評価は後世に委ねるとして、株価と都市部の不動産は上昇基調です。2020年の東京五輪に向けて、再開発プロジェクトも多く、日本の経済の流れはおおむね定まっているというのが僕の見立てです。そして、スタートアップにとっては、数千万円から数億円の小規模な資金調達ならシリコンバレーよりも東京の方が楽になっています。“スタートアップバブルで起業家の実力以上に資金が集まって良くない”という話も耳にしますが、成功するために使えるものは何でも使うべきです。

　ただし、この状況は2020年以降については、全く不透明です。実体経済以上に無理をした反動で、極端に悪くなるという可能性も否定できません。残念ながら今の日本の政治は、日本が抱える構造的な問題を解決する方向に動いていないのは事実です。

　起業を考えている若者には、2020年までに基盤を固めて、日本にこだわらずにビジネスできる体制をつくることを強くお勧めします。エンタメ系ビジネスがアイデアだけで資金を集めようと思ったら、今の日本ほど楽な時期は無いと思います。この流れはあと数年続きますが、2020年でくっきり節目があり、以降はどうなるか今のところ分からない、という僕の予見に耳を傾けて対策を考えておいてください。

　2020年以降は、僕も真剣に悩んでいます。ASEAN市場を収益化しながら、欧米にもアクセスできるビジネス環境を2020年までに構築できるかどうか、多くのニューミドルマン達との連携で活路を見出していきたいです。
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最後に、“ニューミドルマン”という言葉の提唱者である田坂広志氏との対談をお届けしよう。IT革命後の市場変化を見据え、田坂氏が、すべての市場における“ニューミドルマン”の出現の必然性を唱えたのが1999年のこと。それから15年以上を経て、ようやく音楽業界にも“ニューミドルマン”が登場する機が熟しつつある。ジャズを愛するという一面も持つ氏に、音楽版ニューミドルマンの進むべき道を伺うことにした。
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　販売代理から購買代理へ

山口　10年以上前から、音楽業界のやり方はこのままではダメで、ビジネススキームを再定義・再構築しないといけないと感じていました。そんな時に、田坂さんのご著書を拝読して、“ニューミドルマン”という言葉が刺さったんです。昨年から始めた人材育成セミナーを “ニューミドルマン養成講座”と名づけたりして、勝手に使わせていただいています（笑）。ただ、今のままではダメだけど、ぶっ壊すだけでも良くない。テロリストになるつもりはなくて、僕自身が音楽業界の中で育っていますし、その中にも良いものはいっぱいある。だから、しっかりと音楽ビジネスを再定義して、生態系を再構築したいと思っています。そのキーワードとして、“ニューミドルマン”を掲げさせていただいています。

田坂　そうですか。では、この対談の最初に、改めて、“ニューミドルマン”という言葉について説明しておきましょう。そもそも、「情報革命」という大きな流れの中においては、音楽業界を含め、すべての業界、すべての市場で、“ニューミドルマン”と呼ばれる新しいプレイヤーが生まれてきます。なぜなら、そもそも「革命」という言葉は、「何か新しいことが起きること」をもって「革命」と呼ぶわけではないからです。「革命」とは、文字通り、「権力の移行」や「パワーシフト」を意味するのです。従って、「情報革命」とは、本来、「情報の主導権」が、企業や生産者から顧客や消費者の側に移ることを意味しているのですね。これまでの市場においては、企業や生産者、サプライヤーは、情報を独占的に持っており、情報の主導権を握っていた。従って、その強い立場を生かして、市場を自分たちの都合に合わせ動かすことができた。しかし、インターネット革命が牽引する「情報革命」によって、いまや、誰でも自由に市場の情報を得られるようになった。商品の情報についても、簡単に共有でき、その評価まで伝わるようになり、情報の主導権は、明らかに顧客や消費者、ユーザーの側に移りました。これをアメリカでは、「Buyer Centric Market」（購買者中心市場）と呼びますが、情報革命によって、すべての市場で、従来の「販売者中心市場」から「購買者中心市場」への進化が起こるのですね。ただし、産業と市場によって、それがいち早く起きたところと、まだゆるやかにしか起こっていないところに分かれているのも現実ですが。

山口　音楽業界は、“まだゆるやかにしか起こっていないところ”になると思います。危機感が足りないと思っています。

田坂　そうですか。ただ、音楽業界の人々が理解しておくべきは、この「市場の進化」に伴って、必ず、もう一つ大きな進化が起こることです。それが、「ミドルマン（中間業者）の進化」です。これまでの市場においては、生産者やサプライヤーの方を向いて「販売代理」のサービスを提供するミドルマン、すなわち小売や卸売のような中間業者が活躍していましたが、これからの購買者中心市場においては、消費者やユーザーの方を向いて「購買代理」のサービスを提供するニューミドルマン（新たな中間業者）が生まれ、活躍するようになっていきます。これは音楽産業を含め、どのような産業でも必ず起きる変化です。
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　劇的に低下した情報の伝達コスト

田坂　では、なぜ、こうしたニューミドルマンが生まれてくるのか？　それは、ネット革命によって情報の伝達コストが劇的に安くなったからです。「購買代理」のビジネスモデルは、端的に言えば、消費者やユーザーに対して、「あなたのニーズを、私に聞かせてください。そうすれば、そのニーズに関連する商品とサービスを、すべて取り揃えてお届けします」というビジネスなのです。そして、「ニーズに関連する商品とサービスを、すべて取り揃える」ということは、まず、その商品とサービスの「情報」を、すべて取り揃えて届けるということですが、これは情報の伝達コストが劇的に安くなったから可能になったことです。どのメーカーの新車も中古車も購入できるカーディーラーサイトや、事務用品のアスクル、書籍のアマゾンなどは、このニューミドルマンの好例ですね。従って、音楽業界においてニューミドルマンをめざすためには、「情報革命に伴うユーザーへの権力の移行」「購買者中心市場への市場の進化」「購買代理のビジネスモデルの普及」という三つのことを理解することが、戦略思考の出発点でしょう。

山口　そうなると、企業側はユーザーの要望に合わせて商品を用意しないといけなくなったということですか？

田坂　「企業進化」の戦略から言えば、どこまでもサプライヤーに徹していくのか、ニューミドルマン的な機能を取り込んでいくのか、この2つの戦略のいずれを採るかです。例えば、アスクルは、ユーザーが求めるものであれば他社の製品でもカタログに掲載する戦略を採った。明らかに後者です。しかし、このニューミドルマンのポジションを押さえると、市場戦略においては、極めて有利な立場に立ちます。なぜなら、お客様が最初に相談に来てくれるポジションに立つということは、色々な戦略的打ち手が可能になるからであり、これが「ゲートウェイの戦略」と呼ばれるものです。ただし、このニューミドルマンになるためには、その企業に、戦略的な俊敏性や企業文化の柔軟性、社外への開放性などがなければなりません。その能力の無い企業はサプライヤーに徹する、メーカーに徹するという方向に向かわざるを得なくなります。しかし、市場は、消費者の情報主導権がますます強くなり、「生産者中心市場」から「消費者中心市場」に向かっていきますので、消費者に一番近いところに立ち、その購買を代理し、支援するというニューミドルマンのポジションを巡っての戦いが激しくなっていきます。ところが、まだ、そのことに気がついていない企業が多いのも事実です。
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　リスナーファーストが基本

山口　田坂さんがニューミドルマンについて書かれたのが1999年ですが、それからずいぶん経つのに、まだ指摘されていたことの半分も日本では起きていませんよね？

田坂　そうですね。ネット革命や情報革命がもたらす「顧客中心市場」や「購買代理のビジネスモデル」への進化は、遅かれ早かれ、必ず起こるのですが、ただ、現実には、それほど一直線に進化が起こるわけではありません。様々な形で紆余曲折しながら、ときには逆行したりしながら進んでいるのが現実だと思います。

山口　逆行や停滞に対しては、どう考えて行動すれば良いでしょうか？

田坂　山口さんは、この対話の冒頭、「テロはやりたくない」と言われましたが、この革命に勝利したければ、その姿勢は正しいのですね。なぜなら、テロというのは、一般大衆が味方になっていないからです。既存のものを、過激に壊そうとすることは、一瞬、変革への強力な行動のように見えても、実際は、真の変革を止め、ときに逆行させてしまうことが多いのです。真の変革とは、一般大衆＝消費者を味方につけられるか、これから市場において情報主導権を握っていくユーザーを、音楽で言えばリスナーを、どこまで味方につけられるかが勝負なのですね。

山口　リスナーファーストで考えるのが、基本ということですね。

田坂　その通りです。ニューミドルマンとは、まず、ユーザーやリスナーのニーズが最も良く分かっていることが大前提ですが、その上で、そのニーズに関連する商品とサービスを、すべて取り揃えて提供する立場です。そのためには、異業種を結集し、戦略的提携を実現し、最も魅力的な「商品生態系」を形成して、市場に参入していく能力が求められます。この能力が極めて優れていた人物は、例えば、スティーブ・ジョブズでしょう。彼は、ただiPodという音楽再生のデバイスを作ったのではなく、iTunes Storeなども含め、「好きな曲を自由に楽しみたい」というリスナーのニーズに応える「商品生態系」を一挙に生み出したのですね。iPodのデザインは、確かに素晴らしいと思いますが、彼の才能の本質は、この「商品生態系」を一挙に創出した能力なのですね。

山口　よく分かります。新しい生態系を見通すビジョンとレコード会社を説得する交渉力とユーザーの期待を集めるカリスマ性を、高いレベルで併せ持っていた天才ですね。

田坂　そうです。すなわち、顧客中心市場において、異業種を結集し、魅力的な「商品生態系」を形成するというニューミドルマンの戦略を実行するためには、我々に、『知性を磨く』という著書で述べたように、「思想」「ビジョン」「志」「戦略」「戦術」「技術」「人間力」という「７つの知性」を垂直統合した能力が求められるのです。特に重要なのは、「戦術のレベルの知性」です。「戦略」だけならば、少し頭の良い人間なら色々と考えることができる。しかし、「戦術」のレベルでは、すべて固有名詞での思考が求められる。交渉相手は、どのような思考をする人物で、どのような人脈があり、相手の組織は、どのような内部事情があり、誰が実質的な意思決定者か。そうしたことを徹底的に調べ、検討した上で、実際の行動を起こすわけです。スティーブ・ジョブズは、そうした「戦術思考」のレベルでも天才的な才能があったと思います。そういう「垂直統合した能力」がない限り、業界の変革はできないでしょう。

　プラットフォームよりコンテンツ

山口　視点を変えて、コンテンツプラットフォームのグローバル化という現状があると思います。AppleやGoogleといった覇権を握ったプラットフォーマーの恣意性に対して、日本企業や日本国民は戦う術が無い。この問題はどう考えれば良いと思いますか？

田坂　敢えて、「戦略」というものの厳しさを申し上げれば、「すでに勝負がついてしまった後で議論をしても仕方が無い」ということでしょう。昔、ボウリングをしていた時、横でプロが投げていたので、「プロは、こういう難しいスプリットをどうやって倒すのか？」と聞いたら、「そもそも、プロは、そういうスプリットを作らない」というのが答えでした（笑）。まさにその通り、局面が決まってからあれこれ言うのはアマチュアだということを教えられました。ただ、私が日本の音楽業界を見ていて、プラットフォームの問題よりも気になるのは、そもそも音楽のコンテンツが世界に伍していける水準にないことです。もし本当に日本の音楽業界の未来を考えるのであれば、プラットフォームの上で堂々と勝負できるコンテンツを提供していくことの方が重要ではないかと思います。特に、プラットフォームを完全に押さえられているのであれば、コンテンツの世界をどう押さえていけるのか。例えば、映画産業を見ると、香港などは小さな都市ですが、世界に通用する映画コンテンツを創っている。日本は、それができない。

山口　日本のマーケットに向けてコンテンツを作っている間はダメということですね。僕自身も、これからは、いかに始めから海外のマーケットを意識してアーティストを売り出せるかが勝負だと思っています。

田坂　昔から“Content is King.”という言葉がありますが、本当にコンテンツを押さえたら強い。しかし、日本はコンテンツが非常に弱い。だから、仮に世界的なプラットフォームを押さえることができても、テニスの「ウインブルドン現象」のように、結局その上でプレイしているのが海外のアーティストばかりになってしまうでしょう。

山口　“Content is King.”という言葉を、田坂先生から伺えて、うれしいです。勇気が持てます。

田坂　そうですね。ぜひ、山口さんには、その変革に取り組んで頂きたいと思いますが、我々が現実を変革しようとするとき、最も大切なものは、実は「人間力」です。私自身、永く「戦略参謀」や「戦略リーダー」の世界を歩み、また、「戦略」に関する本も数多く書いてきましたが、いつも思うのは、「パーソナリティは最高の戦略」ということです。なぜなら、魅力的なパーソナリティを持ち、優れた人間力を持った人の周りには、自然に、優れた人が集まり、優れた智恵も集まってくるからです。

山口　痺れる言葉をありがとうございます。この5年くらいの間で僕なりに異業種も含めた新しいネットワーク、人間関係は作ってきています。人材育成に取り組み始めたのも、“人”が必要だと思ったからなんです。でも、まだ全然、力不足なので、本気で頑張ります。僕らに残された時間はそんなに無いと思っていますから。

田坂　その「志」を抱き続け、活躍されることを祈りますが、最後に、「人間力」を磨くための、大切な心構えをお伝えしておきます。それは、「相手の時間」を大切にすることです。私は、大学院に進んだため、７年も遅れて実社会に出て、突然、法人営業の世界に投げ込まれたのですが、それでも何とか、ここまで歩んで来れたのは、「お客様の時間を大切にする」という心構えを忘れず、日々の仕事に取り組んだからなのですね。実は、その心構えを教えてくれたのは、医学部の時代の教授でしたが、ビジネスの世界も、すべては「人間の心」を相手にする営みです。この「相手の時間を大切にする」という心構えを胸に刻むならば、必ず、道は拓けます。そして、21世紀に開花するニューミドルマンのビジネスとは、「顧客中心」のビジネス。されば、その根本にあるべきは、何よりも、「顧客の時間を大切にする」という心構えなのですね。
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ミニ用語集

A&R：アーティスト＆レパートリーの略。プロジェクトの戦略を担う、中心的な役割を果たす職域。

B to B：企業同士の取引。

B to C：一般消費者向けのサービス、事業のこと。

CES：Consumer Electronics Showの略。毎年1月に米国ラスベガスで開かれる国際家電見本市。

Fin Tech：金融の分野に新しい技術を活用すること。

IoT：Internet of Thingsの略。ネットとつながることで、新たな機能や役割を持ったモノのこと。

MBO：Management Buy Outの略。経営陣が外部の資金などを使って、資本関係を変更すること。

UGM：User Generated Mediaの略。ユーザーがクリエイターとしてコンテンツを公開するサービス。

360°契約：音源だけでなく、コンサートやグッズ、ファンクラブなど全分野の権利を対象とする契約。

アグリゲーター：音楽配信サービスに楽曲を流通させる会社。

イベンター：コンサートプロモーターの業界的な俗称。

インバウンド：海外から観光客を呼び込むこと。

音楽出版社：作詞家・作曲家と契約をして著作権管理を行なう会社。

キュレーション：美術館・博物館の企画をする行為。転じて、ネット上での情報を整理・紹介すること。

クラウドファンディング：不特定多数から資金を集める仕組み。

コンサートプロモーター：コンサートの運営、制作を行なう会社。

コンテンツプロバイダー：デジタル化された情報を提供する事業者。

再販制度：定価で商品を売ることを認める法制度。

サイマル放送：放送と同時にインターネット番組を流すこと

サブスクリプション：定額課金型。

時価総額：ある時点での株価に発行株数を掛けて示す企業価値の指標。

実演家団体：実演家の著作隣接権は、公益社団法人日本芸能実演家団体協議会／実演家著作隣接権センターを通じて分配される。

事務所：アーティストマネージメント会社の業界的な俗称。

ショーケース：アーティストをメディアなどに見せるためのイベント。

スケーラビリティ：サービスに大きく伸長する可能性があること。

スタートアップ：初期段階のベンチャー企業のこと。

生態系：エコシステム。生物で、適正かつ持続可能な状態の関係性が成り立っていること。転じて、ビジネスモデルの仕組みが継続可能な循環がある状態を指す。

第2JASRAC：2000年の著作権等管理事業法改正で設立可能になった著作権信託会社のこと。

代表出版社：JASRACなどに信託する窓口となる音楽出版社。

ディスカバリー：ユーザーに発見させるための仕組み。

ディストリビューター：CDなどをショップに流通させる会社。

デジタルファースト：デジタルでの販売や情報発信を重視する姿勢。

特約店制度：レコード会社と小売店が直接契約してCD等を販売する仕組み。

トライブ：部族の意味。同じ嗜好を持つユーザーのこと。

日本音楽事業者協会：1963年に設立されたプロダクションの団体。

日本音楽出版社協会：音楽出版社による業界団体。

日本音楽制作者連盟：1986年に設立されたシンガーソングライター、バンド系の音楽事務所を中心としたプロダクションの団体。

日本レコード協会：レコード会社による業界団体。正会員は18社。

ハッカソン：ハッキングとマラソンを組み合わせた造語。プログラマーが集まって、一定時間でサービスやプロダクトの原型をつくるお祭り的なイベント。

ハブ：ネットワークをつなぐ装置のこと。転じて、さまざまなユーザーをつなぐ仕組みのことを指す。

フィジカル：CD、DVD、Blu-ray、レコードなどのパッケージ商品。

ブッキング：出演者を斡旋すること。

プラットフォーム：ソフトウェアやシステムを動かすための基盤部分。敷衍して、さまざまなコンテンツを受け入れるサービスのこと。

プリセールス：番組の企画段階で売上を確保すること。

フリーミアム：無料と有料の会員を組み合わせたモデルのサービス。

マーチャンダイズ：アーティストグッズなどのビジネス。

ミレニアム法：デジタルミレニアム著作権法（Digital Millennium Cop yright Act）は、2000年に施行された米国著作権法を改正する法律。

リクープライン：投資金額が回収でき、利益が生じる枚数、個数のこと。

リテラシー：読み書き能力。

レコメンデーション：推奨する。

レーベル：レコード会社のこと。
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国際基督教大（ICU）高校卒。早稲田大学在学中から音楽のプロデュースに関わり、中退。1989年、株式会社バグ・コーポレーションを設立。「SION」「村上"ポンタ"秀一」「こだまさおり」のマネージメントや、「東京エスムジカ」「ピストルバルブ」「Sweet Vacation」などの個性的なアーティストを企画しデビューさせる。プロデュースのテーマに、新テクノロジー活用、グローバルな視点、異業種コラボレーションを掲げ、音楽ビジネスを実践している。2010年頃から著作活動を始め、国内外の音楽ビジネス状況の知見を活かし、音楽（コンテンツ）とITに関する提言を続けている。エンタメ系スタートアップを対象としたアワード「START ME UP AWARDS」、ミュージシャンが参加するハッカソンとコーライティグセッションを同時開催する「クリエイターズキャンプ真鶴」をオーガナイズ。超実践型作曲家育成セミナー「山口ゼミ」で音楽家の育成を、「ニューミドルマン養成講座」で、デジタル時代に対応した音楽ビジネスを担う人材の育成を行っている。

2005年から2013年まで一般社団法人日本音楽制作者連盟の理事を、2011年から2012年に公益社団法人日本芸能実演団体協議会（芸団協）の理事を務める。

著書多数、最新刊は、全分野のコンテンツビジネスをIT視点でビジネスパーソンに説く『10人に小さな発見を与えれば1000万人が動き出す。』（ローソンHMVエンタテイメント刊）。

Twitter	https://twitter.com/yamabug

BLOG	http://yamabug.blogspot.jp/


GUESTS

東 博暢　Azuma Hironobu

株式会社日本総合研究所総合研究部門戦略

コンサルティンググループ融合戦略クラスター長

大阪府立大学大学院工学研究科（現電子・数物系専攻）博士前期課程修了。在学中ソーシャルベンチャー支援やソーシャルメディアの立ち上げを経て、2006年日本総合研究所入社。民間セクターに対しては、PMI、新規事業開発戦略策定、イノベーション戦略策定支援等を、公共セクターに対しては、主に情報通信分野における社会実証実験を通じた法制度改正、ガイドライン策定支援等を実施している。官民協働（PPP）事業においては、スマートシティ開発支援や米国機関SRI Internationalと連携して、我が国の科学技術の商業化やイノベーションエコシステムの構築を実施している。現在は、ICTを軸にしたあらゆる産業との融合領域におけるインキュベーション／コンサルティング活動を実施している。その他、複数の民間業界団体の理事、総務省等の中央政府、地方政府、民間団体が主催する研究会の委員等も歴任している。

石川真一郎　Ishikawa Shinichiro

1967年1月生まれ、東京大学理学系大学院修士課程修了、INSEAD卒業
ボストン・コンサルティング・グループに入社し、その後欧州へ経営を学ぶため留学。現地で色々と調査した結果、アニメーションに注目し、1996年にアニメーション制作会社である株式会社ディジメーションを設立。その後、1999年にボストン・コンサルティング・グループを退職し代表取締役に就任。2000年、株式会社ゴンゾと株式会社ゴンゾ・ディジメーション・ホールディングスを設立。同社を東証マザーズ上場に導く。現在株式会社ゴンゾ代表取締役社長

小杉 茂　Kosugi Shigeru

1990年にインディーズ・レーベルHOWLING BULLを創業。90年代のインディーズムーブメントを牽引したHi-STANDARD（94〜99年）のマネジメント、「AIR JAM '97&'98」、日本初のラウドミュージックフェス「BEAST FEAST '01&'02」開催。一般社団法人日本音楽制作者連盟の理事の要職を経験し、現在までに、マネジメント、プロデュース、リリース等を手がけたアーティストは国内外合わせて200アーティスト超。2005年よりレーベル運営の傍ら、催眠療法、カウンセリング、NLPを学ぶ。2013年にコーチングとカウンセリング、セミナーを提供する（株）Creative Comunnication Managementを設立。現在はコーチングを取り入れた、アーティストマネジメントを実践。CHTHONIC、GYZE、Phantom Excaliver、Each of The Days等といった国内外で活躍する新進気鋭のアーティストを手がけている。

（株）Howling Bull　●http://www.howling-bull.co.jp

（株）Creative Communication Management　●http://ccm-jpn.com

高野修平　Takano Shuhei

コミュニケーションデザイナー

デジタルマーケティング会社トライバルメディアハウスにて音楽マーケティング部署「Modern Age（モダンエイジ）」事業部長 / コミュニケーションデザイナーとして所属。音楽業界ではレーベル、事務所、放送局、音響メーカーなどを支援。音楽業界以外にも様々な業種業態のコミュニケーションデザインを行っている。また、THE NOVEMBERS、蟲ふるう夜に、Aureoleのマーケティングコミュニケーション、クリエイティブディレクターも担当している。M-ON番組審議会有識者委員。日本で初のソーシャルメディアと音楽ビジネスを掛けあわせた著書『音楽の明日を鳴らす-ソーシャルメディアが灯す音楽ビジネス新時代-』、『ソーシャル時代に音楽を”売る”7つの戦略』『始まりを告げる《世界標準》音楽マーケティング-戦略PRとソーシャルメディアでムーヴメントを生み出す新しい方法-』を出版。

竹下フランク　Takeshita Frank

1962年米国サンフランシスコ生まれ。本名はFrank Akira Takeshita（米国籍）。日系3世として生まれ、10歳のときに日本へ移住。

89年にイーストウエスト・ジャパン（旧アルファ・ムーン、旧MMG）に移り、洋楽部次長など歴任。99年ホライゾン・インターナショナル（スマイル・グループ）社長、2000年ゾンバ・レコーズ・ジャパン（のちBMGに吸収合併）ゼネラルマネージャーを経て、03年ビクターエンタテインメント・ジャパンVice President Marketing、07年クリエイティブマンプロダクション取締役統括部長。12年にLIVE NATION JAPANの合弁設立と同時に、代表社長に就任し、現在に至る（14年にLIVE NATIONの100%出資会社）。

LIVE NATION JAPANでは設立以降、レディー・ガガ、ニッケルバック、 赤西仁、ジョン・レジェンド、マイケル・ブーブレ、メーガン・トレイナー、マルーン５などの日本公演を手掛ける。海外公演としてはPerfume、VAMPS、嵐ハワイ公演（チケット関連）など。

福田昌弘　Fukuda Masahiro

有限会社ブルーワークス代表取締役

（株）キティフィルムにてサウンドプロデューサー島野聡のマネージャー／我那覇美奈の制作等をへて（有）ブルーワークスを設立、Hermann H.＆The pacemakers／つばき／デラ☆センチメンタル／PLATON等、バンドを中心に多くの新人アーティストを手掛ける。

（株）バグ・コーポレーションではSweet Vacation／The AIU／BLUE BIRD BEACHのマネージャーを担当。（株）フジパシフィックミュージックと共同で新人開発・育成も行っている。



おわりに

　最後まで読んでいただいてありがとうございます。

　音楽ビジネスの未来を語るという目的のために、こんなに多岐にわたる分野について言及しなくてはならなくなりました。出版を決めた時に、難解で読みにくい本にしてはいけないと思って、見開き単位でトピックを解説していくと決めました。図表やイラストも多用して、気になる話題からパラパラと読むこともできるようにしたつもりなのですが、いかがでしたでしょうか？

　しつこいくらい強調しましたが、音楽ビジネスが根本から変わろうとしています。そして、それは環境の変化による非可逆的で、本質的な変化です。“最終講義”というタイトルには、すべてを言い尽くすという意思表明と同時に、もう行動しないと間に合わないという危機感の現れも示したつもりです。

　現役の音楽プロデューサーである僕が、自身のホームグラウンドである音楽ビジネスの未来を語ることには、強い葛藤がありました。自分を安全地帯に置いて、事象を外から分析する“音楽ビジネス評論家”になるつもりは、１ミクロンもありません。けれども、既存の仕組みが有効性を失って、再構築が必要な時代に、新たな視点を提示するために、音楽を愛するみなさんのために、そして僕自身の実践のためにこの本を書きました。

　新人アーティスト育成のクラウドファンド機能も、新時代型のファンクラブシステムも、本書で提案した内容の必要性は切実に感じています。本気で取り組む人には、僕の知見と人脈を惜しみなく提供するつもりです。遠慮なくFacebookやTwitterなどを使って、連絡をください。

　そして、本書のコンセプトである“ニューミドルマン”のマインドとスキルを身に付ける“ニューミドルマン養成講座”も継続していくつもりです。そこで出逢った人たちがチームを組んで、新たなプロジェクトが始まるような場にしていきたいと思っています。興味と意欲のある人は、参加してください。

　日本人の創造性が、21世紀の国際社会で日本が生き残っていくための最大の武器である。そして、音楽はその先兵を担う役割だと信じて、僕なりの戦いを続けていきます。同士との出逢いを待っています。

　最後に謝辞を述べさせてください。本作は僕にとって9冊目の著作ですが、今回も多くの友人達の助けがなければ出版することはできませんでした。本書に登場した皆さん、ご協力をいただいた皆さん、心から感謝します。ありがとうございます。

　尊敬する田坂広志さんにお会いして、対談させていただいたことは、人生の宝です。この場を借りて、改めてお礼を申し上げます。

「Content is King」「パーソナリティは最高の戦略」、2つのお言葉を肝に銘じて、全力で取り組む所存です。


		2015年8月16日

		Oya Fetival開催中のノルウェー・オスローにて脱稿。

		山口哲一

		facebook/@yamabug

		twiiter/@yamabug
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　本書の著者山口哲一が主宰する少数精鋭セミナー。新時代の音楽ビジネスおよび音楽がかかわるサービスを中心に担うための心構えとスキル、そして人脈を手に入れることができる他に類を見ない講座です。

　音楽業界、エンタメ業界、IT業界から第一線の方をゲスト講師にお招きして、旬なテーマを学ぶ講座。最先端のデジタルメティアを活用した実践プロジェクト。『デジタルコンテンツ白書（経済産業省監修）』や各種メディアへの執筆、調査にかかわる「ニューミドルマン研究会」など、多彩な内容になっています。
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【主なゲスト講師】

荒川祐二（ジャパン・ライツ・クリアランス代表取締役）／石川真一郎（ゴンゾ代表取締役）／伊東宏晃（エイベックス・マネジメント代表取締役）／ジェイコウガミ（音楽ブロガー）／ジェットダイスケ（ビデオブロガー）／鈴木貴歩（ユニバーサルミュージック・イノベーション担当）／高野修平（トライバルメディアハウス）／野田威一郎（TUNECORE JAPAN）／野本晶（スポティファイジャパン）／原田悦志（日本国際放送）

●東京コンテンツプロデユーサーズ・ラボ

http://tcpl.jp/
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　エンターテインメント系スタートアップを応援するAWARDSです。設立2年以内の法人か斬新なビジネスアイデアを持つ起業志望者の個人参加も可能になっています。

　二次審査の審査委員がキュレーターとして、最終審査に向けてのブラッシュアップを行なうのが特徴です。ファイナリストに選ばれると、デジタルコンテンツEXPOの会場で、10社以上のメディアコンテンツ系事業へのシード投資の可能性のあるベンチャーキャピタルや産業革新機構などの公的ファンドの担当者の前で自分の事業プランをプレゼンすることができます。メディア、エンタメ、ITの業界関係者も多数訪れ、従来は手に入れることが難しかったネットワークを得ることも可能です。

　音楽家、プログラマー、デザイナー、映像作家などオールジャンルのクリエイターが参加する「未来を創る週末〜クリエイターズキャンプ真鶴」も開催。

「START ME UP AWARDS 2015」特別審査員（敬称略）

笹本裕（Twitter Japan株式会社代表取締役）、清水英明（株式会社スペースシャワーネットワーク代表取締役社長）、中江康人（株式会社AOI Pro.　代表取締役社長）、中村伊知哉（慶應義塾大学教授）、松野玲（株式会社VVJ代表取締役）
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新時代ミュージックビジネス最終講義

新しい地図を手に、音楽とテクノロジーの蜜月時代を生きる！

電子版初版発行日：2015年9月24日

（底本：2015年9月24日発行 初版）

［著者］ 山口哲一

［編集／発行人］ 古森　優

［編集担当］ 山口一光

［イラスト］ 平岡朋子

［図版］ 間宮工房

［ブックデザイン］ 植松隆之

［制作］ 株式会社ルナテック　

［発行所］ 株式会社　リットーミュージック

　　　 　　〒101-0051 東京都千代田区神田神保町一丁目105番地




【お客様窓口】

商品に関するお問い合わせ

リットーミュージック カスタマーセンター

TEL：03-6837-5017 ／ FAX：03-6837-5023

e-mail：info@rittor-music.co.jp


＜ホームページ＞

ホームページ：http://www.rittor-music.co.jp/


Ⓒ2015 Rittor Music, Inc.

＊本書記事の無断転載・複製は固くお断りいたします。

＊この電子書籍はリフロー形式で作成されています。ご覧いただくリーディングシステムにより、表示に差の認められることがあります。
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